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ISTEC International Superconductivity Technology 

Center 
公益財団法人国際超電導産業技

術研究センター 
JETRO Japan External Trade Organization 日本貿易振興機構 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 
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Energia Elétrica 

電力アクセス・利用普及国家プロ
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MMA Ministério do Meio Ambiente 環境省 
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国立研究開発法人 新エネルギー
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ONS Operador Nacional do Sistema Elétrico 全国電力系統運用者 
PAC Programa de Acceleração do Crecimento 成長加速プログラム 
PAR Plano de Ampliações e Reforços nas 

Instalacões de Transmissão do SIN 
全国連系システム拡張・増強計画 

PDE Plano Decenal de Expansão de Energia エネルギー開発計画 
PDNG Plano Diretor de Negócio e Gestão da 

Eletrobras 
事業マネジメント計画 

PET Programa de Expansão de Transmissão 送電網拡張プログラム 
PIEE Programa de Investimento em Energia 

Elétrica 
電力セクター投資プログラム 

PIS Social Integration Program 社会統合基金 
PNE Plano Nacional de Energia 国家エネルギー計画 
Procel Programa Nacional de Conservação de 

Energia Elétrica 
省エネルギープログラム 

Proinfa Programa Fontes Alternativas de Energia 
Elétrica 

電力代替源プログラム 

RAP Relatório Ambiental Preliminar 簡易環境影響評価 
RAS Relatório Ambiental Simplificado 簡易環境影響評価 
RGR Reserva Global de Reversão グローバルリバージョン基金 
RIMA Relatório de Impacto Ambiental 環境影響評価報告書 
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第1章 調査の背景および目的 

 
1.1  調査の背景 

 ブラジル連邦共和国（以下、「ブ国」）政府は、2014 年に「10 ヵ年電力設備増強計画」

を発表しており、2013 年時点で 68.9%を占める水力発電シェアを 2023 年には 59.7%と

し、再生可能エネルギーを 13.9%から 24.1%に増やすなど、発電源の多様化方針ととも

に、送変電網の拡充（送電の直流化含む）や配電自動化（スマートグリッド）も計画

され、各州や国営（ブラジル電力（Eletrobras 等））の送配電会社が中心となり送配電の

近代化事業も全国で進行している。しかし、ブ国はその広大な国土から、電源サイト

から需要地までの距離が長大で、送配電ロスとこれらに起因する停電頻度の増加が懸

念される状況となっている。 
 国家電力庁（ANEEL：Agência Nacional de Energia Elétrica）によると、総発電量にお

ける送配電ロスは 2013 年には 16.4%にも上り、送電時のテクニカルロス（送電線等の

抵抗によるロス）とノン・テクニカルロス（盗電）がほぼ半々と想定され、年間発電

量で約 52,000GWh、金額ベースで約 30億ドルの損失となっていると推定される。また、

一世帯当たりの年間停電時間は 2010 年で 18.40 時間、停電回数は 11.35 回（日本は約

10 分、0.15 回）である。これは社会経済的な問題となっており、更に拡大する恐れが

ある。 
 我が国においては、送配電時のロス軽減に向けて様々な方策がとられ、中でも大容

量の送電と送電ロスの大幅な軽減が可能である超電導送電技術が電力会社を中心に研

究されており、現在、実証段階を経て実用段階に近い状況にある。ブ国政府でも同様

に、送配電網の近代化における具体策として超電導技術の活用に関心があることが、

確認されており、日本との共同調査、実証等にも強い関心が示されたことから、本調

査を実施するに至った。 
 
1.2  調査の目的 

 本調査は、現地調査およびブ国側関係機関との協議等を通じて、ブ国における超電

導の導入可能性に関する情報収集を行い、将来的な資金協力支援等による実証事業形

成に向けた必要な課題を整理し、対応策の検討を行うことを目的として実施するもの

である。 
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1.3  調査の方法 

1.3.1  調査団構成 

 表 1.1 に示す調査団員の構成で、調査を実施した。 
 

表 1.1 調査団員の構成 

氏名 担当業務 

安芸 稔夫 総括/送変電計画 
向山 晋一 超電導ケーブル技術 
山本 惠一 冷却技術 
藤田 智久 送変電技術/系統分析 
西松 慎也 送変電技術/系統分析 2 
渡辺 公紀 送変電技術/系統分析 3 
中村 桐美 経済分析 
三島 光恵 環境影響評価 

 
1.3.2  調査スケジュール 

 第一次現地調査 1）

2015 年 3 月 10 日から 4 月 5 日にかけ、表 1.2 に示すスケジュールでブ国政府関連機

関／4 都市（サンパウロ、リオデジャネイロ、クリチバ、フォスドイグアス）の電力会

社等を訪問し調査を行った。 
 

表 1.2 第一次現地調査日程 

月日 
実施事項 

安芸, 向山, 山本, 藤田 三島 中村 

3/10 日本発 

3/11 移動 

3/12 Eletrobras と面談 
移動（リオデジャネイロ→ブラジリア） 

3/13 JICA ブラジル事務所と面談 
日本大使館と面談 
ANEEL と面談 

3/14 資料作成、団内打合せ 移動 
（ブラジリア→ 
リオデジャネイロ） 

3/15 資料作成 

3/16 ABRADEE と面談 
MME と面談 

ABRADEE と面談 
MME と面談 
移動 
（ブラジリア→リオデジャネイロ） 

資料収集 

3/17 移動 
（ブラジリア→サンパウロ） 

ELECTROBRAS CEPEL と面談 
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月日 
実施事項 

安芸, 向山, 山本, 藤田 三島 中村 

3/18 Mayekawa ブラジルと面談 
CTEEP と面談 

移動 
（リオデジャネイロ→サンパウロ） 

ブラジル発 

3/19 Araraquara 変換所視察 移動 

3/20 Ibiuna 変換所視察 
JETRO と面談 

資料収集 日本着 

3/21 移動（サンパウロ→クリチバ）   

3/22 資料作成、団内打合せ   

3/23 FISA と面談 
COPEL と面談 

  

3/24 移動（クリチバ→サンパウロ） 
AES Eletropaulo と面談 

Ecotecnica と面談   

3/25 移動 
（サンパウロ→フォスドイグアス） 

移動 
（クリチバ→リオデジャネイロ） 

  

3/26 ITAIPU 発電所視察 
Foz do Iguaçu 変換所視察 

EPE と面談   

3/27 移動 
（フォスドイグアス→リオデジャネイロ）  

Eletrobras と面談   

3/28-30 資料作成、団内打合せ ブラジル発-移動-日本着   

3/31 移動 
（リオデジャネイロ→ブラジリア） 
ANEEL と面談 
移動 
（ブラジリア→リオデジャネイロ） 

    

4/1 Eletrobras と面談 
CEPEL と面談 

    

4/2 EPE と面談     

4/3-5 ブラジル発-移動-日本着     

 
 第二次現地予備調査 2）

2015 年 6 月 30 日から 7 月 10 日にかけ、表 1.3 に示すスケジュールで調査を行った。 
 

表 1.3 第二次現地予備調査日程 
月日 実施事項 

6/30 日本発 
7/1 リオデジャネイロ着 

団内打合せ 
7/2 Eletrobras、CEPEL と面談 
7/3 EPE と面談 
7/4 資料作成、団内打合せ 
7/5 移動（リオデジャネイロ→ブラジリア） 
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月日 実施事項 

7/6 JICA ブラジル事務所と面談 
ANEEL と面談 
移動（ブラジリア→リオデジャネイロ） 

7/7 ONS と面談 
7/8 Eletrobras と面談 

ブラジル発 
7/9-10 移動-日本着 

 
 第二次現地調査 3）

2015 年 8 月 10 日から 9 月 5 日にかけ、表 1.4 に示すスケジュールで調査を行った。 
 

表 1.4 第二次現地調査 
月日 実施事項 

8/10 日本発 
8/11 移動（リオデジャネイロ→ブラジリア） 
8/12 JICA ブラジル事務所と打合せ 

FISA と電話会議 
8/13 ABRATE と面談 

8/14-16 資料作成、団内打合せ 
8/17 移動（ブラジリア→リオデジャネイロ） 
8/18 JICA 本部との打合せ 
8/19 Eleterobras と面談 

移動（リオデジャネイロ→ブラジリア） 
8/20 MME と面談 

ANEEL と面談 
8/21 移動（ブラジリア→リオデジャネイロ） 

8/22-23 資料作成、団内打合せ 
8/24 CEPEL、Furunas、Eletrobras と面談 

8/25-26 資料作成、団内打合せ 
8/27 CEPEL と面談 

8/28-30 資料作成、団内打合せ 
8/31 通訳との打合せ 
9/1-2 資料作成、TV 会議試験準備 
9/3 CEPEL と面談 

TV 会議システム接続試験 
ブラジル発 

9/4-5 移動-日本着 
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 現地自主調査 4）

2016 年 1 月 13 日から 1 月 19 日にかけ、表 1.5 に示すスケジュールで Eletrobras およ

び CEPEL と面談し、本調査の期間延長に関して協議を行った。 
 

表 1.5 現地自主調査 
月日 実施事項 

1/13 日本発-移動 
1/14 ブラジル（リオデジャネイロ）着 

Eletrobras・CEPEL と面談 
1/15 Eletrobras と面談 
1/16 資料作成、団内打合せ 
1/17 資料作成、ブラジル発 

1/18-19 移動-日本着 
 

 テレビ会議の実施 5）

2016 年 2 月 12 日に、Eletrobras および CEPEL とテレビ会議を行った。 
 

表 1.6 ブラジル側とのテレビ会議 
月日 実施事項 

2/12 今後のスケジュール・進め方等に関して打合せ 
 

 第三次現地調査 6）

2016 年 3 月 8 日から 17 日にかけ、表 1.7 に示すスケジュールで調査を行った。 
 

表 1.7 第三次現地調査 
月日 実施事項 

3/8 日本発-移動 
3/9 ブラジル（リオデジャネイロ）着 

Eletrobras・CEPEL と面談 
3/10 CEPEL と面談 
3/11 CEPEL の研究施設を視察 

CEPEL と面談 
3/12-13 資料作成 

3/14 CEPEL と面談 
Eletrobras と面談 

3/15 Eletrobras・CEPEL と面談 
ブラジル発 

3/16-17 移動-日本着 
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 テレビ会議の実施 7）

2016 年 4 月 11 日および 4 月 18 日に、Eletrobras および CEPEL とテレビ会議を行っ

た。 

表 1.8 ブラジル側とのテレビ会議 
月日 実施事項 

4/11 研究所レベルの試験に必要な設備およびセミナー

の準備に関して打合せ 4/18 
 

 第四次現地調査 8）

2016 年 5 月 16 日から 26 日にかけ、表 1.9 に示すスケジュールで調査を行った。 
 

表 1.9 第四次現地調査 
月日 実施事項 

5/16 日本発-移動 
5/17 ブラジル（リオデジャネイロ）着 
5/18 CEPEL にてセミナー開催準備 

Eletrobras・CEPEL と面談 
5/19 CEPEL にてセミナー開催 
5/20 Eletrobras・CEPEL と面談 

5/21-22 資料作成 
5/23 EPE と面談 
5/24 Eletrosul と面談 

Eletrobras と面談 
ブラジル発 

5/25-26 移動-日本着 
 

 テレビ会議の実施 9）

2016 年 7 月 8 日、8 月 30 日および 10 月 4 日に、Eletrobras および CEPEL とテレビ会

議を行った。 

表 1.10 ブラジル側とのテレビ会議 
月日 実施事項 

7/8 今後のスケジュール・進め方等に関して打合せ 
8/30 今後のスケジュール・進め方等に関して打合せ 

10/4 今後のスケジュールおよび10月渡航時の調査の進

め方に関して打合せ 
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 第五次現地調査 10）

2016 年 10 月 11 日から 21 日にかけ、表 1.11 に示すスケジュールで調査を行った。 
 

表 1.11 第五次現地調査 
月日 実施事項 

10/11 日本発 
10/12 ブラジル（リオデジャネイロ）着 
10/13 Eletrobras・CEPEL と面談 
10/14 Furnas と面談 

Eletronorte と面談 
10/15-16 資料作成 

10/17 Chesf と面談 
10/18 Eletrobras・CEPEL と面談 

Eletrosul と面談 
10/19 Furnas と面談、ブラジル発 

10/20-21 移動-日本着 
 

 テレビ会議の実施 11）

2016 年 10 月 31 日～12 月 1 日にかけて、Eletrobras、CEPEL、Chesf、Eletrosul および

Eletronorte と、超電導パイロットプラントの候補地の選定に関してテレビ会議にて協議

を行った。 
 

表 1.12 ブラジル側とのテレビ会議 
月日 実施事項 

10/31 Eletrobras・CEPEL と、今後のスケジュールおよ

びパイロットプラント候補地の選定に関して打合

せ 
11/8 Chesf におけるパイロットプラント候補地に関し

て打合せ 

11/17 Eletrosulにおけるパイロットプラント候補地に関

して打合せ 

Eletronorte におけるパイロットプラント候補地

に関して打合せ 

11/25 Eletrobras・CEPEL と 12 月渡航時の調査の進め

方に関して打合せ 

12/1 Chesf におけるパイロットプラント候補地に関し

て打合せ 
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 第六次現地調査 12）

2016 年 12 月 6 日～16 日にかけ、表 1.13 に示すスケジュールで調査を行った。 
 

表 1.13 第六次現地調査 
月日 実施事項 

12/7 日本発 
12/8 ブラジル（リオデジャネイロ）着 
12/9 Eletrobras・CEPEL と面談 

12/10-11 資料作成 
12/12 Eletrobras と面談 
12/13 ブラジリアへ移動 
12/14 MME に成果報告 

ANEEL に成果報告 
リオデジャネイロへ移動 
ブラジル（リオデジャネイロ）発 

12/15-16 移動-日本着 
 
 

 テレビ会議の実施 13）

   2017 年 1 月 6 日に、Eletrobras および CEPEL とテレビ会議を行った。 
 

表 1.14 ブラジル側とのテレビ会議 
月日 実施事項 

1/6 本調査の最終報告としてブラジル側へ提出する

Summary Report に関して打合せ 
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第2章 ブラジル電力セクターの現状 

2.1   ブラジル電力セクターの組織 

 ブ国の電力セクター組織を図 2.3 に示す。また、各機関の関係について、現地にて

聞き取り調査した結果を図 2.4 に示す。主な政府機関と電力会社の役割については以

下のとおりである。 
 

・ CNPE(Conselho Nacional de Politica Energética：国家エネルギー政策評議会) 
 国のエネルギー政策方針を決定する顧問機関。 

・ MME(Minesterio de Minas e Energia：鉱山エネルギー省) 
 電力・エネルギー分野の監督官庁として、国のエネルギー政策全般の策定等に

携わる。EPEの策定した計画（中長期のエネルギー計画等）を基に計画を確定さ

せる。 
・ EPE(Empresa de Pesquisa Energética: エネルギー調査公社) 

 ブ国における電力を含むエネルギーに関する将来計画（5年計画、10年計画、

30年計画）の立案・作成を担当しており、計画作成にあたっては、技術・経済両

面の評価を行っている。策定された計画は、MMEが策定する将来計画のベース

となっている。 
 送電網の開発計画策定においては、EPE担当部署が検討することが基本であり、

様々な情報を独立的な立場から検討する一方で、設備計画の検討では、CEPELに
おける技術の研究・評価・分析結果も参照されており、特に前例のない新技術の

場合はCEPELの研究結果が重視されうる。EPEは、長期計画を4～5年毎に更新し

ており、その時に実用化される技術を計画に織り込む必要があるため、新しい技

術の研究開発動向について、継続的に情報収集を行っている。 
また、EPEは、経済評価を十分検討した上で各事業の設備計画を策定しており、

コスト面の評価は、事業開始時だけでなくライフサイクルコストも含めた総合的

なコスト評価を行っている。その他に電力設備建設の入札仕様作成等も担当して

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1 EPE の組織 

Presidency
・Assistant staff

Legal, Communications, Technical

Energy, Economy & 

Environmental Studies
Electrical Energy Studies

Oil, Gas & Bio fuels 

Studies
Corporate Management

・Energy & Economy Studies
・Environmental Studies

・Power Generation Planning
・Power Generation Engineering
・Transmission Planning

・Oil (upstream) & Gas studies
・Oil (downstream) and Biofuels Studies

・Financial
・Infrastructure

Directories (4)

Departments (9)

（出典：EPE） 
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・ ANEEL(Agência Nacional de Energia Elétrica：国家電力庁) 
 MME(EPE)が作成した事業計画を実施するための入札を実施し、モニタリング

を担当している。それに加えて、電力関係の研究開発(R&D)に関する規制を担当

しており、そのための部門(Superintendency of Research and Development and Energy 
Efficiency)を有する。2002年に公布された法律により、電力部門に所属している

企業は、売上の1%をR&Dに投資しなければならない義務があり、この資金は一

部を除いて、送配電損失低減や停電時間縮小などの電力効率化計画の研究開発に

あてられる。ANEELは、この資金を用いて各電力会社が実施するR&D事業計画

の承認および成果の評価を行う。ANEELの管理する研究開発については以下の

とおりである。 
- Law 9.991/2000にもとづき、発電および送配電の事業者（太陽光、風力、バイ

オマスおよび小水力を除く）は営業利益の1%を、電力セクターの研究開発

に投資することが求められる。 
- この研究開発は、電力市場における課題の解決や革新を目的とする。 
- この投資された資金は以下のとおり配分される。 

National Scientific Technological Development Fundに40%が配分される。 
MMEに20%が配分される。 
ANEELの研究開発計画に40%が配分される。 

 
・ ONS (Operador Nacional do Sistema Elétrico：全国電力系統運用者) 

 全国統一系統（SIN：Sistema Interligado Nacional）の運用およびGrid Code等の

規制に関する業務を実施している。 
電力系統の運用では、各発電所の出力の決定を行っており、決定においては、

経済性や電力系統の安定性などを考慮している。運転監視の対象は230kV以上の

送電線であるが、出力の大きな発電所に連系され、潮流が大きな送電線について

は、系統安定度に与える影響が大きいことから、230kV以下であっても監視を行

っている。また、ONSが実際の潮流を監視している個所であることから、停電時

のペナルティに関する算定も実施している。 
また、EPEが毎年策定する10年計画のレビューを行い、これに対するコメント

も行っている。具体的には、系統運用者の観点から、設備の新設・更新に関する

優先順位、設備容量、設備の信頼性に関わる構成などに関する内容である。 
 

・ Eletrobras 
 Eletrobras は、1962 年に連邦電力会社として設立され、現在は連邦政府が普通

株の 54.5%、ブラジル国立経済社会開発銀行が普通株の 20%、優先株の 14%を所

有する連邦持ち株会社である。ブ国政府による再生可能エネルギー促進策や全国

大での電化政策、エネルギー効率化支援策などを支援するとともに、発電・送電・

配電における設備の建設・増強・運転に関する計画にも携わり、参加企業への資

金の拠出および調整に当たっている。詳細については、2.2.1-2)項を参照のこと。 
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・ CEPEL 
 Eletrobrasグループの研究機関であり、ブ国最大の研究機関である。Eletrobras
とそのグループ企業、MME等の公的機関、およびその他の電力会社からの委託

を受け、技術サービスを提供している。電力系統制御システム、超電導のような

新技術、および太陽光・風力のような再生可能エネルギー等の研究開発を実施し

ているほか、実際の機器の試験や不良個所の診断等についても実施している。大

学や他国の研究機関と共同しての研究開発も行っている。Rio de Janeiro本社の施

設のほか、Adrianopolisに大規模な実験設備を所有している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：CEPEL） 

図 2.2 CEPEL の研究内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.3 ブ国電力セクターの相関図 
（出典：ONS） 
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MME
・政策設計

・エネルギー計画策定

（EPEの策定した計画を基に計画確定）

EPE
・中長期エネルギー計画の策定

・既に定着している技術での10カ年電力計画

策定（毎年発表）

・開発中の技術を考慮した長期計画の策定

（４～５年間隔で発表）

・送電線拡張計画の策定

・入札仕様書の技術内容決定

（低ロス、超高圧、AC,DCなど）

・ライフサイクルでのトータルコスト評価

・２，３年に一度技術的レビューを行い、

新技術適用可能か検討

・CEPELにおける技術の研究・評価・分析結果

を参照した設備計画

ANEEL
・入札の準備、評価、契約

・研究開発部門によるパイロット事業（研究開発に値するか）の審査

Eletrobras（全国の送電線の50%を保有）

・国際連系線の運用投資計画の検討

投資計画の事業実施依頼

CTEEP
・売上1％をR&Dへ

R&Dに関する説明

（将来的な利益など）

COPEL
・売上1％をR&Dへ

R&Dの

内容承認

R&Dの結果報告

（将来の価値、利益）

利益が認めれれば、

R&D費として承認

計画段階 結果報告段階

州営・民間

電力会社

国営電力会社

省庁

AES Eletropaulo
・売上1％をR&Dへ

・電力最適化や系統分析のデータ連携

・新技術の提案

国家プロジェクトの検討

新技術に関する実証事業の計画説明

新技術に関する実証事業の計画承認

送電線拡張計画

の検討依頼

長期計画の連携

ONS
・系統運用の分析

・新規設備の導入と計画、Grid Code等の規制

・各発電所の出力決定（経済性、安定性を考慮）

・230kV以上の送電線の監視

・停電時のペナルティ算定

R&Dの

実施依頼

EPEが毎年策定する10年計画のレビュー

CNPE
・政策ガイドライン策定

送電線拡張計画
↓EPE作成↓
R1：基本的な事業概要
↓EPEもしくは電力会社で作成↓
R2：技術・経済的な実施可能性の検討（代替案との比較等）
R3：環境面の検討
R4：既存システムにおける技術的適用可能性の検討

FURNAS
・Eletrobrasグループの230kV以上

の送電線のうち、30%を所有

・水力発電所 17ヶ所と火力発電所

2ヶ所を所有（合計12.621,42 MW）

CEPEL（研究部門）
・新技術導入時の技術的評価

・次世代技術の開発検証

・既存技術の改善・応用

・問題の発生した機器・機材の解析

・系統システムの最適化

・系統計画

・機器の効率化

ABRATE
・ブラジルの送電協会

・送電会社の82%が加盟

（FURNASやCTEEPなど）

・加盟会社所有の230kV以上送電線は約90,000km

・送電線の運用、保守、規制、ファイナンス

などについてスタディを実施。

スタディの結果を報告
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2.2  ブラジル電力セクターの経済面での現状 

2.2.1  ブラジル電力市場と電力事業者 

 ブラジルの電力市場 1）

現在のブ国における電力市場、電力事業者、政府管轄機関の構成は、2003 年（連邦

法 10847 および 10848）～2004 年（指令 5163）に行われた電力セクター改革によって

制定された法令がベースとなっている。 
電力卸売市場は、長期電力供給契約に基づく規制された契約による市場（ACR: 

Ambiente de Contratacao Regulado）と大口需要家（500kW 以上）が IPP、配電事業者、

小売りトレーダー等と自由に契約する自由契約による市場（ACL: Ambiente Contratacao 
Livre）とに分けられ、さらに、長期電力供給契約（ACR、ACL の双方）で契約された

電力量と実際の電力消費量もしくは生産電力量の際の調整を目的とする短期市場

（Mercado de Curto Prazo）に分けられている。ACR による長期電力供給契約では、配

電事業者は、供給エリアの電力供給を 100%保証する義務があり、必要な電力量の 100％
を市場で競争入札を行い、長期電力売買契約で調達しなければならない。。 
また、発電、送電(230kV 以上の基幹送電網)及び配電分野においては、各民間事業者

が競争入札により、設備の建設と運用に参入している。ONS によると、現在、ブ国全

土で発電では 160 事業者、送電では 105 事業者、配電では 95 事業者が設備の建設・運

用を行っている。 
送電については、事業者は、国家電力庁（ANEEL：Agencia Nacional de Energia Eletrica）

が定める基準で 30 年間のコンセッション契約を締結し、設備の建設および運用を行う。

また、同時に ONS と送電システムサービス契約(CPST:Contrato de Prestação de Serviços 
de Transmissão)を締結する。10 カ年計画において想定されている送電の託送料(TUST：
Tarifa de Uso do SIstema de Transmissao)は、表 2.1 のとおりである。 

表 2.1 想定されている送電託送料（TUST）（2017～2023 年） 

年 サービス地域 
託送料（レアル/kW/月） 

下限 上限 平均 

2017 

南部 3.4 5.5 4.4 
南東部/中西部 0.0 6.3 4.4 

北東部 0.3 6.4 4.1 
北部 2.4 5.7 4.6 

2019 

南部 3.8 6.1 4.9 
南東部/中西部 0.0 6.8 4.6 

北東部 2.2 6.4 4.2 
北部 2.0 6.1 4.8 

2021 

南部 3.3 6.1 4.8 
南東部/中西部 0.0 6.8 4.5 

北東部 2.5 6.8 4.6 
北部 1.7 7.0 5.5 

2023 

南部 3.0 6.4 5.0 
南東部/中西部 0.0 7.1 4.7 

北東部 2.4 7.1 4.8 
北部 1.8 7.4 5.8 
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（出典：Ministério de Minas Energia、Empresa de Pesquisa Energica, “Plano Decenal de Expansão 
de Energia 2023”） 

 
サービス地域は大きく、南部、南東部/中西部、北東部、北部の 4 つに分けられてお

り、地域ごとに料金が設定されている。平均値でみると、地域ごとの差はあまりない。

上限および下限額でみると、地域差は大きく、2017 年の想定では、南部では下限 3.4
レアル、上限 5.5 レアルと上限・下限の差が最も小さく、南東部/中西部は下限 0.0 レア

ル、上限 6.3 レアルと最も大きい。託送料は全体として、段階的に引き上げられる見通

しであり、平均値で、2017 年 4.1～4.6 レアルから、2023 年 4.7～5.8 レアルと想定され

ている。 
なお、託送料については、発電会社と配電会社で 50%ずつ負担することになってい

る。送電事業者は、コンセッション契約上、回線停止があった場合に罰金が課せられ

るため、回線停止を回避するための設備の保守管理が主要課題となっている。 
最終需要家に対する電力料金は、ANEELが認可した配電会社ごとに設定されている。

料金設定は、原則、総括原価方式であり、ANEEL が地域ごとの経済および財務的なバ

ランスを考慮し、かつ、配電事業者が電力供給コストをカバーし、資本投資に対する

適正な収益を得ることができるレベルで決定している。料金設定にあたっては、管理

不能コスト（Part A：再販売用電力購入費用、送電託送料、その他電力事業に係る費用）

および管理可能コスト（Part B：運営・維持管理費用、投資資本に対する収益、その他

費用）に基づいて算出される。料金水準は、定期的な見直しとともに、Part A および

Part B のコストにインフレ率等を考慮した指数により、毎年調整が行われるほか、配電

事業者のコストが大幅に変動した場合には特別に改訂が行われる。表 2.2 は、2015 年

の地域別・用途別の平均電力料金を示している。ブ国全体の平均電力料金は、0.39 レ

アル/kWh である。全体的に、農村部への電力供給や農業を用途とする場合に、電力料

金は低めに設定されており、特に、北東部の灌漑用の電力料金は 0.18 レアル/kWh と最

も低い水準に設定されている。なお、2015 年 2 月には、熱波による旱魃で水力発電用

の用水が確保できず、また、対ドル為替レートの下落により、電力供給コストが大幅

に上昇したため、リオデジャネイロ及びサンパウロの電力料金は 70％引き上げられた。 

表 2.2 地域別・用途別平均電力料金（2015 年） 
（単位：レアル/kWh） 

 
 
 
 
 
 
 

 

（出典：ANEEL ウェブサイト http://www.aneel.gov.br/ （2015 年 9 月現在）） 

用途別 ブラジル平均 中西部 北東部 北部 南東部 南部
商業・サービス・その他 R$ 0.39 R$ 0.39 R$ 0.36 R$ 0.39 R$ 0.39 R$ 0.39
自家消費 R$ 0.39 R$ 0.41 R$ 0.37 R$ 0.36 R$ 0.41 R$ 0.38
街灯 R$ 0.23 R$ 0.24 R$ 0.22 R$ 0.24 R$ 0.24 R$ 0.23
工業 R$ 0.34 R$ 0.31 R$ 0.30 R$ 0.30 R$ 0.37 R$ 0.34
官公庁 R$ 0.39 R$ 0.39 R$ 0.37 R$ 0.39 R$ 0.40 R$ 0.41
住宅 R$ 0.40 R$ 0.41 R$ 0.35 R$ 0.39 R$ 0.41 R$ 0.41
農村 R$ 0.28 R$ 0.31 R$ 0.28 R$ 0.31 R$ 0.29 R$ 0.26
農村　養殖 R$ 0.20 R$ 0.34 R$ 0.20 R$ 0.31 R$ 0.31 R$ 0.22
農村　灌漑 R$ 0.23 R$ 0.30 R$ 0.18 R$ 0.28 R$ 0.30 R$ 0.23
公共サービス（水、下水道、衛生） R$ 0.30 R$ 0.30 R$ 0.26 R$ 0.28 R$ 0.32 R$ 0.30
公共サービス（その他） R$ 0.32 R$ 0.36 R$ 0.27 R$ 0.00 R$ 0.32 R$ 0.38
平均 R$ 0.37 R$ 0.37 R$ 0.33 R$ 0.36 R$ 0.39 R$ 0.36

http://www.aneel.gov.br/
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 Eletrobras（Centrais Elétricas Brasileiras S.A.）の概要 2）

a) 事業内容 

 最新の Eletrobras「Management Report 2014」によると、Eletrobras は、2013 年時

点の資産規模においてラテンアメリカにおいて最大の電力会社となっている。ブ

国における発電、電力取引、配電事業を行っており、また、研究や省エネに関す

るサービスを行う部門も有している。2008 年以降、事業の国際展開が進められて

おり、中南米における発電事業や国際連系線の事業展開を図るため、中米カリブ

事務所（パナマ）、コノ・スール（南米南端）事務所（ウルグアイ）、アンデス事

務所（ペルー）が置かれている。 
 国内の発電事業については、ブ国内の発電設備容量の 33%に相当する 44,156MW
の設備を所有・運営し、送電事業については、国際連系線を含む、ブ国全土の 230kV
～750kV の基幹送電網（Rede Básica）の 48％に相当する 60,502km を所有・運営し

ている。また、ブラジル連邦政府の公的機関として、政府のエネルギーセクター

の基金の運営管理も行っている。連邦政府のエネルギーセクターの基金とは、グ

ローバルリバージョン基金（RGR:Reserva Global de Reversão）、燃料消費会計の資

金（CCC: Conta De Consumo de Combustíveis）、エネルギー開発会計の資金 (CDF: 
Conta de Desenvolvimento Energético )、省エネルギープログラム（Procel：Programa 
Nacional de Conservação de Energia Elétrica ）、電力アクセス・利用普及国家プログ

ラム（Programa Nacional do Acesso e Uso da Energia Elétrica, “Luz para Todos”（み

んなの光）が通称）、電力代替源プログラム (Proinfa:Programa Fontes Alternativas de 
Energia Elétrica)を指す。 
 また、海外ビジネスとしては、Eletrobras は、パラグアイ、アルゼンチン、ベネ

ズエラ、ウルグアイとの国際連系線を運営している。パラグアイはイタイプ水力

発電所からパラグアイを結ぶ送電線 4 回線、アルゼンチンはブラジルのウルグア

イアナ変電所からアルゼンチンのパソ・デ・ロスリブレス変電所までの 132kV 送

電線、ベネズエラはロライマ州ボア・ビスタからサンタ・エレナ市を結ぶ 230ｋV
送電線、ウルグアイはリビエラ周波数変換所とリブラメント変電所を結ぶ 230ｋV
送電線である。ウルグアイについては、電力統合を図るため、2 番目となる連系線

の建設が進められている。 
Eletrobras の研究開発投資については、2015 年に実績で 233 百万レアルである。送

電技術における近年の課題の 1 つとして、アマゾン地域で発電した電力を南部・

南東部へ供給するための送電システムの環境負荷の最小化と、供給の信頼性の高

いシステムの構築があり、直流・交流の超高圧送電システム(1,200kV の交流送電、

800kV の直流送電)を実際の現場環境で理論的、実験的に検証するための研究施設

を建設し、研究に取り組んでいる。実証事業の資金源は、世界銀行、MME、科学

技術革新省(MCTI)、研究プロジェクト融資機関（FINEP）である。 
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b)  組織 

 Eletrobras の組織形態は、ポルトガル語で「Economia Mista」（政府と民間が株式

所有する混合資本の株式会社）と呼ばれる準公的株式会社である。図 2.5 に示す

とおり、各企業を統括する本社のもと、発送電会社が 6 社、配電会社が 7 社、電

力研究所（CEPEL：Centro de Pesquisas de Energia Elétrica）、持株会社（Eletropar）
から成る。2015 年 1 月に Eletrobras 傘下に入ったばかりのゴイアス州配電会社

（CELG-D：Companhia Energética de Goiás Distribuição）を除き、各会社は Eletrobras
企業グループを構成しており、総称して「Eletrobras “holding” 」と呼ばれている。 
 下図に示すとおり、Eletrobras はイタイプ二国間会社（Itaipu Binacional）の 50%
の株を所有し、また、特別目的企業（SPE：Special Purpose Enterprise）154 社にジ

ョイントベンチャーとして参加し、電力事業の開発、実施、運営も行っている。

ブ国以外では、ニカラグア、アルゼンチン、メキシコの SPE に 3 社にも資本参加

している。その他、Mangue Seco 風力発電、Belo Monte 水力発電、その他、国内の

発電、送電、配電会社にも資本参加している。 
 2014 年時点で Electrobras 企業全体の職員数は 22,215 名(CELG-D 社を除く)、う

ち、1,027 名が統括本社の職員数である。 
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（出典：Management Report 2014 により調査団作成） 

図 2.5 Eletrobras 組織図 
 
CEPEL は、1974 年に設立された、Eletrobras の研究開発および技術試験・実証を

担っており、Eletrobras 企業グループ全体の技術政策、ガイドライン、戦略や活動

計画において、技術政策委員会の事務局の役割を果たしている。また、CEPEL は、

Electrobras グループ企業のみならず、EPE、ONS、CCEE、ANEEL、電力事業者、

メーカの技術研究、試験、実証事業にも貢献している。さらには、EPE が作成す
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る、国家エネルギー計画やエネルギー10 カ年計画のベースとなるデータ分析やシ

ミュレーション等の業務も担っている。CEPEL の組織図は、図 2.6 のとおりであ

る。センター所長（Diretor General）のもと、3 つの局がある。超電導技術の研究

に関しては、特別技術部の超電導研究グループが行っている。CEPEL 全体の職員

数は、2014 年時点で 344 名である。前述の超高圧研究施設は、下図のリオデジャ

ネイロ州 Nova Iguacu 市にある Adrianopolis 研究部にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(出典：CEPEL ホームページ http://www.cepel.br/data/pages/21CF88904E9C098B014EC0B2ABD07CD6.htm
（2015 年 9 月現在）） 

図 2.6 Electrobras CEPEL の組織図 (2015 年 9 月時点) 
 

c)  財務 

Eletrobras 全体の過去 5 年間の財務状況を見ると（表 2.3）、Eletrobras の営業利

益は、2011 年から 2013 年にかけて減少傾向にあり、2011 年 29,211 百万レアルか

ら 2013年 23,835百万レアルまで減少したが、2014年には 30,245百万レアルと 26％
増加し、2011 年の水準を上回った。年によって若干の変動はあるものの、Eletrobras
の営業利益のおよそ 60～65％を電力販売収入が占めており、営業利益の増減は電

力販売収入の増減による。税引き後純損益では、2011 年には黒字を計上している

が、2012 年に規制の変更による減損会計の影響で 6,879 百万レアルの赤字を計上

し、その後も純損失が続いており、2015 年の赤字額は 14,442 百万レアルとなって

いる。EBITDA も、2012 年以降、大幅な赤字を計上していたが、2012 年 7,412 百

万レアルから 2014 年 180 百万レアルに赤字額は縮小している。これは電力販売収

入の回復の一方で、人件費等のコストの縮小や設備投資の拡大による効果とみら

http://www.cepel.br/data/pages/21CF88904E9C098B014EC0B2ABD07CD6.htm（2015年9
http://www.cepel.br/data/pages/21CF88904E9C098B014EC0B2ABD07CD6.htm（2015年9


 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 

19 

れる。 

表 2.3 Eletrobras の財務データ（連結）（単位：百万レアル） 
年 2011 2012 2013 2014 

営業利益 29,211 28,014 23,835 30,245 
 電力販売収入 18,427 18,381 14,237 19,310 
税引後当期純利益 3,733 ▲6,879 ▲6,187 ▲3,031 
EBITDA* 6,028 ▲7,412 ▲3,689 ▲180 
株主資本 77,202 67,280 61,577 56,848 
（参考） 
発電容量(MW) 41,621 42,333 42,987 44,156 
送電線総延長（230kv 以上） 54,146 55,118 57,290 60,502 
電力販売量（GWh） 267,834 269,027 186,092 175,706 

（出典：Eletrobras, “Management Report and Financial Statements”2012、2013、2014 年版より作成） 

（注）*EBITDA は、利払い前、税引き前、減価償却前利益。営業利益に減価償却費を戻し入れ

て得られるキャッシュ利益を指す。 

 
d)  資本構成 

Eletroblas は、BM&FBOVESPA（サンパウロ証券・先物商品取引所）、ニューヨ

ーク株式取引所（ADR）、マドリード株式取引所に上場している。同社最大の株主

は、ブラジル連邦政府であり、2014 年 12 月末時点で普通株式の 51％を保有して

いる。BNDES 等政府系金金融機関など政府系機関の持ち分も合わせると、優先株

式も合わせた株主資本全体の 65％が政府保有分となっており、残り 35％が一般投

資家により株式市場で取引されている。 

表 2.4 Electrobras の資本構成および株主構成 
 発行済み総株式数 普通株 優先株 A 優先株 B 
支配株主 880,006,367 

(65.06%) 
834,301,050 

(76.75%) 
0 

(0%) 
45,705,317 

(17.22%) 
ブラジル連邦政府 554,397,196 

(40.99%) 
554,395,652 

(51%) 
- 1,544 

(0.00%) 
一般株主 472,627,733 

(34.94%) 
252,749,247 

(23.25%) 
146,920 
(100%) 

219,731,566 
(82.78%) 

合計 1,352,634,100 
(100%) 

1,087,050,297 
(100%) 

146,920 
(100%) 

265,436,883 
(100%) 

（出典：Eletrobras, “Management Report and Financial Statements”2012、2013、2014 年版より作成） 

 
 

2.2.2  送電事業の投資計画 

 全国送電事業投資計画 1）

送電網投資計画は、30 年間の国家エネルギー計画（PNE:Plano Nacional de Energia、
現行の PNE は 25 年計画）、エネルギー開発 10 年計画（PDE：Plano Decenal de Expansão 
de Energia）、5 年の中期の送電網拡張の入札準備調査（Estudos para Licitação da Expansão 
da Transmissão）送電網拡張プログラム(PET: Programa de Expansão de Transmissão、以下

「送電網拡張プログラム」と記す）、また、全国連系システム拡張・増強計画(PAR: Plano 
de Ampliações e Reforços nas Instalacões de Transmissão do SIN)で示されている。30 年間の
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国家エネルギー計画では、エネルギー開発 10 年計画の中で送電設備の投資については、

全国連系システム（SIN）の基幹送電網（Rede Básica）と呼ばれる 230kV 以上の送電網

の拡張計画、送電網拡張プログラムの 5 年計画は、今後、送電事業者とコンセッショ

ン契約が予定されている事業の入札準備のために作成されている。 
30 年計画、10 年計画、5 年計画は、EPE が詳細分析と計画策定を行い、MME に諮っ

て最終的にまとめられている。10 年計画と 5 年計画は毎年見直されているローリング

プランである。全国連系システム拡張・増強 3 年計画は、ONS が作成し、EPE やその

他関係機関とのスタディや計画等と整合性をとって鉱山エネルギー省により最終的に

とりまとめられ、ANEEL へ提出され、ANEEL が入札準備・実施して事業者が決定す

る。この 3 カ年計画も毎年見直しされているローリングプランである。 
表 2.5 に示すように、MME が 2007 年 11 月に公表した「国家エネルギー計画 2030」

では、2005～2030 年までの 25 年間の電力分野への総投資額は 2,860 億ドル（約 7,865
億レアル）、年平均約 114 億ドル（約 314 億レアル）の計画が示されていた。このうち、

送電部門については、総投資額 680 億ドル（約 1,870 億レアル）、年平均 27 億ドル（約

74 億レアル）を配分すると計画された。なお、下表に示す 30 年計画について 8 年前の

2007 年に計画されたもので、2014 年に電力需要の見直しが行われており、新たに 2050
年までの長期計画を策定中である。 
現行のエネルギー開発 10 カ年計画 2023 では、2013 年時点の送電線延長 112,600km、

変圧器容量 288,946MVA から、2023 年には 182,477km（＋69,877km、62%増）、変圧器

容量 451,904MVA（＋162,958MVA、56%増）と計画されている。送電線の総投資額は

490.79 億レアル、変電 所投資総額は 282.4 億レアル、合計 773.19 億レアルとなって

いる。電圧別の投資額をみると 500kV 送電線建設に係る投資額が最も多く、送電線投

資額の 64.8%、変電所投資額の 45.6％を占めている。その次に投資額が多いものは、パ

ラ州の Belomonte 水力発電所から南東部への 800kV の直流送電線のコストで、送電線

投資額の 14.9％、変電所投資額の 24.0％を占めている。 
以上の長期計画をもとに、2014 年下半期に見直された現在の送電網拡張プログラム

（PET）2014-2019（当初 5 年計画だったが近年は 6 年計画）では、全国の送電網の拡

張計画として、同期間に合計 13,719km、金額では 120.86 百万レアル（約 5,076 億円）

が示されている。今後 6 年間の送電網投資金額の地域別割合は図 2.7 のとおり、南東

部および中西部 34%、北部 28%、南東部 26%、北東部 12%となっている。 
現在の 3 年の全国連系システム拡張・増強計画(PAR 2015-2017、2014 年 10 月発表)

によると、今後 3 年間で新規送電線建設や変電所建設事業については 147、既存の送電

網の増強については 163 事業の入札が予定されている。これらの今後入札予定の送電

線の拡張は、10,205km、変圧器の増強は 56,371MVA となっており、総投資額は 138 億

レアルと見込まれている。 
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表 2.5 ブ国の送電設備投資計画（2015 年 9 月調査時点） 

計画名 
作成 
機関 

対象期間 送電事業計画 
投資金額  

(単位：億レアル) 
公表 
年月  

国家エネルギー計画 2030 
(PNE: Plano Nacional de Energia 
2030) 

MME 
EPE 

2005 年～

2030 年 

*2006～2015 年のエネルギー

10 カ年計画の投資額をベー

スとして投資額を推定。 

680 億 US ドル 

（約 1,870 億レアル）* 

2007 年 
11 月 

エネルギー開発 10年計画 2023
年 (PDE ： Plano Decenal de 
Expansão de Energia 2023） 

MME 
EPE 

2013 年～

2023 年 

送電網拡張 69,877km 490.79 
2014 年 
12 月 

変圧器増強 162,958MVA 282.40 
合計 773.19 

送電網拡張プログラム 
2014-2019 (PET: Programa de 
Expansão de Transmissão 
2014-2019） 

MME 
EPE 

2014 年～

2019 年 

送電網拡張 13,719km 120.86 
2014 年 

8 月 
変電所新設・増強 54 カ所 43.27 

合計 164.13 

全国連系システム拡張・増強計

画 2015-2017 (PAR: Plano de 
Ampliações e Reforços nas 
Instalacões de Transmissão do 
SIN) 

ONS 
2015 年～

2017 年 

送電網拡張 10,205km 

138 
2014 年 
10 月 

変圧器増強 56,371MVA 

電力セクター投資プログラム

2015-2018（PIEE：Programa de 
Investimento em Energia 
Elétrica） 

MME 
EPE 

2015 年～

2018 年 
送電網投資 37,600km 

390 

(2018 年末までの 

計画数字) 

2015 年

8 月 

（出典：表中の各計画書より作成） 
（注）*交換レートは、1US ドル＝2.75 レアル（2013～2015 年平均レート、JICA） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：MME and EPE, “Programa de Expansão de Transmissão 2014-2019 ”） 

図 2.7 地域別送電網拡張投資額の割合（2014-2019） 
 
こうした中、2015 年 8 月にブ国政府は、新たに「電力セクター投資プログラム（PIEE：

Programa de Investimento em Energia Elétrica）2015-2018」を発表し、この間、発電、送

電事業の投資を優先して集中的に取り組み、総額 1,860 億レアルを投資するとしている。

同プログラム内の送電線事業については、2018 年までに 37,600km の送電線の入札準備

調査を終了（うち、2016 年までに入札準備調査の終了は 23,800km 分）という目標を掲

げている。投資金額は 2018 年までに 390 億レアル、2018 年以降には 310 億レアルと計

画されている。 
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 Eletrobrasの送電事業投資実績と計画 2）

Eletrobras は、2014 年末時点、全国の基幹送電網(230kV 以上)の 48%を所有し、運用

している。Eletrobras 全体の 2010 年以降昨年までの設備投資実績の動向は、表 2.6 に示

すとおり、年々増加傾向にあった。2010 年の 6,954 百万レアルから 2011 年には 9,803
百万レアルへと 41%増加し、2014 年には、11,402 百万レアルとなっている。送電部門

の設備投資額は年によって増減しているが、2013 年から 2014 年にかけて 3,446 百万レ

アルから 4,026 百万レアルへ 17%伸びていた。その内訳をみると、この期間は SPE へ

の投資が 745 百万レアルから 1,437 百万レアルへと約 2 倍となっていた。 
SPE への投資を除いた自社設備拡大・維持管理の送電設備投資の動向をみると、2011

年は 48％と前年の 24%から大幅に増えており、その内容は自社設備拡大の投資額の増

加であった。その後、2012 年～2014 年の送電投資額の割合は全体の 30%台となってい

る。 

表 2.6 Eletrobras の投資実績 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：SPEs＝Special Purpose Enterprises 

（出典：Eletrobras , “Management Report and Financial Statements” 2013 および 2014 年版より作成） 

 
Eletrobras システム戦略計画 2015-2030 年の長期計画によると、2030 年においてブラ

ジル全国送電網 209,000km の 40％に相当する 83,000km が Eletrobras で管轄すると計画

されている。2015 年~2030 年にかけて拡張される 23,000km のうち、Eletrobras が SPE
を通じて事業に参加する計画となっているのは、21,000km である。この長期計画をも

とに、Eletrobras は 5 カ年の事業マネジメント計画（PDNG:Plano Diretor de Negócio e 
Gestão da Eletrobras）を作成している。 

2019 年までに Eletrobras では全国連系システム（SIN）に接続予定の 13,500km の送

電線を Eletrobras 自体あるいは SPE を通じて事業を行うとしている。そのうち、8,000km
が Elctrobras の管轄となり、その内訳をみると、5,000km については SPE を通じた事業

への参画で全体の 63%を占めており、残りの 2,790km について Eletrobras 直轄で事業運

営を行うと計画されている。 
PDNG 2015-2019（2015 年 7 月承認）では、5 年間で 503 億レアルの投資金額が計画

投資項目 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

発電 3,638 5,128 5,263 6,435 6,278
自社設備拡大 2,448 2,588 1,771 2,767 2,183

SPEs 822 3,701 3,241 2,980 2,109
維持管理 368 431 512 427 394

送電 2,105 3,432 2,985 3,446 4,026
自社設備拡大 1,076 2,320 1,639 2,229 2,111

SPEs 853 918 945 745 1,437
維持管理 177 194 401 472 478

配電 821 781 1,056 928 728
自社設備拡大 673 597 837 723 577

維持管理 149 184 219 205 151
その他（研究、インフラ等） 390 462 546 402 370

合計 6,954 9,803 9,850 11,211 11,402

SPEs投資以外の合計 5,279 5,184 5,664 7,486 7,856
うち送電線設備の割合（％） 24% 48% 36% 36% 33%

単位：百万レアル
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されているが、これは、2015 年 8 月に発表された 2015～2018 年の電力セクター投資プ

ログラムの総額1,860億レアルの27%に相当する金額となっている。全投資金額のうち、

69％に相当する 348 億レアルが発電・送電設備の拡大にあてられ、既存の発電・送電

設備の近代化および維持管理の投資については、9.7 億レアルが計画されている。 
一方、Eletrobras が毎年発表している 5 カ年投資額の近年の動向をみると、PDNG 

2013-2017、PDNG2014-2018、PDNG 2015-2018 と投資額が減少していた。最新の PDNG 
2015-2018 の総投資金額は、PDNG 2014-2018 の総投資金額から 17.1％減額している。

これは、2014 年、2015 年と年度投資計画予算削減があったからである。2014 年は、当

初の投資計画は、14,688 百万レアルであったが、実績は 11,402 百万レアルとなってお

り、計画に対する実績は 78%（22%減少）となっていた。2015 年 7 月には、2015 年度

分の予算についても当初予算計画から削減されると発表された。Eletrobras によると、

その背景には、現在進行している Eletrobras の組織のリストラクチャリングの過程で各

グループ内企業の最適化を図り、収益に対する費用の適切性の確保に努めていること

が背景にあり、2015 年は特にその傾向は強化するとしている。 
 

2.2.3  外国資本の動向 

   ブラジルでは 1983 年の債務危機を契機に、1990 年代から財政および経済改革が本格

化し、その中で国内電気事業の改革も公営企業の民営化の一環として進められた。そ

れまでの電気事業は国営の Eletrobrasと州営の電力公社を中心とした供給体制であった

が、電力市場の自由化を目指して、1996 年から電気事業の再編が開始され、外国資本

の参入が認められるとともに、発電、送電、配電の分割民営化が実施され、1997~2000
年に国有および州営電力公社の売却がピークを迎えた。 
また最近では、現政権のテメル大統領が 2016 年 9 月に投資パートナープログラム

（Programa de Parcerias de Investimentos“PPI”）および PPI の対象となる 34 の事業を公表

した。対象事業の中には、アマゾナス州等における配電事業、ミナスジェライス州等

における水力発電所建設なども含まれている。PPI は、ブラジル国内のインフラ整備事

業を公的団体と民間事業者との連携（官民パートナーシップ）により実施するもので、

これには、外資参入に対する制限も設けられていない。 
  

以上を背景に、ブラジルの電力市場には、特に中国が急激に進出する動きがある。

中国にとって、ブラジルは南米最大の貿易相手国である。2016 年 9 月に中国で開催さ

れた G20 首脳会議に合わせて、テメル大統領は中国との 2 国間協議で前述の PFI を説

明し、政権交代による対中経済関係に変化がないことを強調している。 
   ブラジル経済については、実質 GDP のマイナス成長、不安定な政治、通貨レアルの

下落、国債の格下げなど、不振な状況が続いているにもかかわらず、中国資本である

State Grid による電力市場への進出は際立っている。同社は、2010 年にリオデジャネイ

ロに State Grid ブラジルを設立するとともに、989 百万米ドルでブラジル国内 7 つの送

電会社を買収した。その後、State Grid ブラジル（51%）、Eletronorte（24.5%）、Furnas
（24.5%）のコンソーシアムから成る IE Belo Monte が、2014 年にベロモンテ水力発電

所の送電コンセッション（総延長 2,084km、総事業費 50 億レアル）を、2015 年にはベ
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ロモンテ水力発電所の第二送電コンセッション（総延長 2,250km、総事業費 100 億レア

ル）をそれぞれ落札した。 
2016 年 4 月に行われた 20 州にまたがる合計 24 件（総延長 6,500km）の送電コンセ

ッションの入札では、10 社が計 14 件のコンセッションを獲得したが、State Grid は、

マットグロッソ州の 2 件を約 4 億レアルで落札した。ANEEL は、この時応札の無かっ

た残りの 10 件についても引き続き入札を計画しており、今後の動向が注目される。ま

た、State Grid は、2017 年に売却が予定されている Eletrobras 傘下の配電会社 Celg-D（資

産総額約 14 億レアル）の買収にも関心を示していたが、2016 年 11 月に行われた Celg-D
の入札では、イタリアの Enel 社が約 22 億レアルで落札した。このほかに Eletrobras が
所有する残りの 5 配電会社（Amazonas Distribuidora de Energia, Boa Vista Energia, 
Companhia de Eletricidade do Acre, Companhia Energética de Alagoas, Companhia Energética 
do Piauí and Centrais Elétricas de Rondônia）の競売も計画されており、今後の動向が注目

されている。また最近では、State Grid は、2017 年 1 月に、カンピーナスに本社を置く

配電会社 CPFL 社の株を取得し、同社の実質の支配権を獲得した。今後、CPFL 社の全

株式と債務を引き受ける予定でこれに要する投資額は約 100 億米ドルと発表されてい

る。このように State Grid のブラジル電力市場への投資の勢いは止まらず、現在、State 
Grid は、ブラジル全土で約 6,000km の送電線に対する 30 年間のコンセッションを保有

しており、ブラジル第 5 位の送電会社となっている。 
 
   中国以外に欧米からの投資としては、スペイン最大のエネルギー会社であり、多国

籍企業として各国で電力事業を展開している Iberdrola 社が、2011 年にブラジルの

Elektro 社を買収しブラジルの電力市場に進出した。その後、ブラジルの Neoenergia 社

の 39%の株を取得し、最近では、2016 年に南米最大の Calamgas 風力発電設備を運開さ

せるなど、これまでに、水力、風力発電設備への投資を積極的に行ってきている。 
また、米国に拠点を置き世界 17 ヶ国で電力事業を行っている AES 社は、2000 年に

ブラジル最大の配電会社であるサンパウロの Eletropaulo を買収した。その後、AES 社

は、配電会社の AES Sul、発電会社の AES Tiete、AES Uruguaiana を所有していたが、

2016 年になって AES Sul をブラジル国内の電力会社 CPFL に売却することを決定する

など、最近になって、同社の所有するブラジル事業会社売却の動きが見られる。フラ

ンス最大の電力会社 EDF 社は、一時期、米国 AES 社と共にリオデジャネイロの配電会

社 Light 社の株を保有し、筆頭株主であったが、2006 年に全ての株をブラジル国内の

RME-Rio 社に売却している。現在、EDF 社はリオデジャネイロに EDF-NF 社を設立し、

事業を発電に集中し、Light 社への売電を行っている。 
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第3章 超電導送配電技術の現状 

 
3.1  各国における超電導送配電技術の開発状況 

 日本における超電導送電技術の開発状況 1）

経済産業省では、重点的に取り組むべきエネルギー革新技術の一つとして、超電導

高効率送電をあげており、これまで政府関係機関による支援等のもと、数多くの超電

導に係る要素技術開発や、交流および直流超電導送電の実証試験などに取り組み、超

電導送電に係る研究実績を重ねてきている。以下、a)～c)に、要素技術開発および実証

試験の代表的なプロジェクトを記載する。また、表 3.1 に、これらを含めた日本におけ

る超電導電力ケーブルの開発動向を示す。 
 

a) 超電導に係る要素技術開発 

・ イットリウム系超電導電力機器技術開発プロジェクト（平成 20～24 年度） 
・ 公益財団法人国際超電導産業技術研究センター(ISTEC)、電力会社、線材メーカ、

重電メーカ等、11 機関、23 大学および国立研究所が共同研究体を構成し、イッ

トリウム系線材を活用した超電導電力ケーブルを始めとする電力機器の導入・

普及を目指した基盤要素技術開発を実施 
b) 交流超電導送電実証 

・ 高温超電導ケーブル実証プロジェクト（平成 19 年度～25 年度 NEDO） 
於：東京電力(株) 旭変電所、交流 66kV、200MVA 級、約 240m の超電導ケー

ブルを用いて実証（実系統に連系） 
c) 直流超電導送電実証 

・ 高温超電導直流送電システムの実証試験（平成 25 年度～27 年度 経済産業省） 
於：北海道石狩湾新港地域、50MW 程度、500m 程度の直流超電導ケーブルを

用いて実証（太陽光発電による直流電力をデータセンターに送電） 
 

表 3.1 日本における超電導電力ケーブルの開発動向 
国 プロジェクト名 設置場所 電圧 電流 長さ 期間 主たる参加企業 

日本 Super-ACE 電中研 77 kV 1,000 A 500 m 2004～2005 古河電工、中電 

日本 交流超電導送電

実証(b) 
旭変電所 66 kV 3,000 A 240 m 2007～2013 住友、前川、東電 

日本 イットリウム系プ

ロジェクト(a) 
熊取 66 kV 5,000 A 15 m 2008～2012 住友電工 

日本 イットリウム系プ

ロジェクト(a) 
瀋陽（中国） 275 kV 3,000 A 30 m 2008～2012 古河電工 

日本 
直流超電導送電

実証(c) 
石狩新港 

DC20 kV 

DC20 kA 

5,000 A 

2500 A 

500 m 

1000 m 
2013～ 

中部大、住友、千代田化

工、さくらインターネット 

日本 鉄道総研 国立研究所 DC1.5 kV 1,000 A 300 m 2014～ 鉄道総研 

（出典：調査団作成） 
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 中国における超電導送配電技術の開発状況 2）

中国の電力消費は、北京市と上海市のような大都市では年率 2 桁の割合で増加を続

けている。中国の発電容量も年率 8 %の割合で増加を続ける一方、その送電及び配電シ

ステムの容量増加は十分においついておらず、多数の停電など多くの問題がある。そ

のため、系統の増強を目指して 2000 年代に世界と同レベルの超電導ケーブルの開発が

始められた。表 3.2 に、中国における超電導ケーブル開発を示す。 

中国における超電導ケーブルの開発は、InnoPower 社などが 2004 年に 3 相、35kV、

2kA、33.5m の高温超電導ケーブルを開発し、雲南省昆明の普吉発電所で発電の送電回

路を送電ネットワークに接続する“並網運行”を実施しており、このケーブルは現在

世界最長の運行時間を誇っている。また、この年、中国科学院（IEE.CAS）などの機

関は 3 相、10.5kV、1.5kA、75m の高温超電導ケーブルの開発に成功し、Changtong 

cable 本社の試験場に布設して、運転試験を行った。電工研究所は、これまで開発を進

めてきた超電導機器を甘粛省白銀市に集め、10.5kV 級 超電導変電所を開設し、2011

年 2 月から実系統と連係し、白銀市国家ハイテク開発団地内の企業への給電を始めた。

また、中国科学技院は、国家ハイテク研究開発プログラム（863 計画）の一環として、

変電所からアルミニウム電解工場のブスバーに連係させる送電線として長さ 350ｍ、

DC 1.3kV、10kA、の超電導ケーブル開発を行い、布設して電力供給を 2011 年から行

っている。 

2000 年から 2010 年までは、中国においても超電導ケーブルの開発が活発に進めら

れてきたが、2010 以降、大型の超電導ケーブルのプロジェクトや開発は行われていな

い。また、それ以前の開発も、国立研究所を中心とした研究レベル（100m 規模）であ

り、実用化を目指した事業規模のポテンシャルがないのが現状である。State Grid で

も、その研究所である北京電力科学研究院で 110 kV, 1000m のプロジェクトの計画も

あったが、2013 年からほとんど進捗がないことから、Stage Grid 自身超電導ケーブル

に関心がないものと予想される。 

ただし、2011 年に、富通集団グループは、日本の昭和電線ホールディングスに出資

して筆頭株主となった。この関係から、昭和電線は、富通集団有限公司から委託を受

け、35kV 高温超電導ケーブルの開発をして、富通集団が天津市濱海新区濱海科技園で

建設中の工場に超電導ケーブルを布設して実証試験を計画している。ケーブルは送電

容量 70MW、ケーブル長は 100m で、製造が終了して 2016 年 より試験運用開始を目

指して、会社ごと技術を入手するという手法は懸念されるところではある。 

以上より、概して中国国内には、日本、ドイツ、韓国に匹敵する超電導ケーブル技

術を有する企業がないことから、ブ国における超電導ケーブルのニーズに対して、脅

威はないものと考える。 
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表 3.2 中国における超電導電力ケーブルの開発動向 
国 プロジェクト名 設置場所 電圧 電流 長さ 期間 主たる参加企業 

中国 雲南プロジェクト 雲南地区 35 kV 2,000 A 33.5 m 2003～2005 Innopower. 雲南電力 

中国 蘭州プロジェクト 蘭州地区 105 kV 1,500 A 75 m 2003～2005 中国科学院 , Changtong 

Cable 

中国 ＩＥＥプロジェクト Gongyi DC1.3 kV 10 kA 350 m 2011～2013 中国科学院, Zhongfu 

中国 富通集団 天津市 35 kV 1200 A 100 m 2015～ 昭和電線, 富通集団 

（出典：調査団作成） 

 

 他国における超電導技術の開発状況の比較 3）

中国、日本以外の海外での主な実証プロジェクトを表 3.3 と表 3.4 に示す。表 3.3
は実際に電力ネットワークに使われたもので、表 3.4 は電力ネットワークには接続さ

れずに超電導ケーブルとしての実証を行ったものである。 
日本、米国、欧州（EU）、ロシア、中国、韓国で実証が行われているが、日本は全て

独自技術で開発を行っているが、米国、ロシア、中国はケーブル供給を他国企業に依

存し、欧州と韓国は超電導線材供給を米国や日本に依存している。 
 

表 3.3 電力ネットワークでの実証プロジェクト 
国 プロジェクト名 設置場所 電圧 電流 長さ 運開年 主たる参加企業 

米国 National Grid Albany 34.5 kV 1,000 A 350 m 2006 SEI, BOC, Superpower 

米国 AEP Columbus 13.2 kV 3,000 A 200 m 2006 Southwire 

米国 LIPA Long island 138 kV 2,400 A 600 m 2008 Nexans, AMSC 

EU Denmark Copenhagen 30 kV  30 m 2001 nkt 

EU Ampa City Essen 10 kV 2,300 A 1000 m 2014 Nexans 

Korea Genie Ichon 22.9 kV 1,260 A 500 m 2011 KEPCO, LG cable 

（出典：調査団作成） 

 
 

表 3.4 超電導ケーブル単独での実証プロジェクト 
国 プロジェクト名 電圧 電流 長さ 試験期間 主たる参加企業 

米国 Carrolton 12.4 kV 2,000 A 30 m 2000-20066 Southwire 

EU Essen 10 kV 1,000 A 30 m 2008 Nexans 

EU Essen 24 kV 2,400 A 600 m 2010 Nexans 

Russia Moscow 20 kV 3,000 A 200 m 2010 VNIIKP 

Korea KEPCO 22 kV 2,300 A 1000 m 2014 LG cable 

Korea KEPRI 154 kV 3,800 A 100 m 2011 LG cable 

（出典：調査団作成） 
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超電導送電を実現するには超電導ケーブル、超電導ケーブルで使用する超電導線材、

超電導ケーブルを冷却するための冷却装置が必要であり、直流超電導送電ではさらに

交流を直流に変換するための変換装置が必要となる。表 3.3 はこれらの材料や装置に関

しての開発状況をメーカや技術、製造と言った観点から各国の比較を行ったものであ

る。対象として日本、欧州（EU）、米国と韓国を選んだ。評価については、パイロット・

プラントの実施に対して、現時点で技術的に対応可能な技術を有する（○）、数年後に

対応可能なレベルにある（△）、対応する技術を有するメーカが無い（×）とした。日

本は超電導線材、超電導ケーブル、冷却装置、変換器全てに関してのメーカを有して

おり、海外に対しても供給を行っている。 
 

 超電導技術の開発体制の比較 4）

日本の開発体制を図 3.1 に示す。電力会社を中心に線材・ケーブルメーカ、冷却装

置メーカと変換装置を担当する重電メーカがチームを組んで開発を行う。電力各社は

個別に開発を行うのではなく、公益財団法人国際超電導産業技術研究センター（ISTEC）
を中心に電力会社が分担して開発を進めてきた。例えば超電導ケーブルは東京電力、

SMES は中部電力、超電導変圧器は九州電力が担当し、他の電力会社はこれらの開発を

サポートしてきた。 
電力会社を中心としたチームを組むことにより、線材・ケーブル、変換器、冷却装

置は個別の最適化ではなく、全体最適を図ることができる。超電導ケーブルで言えば

超電導ケーブルの高性能化を図るだけでなく、超電導ケーブルの低損失化を図ること

で冷却装置の小型化が可能となる。超電導線材は低温にするほど性能は向上するが、

冷却装置の効率は低温にするほど下がってくる。従って、全体最適の観点が重要とな

るが、この点に適した開発体制となっている。この点が他国にない日本の開発体制の

強みと言える。 
一方、競合が想定される他の国（欧州･米国･韓国）では、一国で超電導送電に係る要

素技術メーカを全て持っているという状況にはなく、また、超電導関連機器の開発に

関しては、各メーカを中心に開発が進められていることから、全体最適の観点が不足

していると言える。（図 3.2） 
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電力会社等

線材・ケーブル

冷却装置 変換装置

協議

協議結果取り纏め

協議

協議

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 3.1 日本の開発体制 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 3.2 他国の開発体制 
 
 

コンサルティング会社等

線材・ケーブル

冷却装置 変換装置
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表 3.5 超電導技術に関する日本と海外の比較 
要素技

術 要求事項 項目 日本 欧州 米国 韓国 

超電導

線材 
2,000km級の直流

超電導送電を実

現するためには、

以下の線材が必

要。 
 
・Ic  200 A@77K 
 
・線材量  

200,000 ～
400,000 km 

メー

カ 
①住友電工 
②古河電工／SuperPower 
③フジクラ 

①Brukar(独) 
②TEVA(独) 
③SuperOx(露) 

①AMSC 
( ②Super Power：
古河電工の子会

社) 

①SuNAM 

技術 住友は Bi 線、古河（Super Power）、フジクラは Y 系線。200A 級の

線材が提供可能。 
Y 系線材メーカ。量

産クラスで 200A 級

の線材はできていな

い。 

AMSC の Y 系線

は、100A 級。 
実験室レベルで

は 200A 級。 

製造 住友、古河は年産 1,000km が可能で、今後投資により生産量増大で

対応可能。 
実験室レベルでの製

造で、年間 100 km
未満。 

AMSC は 1,000km
級の量産可能。た

だし、ベンチャー

企業であり、大型

投資の資本力は無

いと考える。 

安定的な量産化

に成功したとの

報告はなく、年間

100kmクラスと考

えられる。 

評価 ○ △ ○ ○ 

超電導

ケーブ

ル 

長距離直流超電

導ケーブルの実

現のためには、以

下の実績等が必

要。 
 
・電圧 超高圧 

(187kV 級

以上) 
 
・電流 5 kA 
 
・2,000km級では、

現地生産の選択

肢も必要。 

メー

カ 
①古河電工 
②住友電工 
③フジクラ 

①NEXANS(独) ① Southwire ①LS cable 

技術 超高圧ケーブルの実績あり、古河で AC275kV。 
電流値では、住友で 5kA の実績があり、10kA 級の開発も実施。 
住友で、10kV 直流ケーブルの開発実績あり。 

AC138 kV の電圧ま

での実績を持つが、

系統用途の 230kVの

超高圧の技術はな

い。 
直流ケーブルを開発

中である。 

（実質開発中止） AC30 kV の実績

あり。150 kV を開

発中。電流的には

数 kA までで、大

電流には対応し

ていない。 
直流ケーブルは

80 kV 500 m の実

績あり。 
製造 古河電工は、ブ国に製造拠点を有しており、市場が形成されれば、

現地生産が可能である。 
NEXSANS は、現地

生産できる体制を有

していない。 

（実質開発中止） LS cable は、現地

生産できる体制

を有していない。 
評価 ○ △ × △ 

冷却装

置 
高効率なターボ

ブレイトン冷凍

機が必要。 
 
・冷凍能力 20 kW 
 
・液体窒素循環装

置 
 
・メンテナンスフ

リー 

メー

カ 
① 前川製作所 

②大陽日酸 
①Air Liquide(仏) 

（なし） （なし） 

技術 日本メーカはターボ・ブレイトン冷凍機を開発、商品化しており、

長期運転実績を有している。 
現状 2kW～5kW が商品化しているが、10 kW の開発は視野にあり、

20 kW も可能。 

Air Liquide は、ター

ボ・ブレイトン冷凍

機に関して、机上レ

ベルの検討を行って

いるのみであり、開

発、商品化の実績は

ない。 

  

製造 日本メーカはターボ・ブレイトン冷凍機を民間産業向けに商品化し

ており、納入実績を多数有する。また、ターボ・コンプレッサやタ

ーボ・エクスパンダを自社生産しており、冷凍機の高効率化を行え

る。 
前川製作所はブ国に製造拠点を有しており、現地生産が可能であ

る。 

Air Liquide はター

ボ･コンプレッサや

ターボ･エクスパン

ダの生産を外部に依

存している。 
Air Liquide は現地生

産できる体制を有し

ていない。 

  

評価 ○ △ × × 

変換装

置 
超電導ケーブル

に特化した変換

器が必要。 
 
・電圧 ±400kV 
 
・電流 5,000 A 

メー

カ 
① 日立製作所 

②東芝 
③三菱電機 

①ABB(スイス) 
②Siemens(独) 
③ALSTOM(仏) 

（なし） （なし） 

技術 変換装置に関する技術力は日本メーカと海外メーカでほぼ同等で

ある。しかしながら、直流超電導送電のための変換装置の検討にお

いては、電力会社やケーブル、冷却装置メーカ等と共同で仕様等の

検討を行う必要がある。このような検討は日本のみで実施可能であ

る。 

これらのメーカは指

定された仕様に基づ

き設計製作を行うも

のであり、直流超電

導送電の変換装置仕

様の策定は、別途コ

ンサルティング会社

等により実施され

る。 

  

製造 各メーカともブ国に製造拠点を有していない。 各メーカともブ国に

製造拠点を有してい

ない。 

  

評価 ○ △ × × 

実証実績 
 
 

・交流超電導：東京電力(株) 旭変電所、66kV、200MVA 級、約 240m 
・直流超電導：北海道石狩湾新港地域、50MW 程度、500m 程度 

AmpaCity で 交 流
10kV 40MVA 1000m
の実績あり。 

 交流は、韓国電力

と 23kV 50MVA 
410m 
直流は JeJu 島で、

80kV 500mの実績

あり。 
（出典：調査団作成） 
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3.2  ブラジルにおける超電導送配電技術の開発状況 

ブ国における超電導技術開発の状況は以下のとおりである。 
・ CEMIG(ミナスジェイラス電力 Companhia Energetica de Minas Gerais S.A)、

CTEEP(サンパウロ送電 Companhia de Transmissão de Energia Elétrica Paulista)、
TBE(Transmissoras Brasileiras de Energia S.A.)、TAESA(Transmissora Alianca de 
Energia Eletrica S.A.)および UFRRJ(Universidade Federal Rural do Rio de Janeiro)に
おいては、超電導送電、超電導ケーブルの開発として、66kV、1,000A の長さ 10m
の超電導ケーブルのフィールド試験実施を目的とした研究開発プロジェクトが

実施されている。なお、このプロジェクトについては、ANEEL の研究開発プロ

ジェクト（*）として、実施されている。 
・ CEPEL においては、超電導（交流）技術の研究を、ドイツの Karsruhe Institute of 

Technolog およびブ国の COPPE UFRJ(リオデジャネイロ連邦大学)との共同で研

究を行っている。短絡電流（事故電流）抑制対策として、超電導限流器（fault 
current limiter）の実験やケーブルの材質の違いによる抵抗の違い、系統に連系し

た際の様々なケースを想定してのシミュレーション等を行っている。また、超

電導コイルの研究開発も行っている。 
・ COPEL においても、COPEL に関係する民間研究所である LACTEC（Institutos 

LACTEC）と共同で、超電導ケーブルを発電所内部の連系線に適用するための

10m 程度の試験を実施することを検討しており、ANEEL の研究開発プロジェク

トとして認められるよう、事業計画を検討している。 
・ 超電導線、超電導機器について商業化、もしくは開発しているブ国内のメーカ

は、現時点では認められない。 
 ブ国においては、超電導技術の開発を進めていく意図はあるものの、その開発は現

状のところ、研究室レベルにとどまっていると言える。 
 
 
（*）2000年に公布されたLaw 9.991/2000に基づき、発電および送配電の事業者（太陽

光、風力、バイオマスおよび小水力を除く）は、売上の1%を電力セクターの研究開

発に投資する義務がある。ANEELでは、この資金を用いて電力会社等が実施する研

究開発の承認・評価を行っている。この研究開発は、電力市場における課題の解決

や革新を目的としている。 
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第4章 ブラジルにおける超電導導入に関する情報収集 

4.1  ブラジルの中長期系統計画 

4.1.1  電力需要の現状と将来予測 

 MME は、2014 年に今後 10 年間のエネルギー見通しを示した PDE 2023（Plano Decenal 
de Expansão de Energia 2023）を発表している。PDE は MME により毎年改訂されており、

2015 年 12 月に改定されている。 
最新の情報において、ブ国の電力消費量は 2023 年に 2014 年の約 5 割増の 690TWh

となると予想されており、その需要を満たすためには、今後、電源開発と系統の整備

が必要とされている。 
 また、2014-2023 年の GDP 成長率を年平均 4.3%とし、人口は 2014 年の約 2 億人から

年平均 0.7%で増加し、2023 年には約 2 億 2 千万人になると想定されている。また、エ

ネルギー需要は 2016 年のリオデジャネイロ五輪による建設需要やサービス部門での需

要の増加によって 2013-2023 年は年平均 4.1%で増加すると想定されている。 

表 4.1 2014-2023 年の GDP・人口および電力消費量の見通し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：PDE2023) 

 電力消費量の内訳は、表 4.2 に示す通りである。最も消費量が多い分野は産業分野

となり、その割合は全体の約 4 割となる。また、各分野における増加率は、年平均

3.4-5.5%となり、中でも最も増加率の高い分野は商業分野で、2016 年のリオデジャネイ

ロ五輪によりサービス部門が充実されることが一因と考えられる。 

表 4.2 2014-2023 年の電力消費量の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 

(出典：PDE2023) 

電力消費量 (TWh)

民生 産業 商業 その他 合計

2014年 130 191 87 73 481

2018年 155 222 108 83 568

2023年 190 258 143 99 690

2014 – 2023年
増加率 (%)

4.3 3.4 5.5 3.4 4.0

2014年 2018年 2023年
2014 – 2023年
増加率(%)

GDP
(10億USD)

1,083 1,286 1,602 4.3

人口
(100万人)

204 210 217 0.7

1人当たりGDP
(USD/人)

5,309 6,124 7,382 3.6

電力消費量
(TWh)

481 568 690 4.1

１人当たり電力消費量
(kWh)

2,358 2,705 3,180 3.4
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4.1.2  電源開発計画 

 新規電源開発として、2013-2018 年に 4,230 万 kW、2018-2023 年に 2,878 万 kW 相当

が増強される予定である。発電設備は依然として今後も水力発電が中心で、2013-2018
年に 2,049 万 kW、2018-2023 年に 1,037 万 kW 相当が増強される計画であるが、水力発

電の比率は 68.9%（2013 年）から 59.7%（2023 年）まで低下する見通し。一方で、再

生可能エネルギーは既存出力に加えて 2013-2018 年に 1,896 万 kW、2018-2023 年には

1,091 万 kW 相当拡充させる計画で、その内訳においては、風力、バイオマス、太陽光

の出力を特に大きく伸ばす計画であり、再生可能エネルギーの比率を 13.9%（2013 年）

から 24.1%（2023 年）に増やすことで、電源の多様化を促進する計画である。 
 また、火力・原子力発電においては、既存出力に加えて 2013-2018 年に 285 万 kW、

2018-2023 年には 750 万 kW 相当拡充される計画であり、その内訳は、2018 年に原子力

発電 140 万 kW およびガス火力発電 185 万 kW が運用開始予定、2018-2023 年の間にガ

ス火力発電が更に 750 万 kW 増強される計画である。一方、2013-2018 年に石油火力発

電が 40 万 kW 相当が停止予定であり、全体に占める割合については、17.2%（2013 年）

から 16.2%（2023 年）と低下する計画となっている。 

表 4.3 2013-2023 年における新規電源開発計画 
（単位：万 kW） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：MME 資料および PDE2023 から調査団作成） 
 
 
 
 
 

電源 2013年 2018年 2023年

水力 8,603 10,652 11,689

水力 7,991 10,096 11,218

電力購入 612 558 472

再エネ 1,737 3,633 4,724

小水力 531 629 732

風力 219 1,744 2,244

バイオマス 987 1,160 1,398

太陽光 0 100 350

火力・原子力等 2,140 2,425 3,175

原子力 200 340 340

ガス火力 1,066 1,252 2,002

石炭火力 321 321 321

石油火力等 553 513 513

合 計 12,480 16,710 19,588
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（出典：MME 資料および PDE2023 から調査団作成） 

図 4.1 2013-2023 年の電源比率 
 
 ブ国における水力発電のポテンシャルは約 260GW と見込まれており、未開発の水力

発電のポテンシャルは主として、アマゾン地域に存在している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：EPE） 

図 4.2 水力発電ポテンシャルの分布 
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 PDE2023 においては、合計約 15,000MW の水力発電の新規開発が計画されている。

特に 2020 年および 2021 年においては約 12,000MW の水力発電の開発が予定されてお

り、その主な開発地点は、ブ国北部の Tapajos 川であり、2020 年に 8,040MW、2021 年

に 2,338MW の新規開発計画がある。従って、北部から最大需要地である南東部への送

電電力量が更に増加することが見込まれ、送電線増強の必要性が高まるものと考えら

れる。 
 

表 4.4 PDE2023 における水力発電所の開発計画 

運転開始予定 プロジェクト 河川名 出力(MW) 

2019 

2019 年 1 月 UHE Itaocara I Paraiba di Sul 145 

2019 年 1 月 UHE Davinópolis Paranaíba 74 

2019 年 7 月 UHE Telêmaco Borba Tibagi 109 

2020 

2020 年 5 月 UHE Comissário Piquiri 140 

2020 年 4 月 UHE Foz Piquiri Piquiri 96 

2020 年 7 月 UHE Paranhos Chopim 63 

2020 年 8 月 UHE São Luiz do Tapajos Tapajos 8,040 

2020 年 8 月 UHE Apertados Piquiri 139 

2020 年 8 月 UHE Ercilândia Piquiri 87 

2021 

2021 年 1 月 UHE Tabajara Jiparaná 350 

2021 年 1 月 UHE Jatobá Tapajós 2,338 

2021 年 4 月 UHE Castanheira Arinos 192 

2021 年 8 月 UHE Itapiranga Uruguai 725 

2022 

2022 年 2 月 UHE Arraias Palma 70 

2022 年 7 月 UHE Bem Querer Branco 708 

2022 年 12 月 UHE Prainha Aripuana 796 

2023 
2023 年 10 月 UHE Paredao A Mucajai 199 

2023 年 12 月 UHE Torixoréu Araguaia 408 

（太字はアマゾン地域のプロジェクト） 
(出典：PDE2023) 
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4.1.3  系統開発計画 

 ブラジルの電力系統構成の現状 1）

ブ国の電力系統は、現在 6 つの大きなエリアで区分することができる。（図 4.3） 
 ・エリア 1：南東部／中西部 

総電力需要の 60%以上が集中するエリアであり、大規模な水力発電所、火力発電

所が存在している。Parana 川流域の水力発電ポテンシャルの大部分、天然ガスによる

火力発電所、原子力発電所は、このエリアに含まれる。 
 ・エリア 2：南部 

 総電力需要の約 16%が存在するエリアであり、一般炭による火力発電所と水力発

電所が存在する。 
 ・エリア 3：北東部 

 総電力需要の約 15%が存在するエリアであり、Sao Francisco 川の水力発電所が存在

する。ただし、Sao Francisco 川の水力発電の開発はほぼ完了している状況である。 
 ・エリア 4：北部 

 総電力需要の約 8%が存在するエリアであり、Tucurui 水力発電所による電力供給が

行われている。 
 ・エリア 5：イタイプ 

 ブ国とパラグアイ国との共同運営であるイタイプ水力発電所（14GW）による大規

模な水力発電が行われている。同発電所に 20 基ある発電機は、両国が 10 基づつ所有

し、発電電力を均等に分けているが、パラグアイは自国分の大部分をブラジルに売電

しており、2015 年に同発電所で発電された電力の 88%はブラジルで消費されている。

発電した電力は、サンパウロ郊外まで送電されている。 
 ・エリア 6：マデイラ 

 Porto Velho 水力発電所による大規模な水力発電が行われている。また、Madeira 川
流域での水力発電ポテンシャルがこのエリアに含まれる。さらに、Acre と Rondonia
の孤立系統の全国電力系統への連系も計画されている。 

 
 

2013 年時点における基幹送電線の亘長は合計で 116,768km となっており、230kV の

送電線が最も亘長が長く 49,969km、次いで 500kV の 38,123km となっている。PDE2023
によれば 2023 年には、この基幹送電線に関して約 70,000km の延長が計画されており、

500kV の送電線拡張が 53%であるが、Xingu の DC±800kV 送電線の建設等も計画され

ている。 
また、上記に加えて、Xingu 川における Belo Monte 水力発電（11GW）の開発と、こ

の水力発電を全国電力系統に統合すること、および Manaus の系統を全国電力系統に連

系する計画が検討されている。 
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図 4.3 ブ国の送電線系統図（将来計画を含む） 
（出典：ONS） 
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（出典：PNE2030） 

図 4.4 電力系統拡張計画（2013 年時点計画） 
 

 
 

表 4.5 電圧毎の基幹送電線亘長の現状と将来計画 

（単位：km）   
  
 

230kV 345kV 440kV 500kV ±600kV 750kV ±800kV 合計 

2013 年実績 49,897 10,272 6,728 39,083 3,996 2,683 0 112,659 
増強分 18,759 1,646 194 37,325 2,375 0 9,518 69,817 
2023 年想定 68,656 11,918 6,922 76,408 6,371 2,683 9,518 182,476 

（出典：PDE2023） 
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表 4.6 主要な送電線建設計画（北部、北東部） 

区間 電圧(kV) 距離(km) 運開予定（年） 

Xingu – Parauapebas 500 410 2016 
Parauapebas – Miracema 500 400 2016 
Itacaiúnas – Colinas 500 304 2016 
Itacaiúnas – Colinas 500 304 2016 
Lechuga – Equador 500 400 2016 
Equador – Boa Vista 230 315 2016 
Teresina II – Sobral III 500 334 2016 
Miracema - Gilbues II 500 410 2016 
Miracema - Gilbues II 500 410 2016 
Gilbués II – Barreiras 500 289 2016 
Gilbués II – São João do Piauí 500 394 2016 
São João do Piauí – Milagres 500 400 2016 
Milagres II - Açu III 500 286 2016 
Sobral III - Teresina II(C3) 500 334 2016 
São João do Piauí - Milagres II (C2) 500 400 2016 
Milagres II - Açu III, CS (C1) 500 286 2016 
Luziânia - Rio das Éguas 500 373 2016 
Barreiras II - Gilbués II 500 289 2016 
Ibicoara – Sapeaçu 500 254 2016 
Xingu – Terminal-MG DC±800  2140 2018 
Gilbués II – Gentio do Ouro II 500 356 2018 
Morro do Chapéu II 500 280 2018 
Gilbués II – Gentio do Ouro II 500 356 2018 
Xingu – Terminal-RJ DC±800  2439 2020 
Tucuruí 2 – Marituba 500 380 2020 
Barreiras II – Gentio do Ouro II 500 288 2021 

（出典：PDE2023） 
 

 系統開発計画の概要 2）

a) 電力系統の経済運用 

 電力系統については信頼性の確保及び効率的な運用を原則としている。単一の

事故により送電を停止しないことが求められ、そのうえで、発電コストを低減す

るよう、水力発電所および火力発電所それぞれの出力が決められる。EPE により

策定された系統開発計画は、ONS により、系統運用者の視点からレビューされ、

調整されることとなっている。 
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b) 水力開発に伴う送電線網拡張 

 現状、北部地域の電力需要は、そのほぼすべてが Turucui の水力発電により供給

されており、雨季には、この北部の発電電力が、北東部、中部／南東部および南

部に送電される一方で、乾季には、中部／南東部および南部から北部に電力が送

電される。 
 中部／南東部および南部の水力開発はほぼ完了しており、今後の水力開発は北

部での開発が中心となる計画である。中部／南西部および南部での雨季の時期と、

北部での雨季の時期は異なっており、北部での水力開発を進めることにより、年

間を通じて水力発電を活用することが可能となる。 
 現状、北部地域の主幹系統は 500kV 送電線 12,000km と 230kV 送電線 3,200km
から構成されている。今後の水力開発（電源開発）は、Tapajos 川の水力開発（出

力約 8,000MW）など、Para 州が中心となる計画である一方、北部地域における主

要な電力需要地はSao Luis（Maranhao州）、Belem（Para州）およびManaus（Amaszonas
州）などである。したがって、北部から中部／南東部への送電線網拡張が必要と

なるほか、これらの都市部への送電線網拡張も同時に必要となる。 
 これらの送電線の亘長は 200～400km に及ぶため、交流送電線の場合、安定度を

考慮する必要がある。現状の北部から中部／南東部への主要送電ルートは、Xingu
－Tucurui－Maraba－Itacaiunas－Colinas－Miracemaと連系されている500kV送電線

であるが、北部地域での発電容量の増加に伴い、この送電線の潮流が増加するこ

とが想定されるため、Xingu から 1 つの新設変電所（Parauapebas）を経由して直接

Miracema に連系される 500kV 送電線の建設が計画されている。 
 

c) 風力開発に伴う送電線網拡張 

 風力発電は、現状、Bahia 州および Alagoas 州に設備容量合計約 2,000MW が導入

されている。今後、Piaui 州、Bahia 州、Ceara 州、Rio Grande do Norte 州等に風力

発電が新設される計画であり（2030 年時点で 4,700MW を想定している）、これら

風力発電による発電電力を送電するための送電線網拡充が必要となり、沿岸部の

風力発電所から内陸部の送電線に連系するための 500kV 送電線の増強が計画され

ている。 
 また、風力発電による発電電力についても、前述した、北部地域の水力発電に

よる発電電力と同様に、Xingu－Tucurui－Maraba－Itacaiunas－Colinas－Miracema
と連系されている 500kV 送電線により、東北部から中部／南東部に送電されるこ

とになるが、風力発電量の増加により、この送電線の潮流が増加し、安定度およ

び送電損失で問題が出てくる懸念がある。したがって、東北部から直接中部／南

東部に送電するための500kVまたは230kV送電線の建設､およびそれに伴う変電所

の新設が計画されている。これらの送電線は Piaui 州の南部から Bahia 州を経て

Goias 州を連系する送電線として計画されている。 
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d) 単独系統の連系 

 独立系統は主としてディーゼル火力発電により電力供給が行われているため、

これらを全国電力系統に連系することができれば、ディーゼル火力発電を削減す

ることができ、発電コストを減らすことが可能となる。また、CO2の排出を削減す

ることができ、気候変動対策としてもメリットがある。 
 現在、Manaus（Amazonas 州）と Macapa（Amapa 州）を 500kV および 230kV 送

電線で連系して、全国電力系統に連系することが計画されており、これにより、

これらの独立系統で電力供給に用いられているディーゼル火力発電を削減する効

果が期待されている。加えて、アマゾン川左岸の水力発電開発を全国電力系統に

連系することができるようになるため、これらを有効活用することが可能となる。 
 独立系統の連系のための送電線は長距離になることに加えて、森林等を通過す

る必要があり、送電線建設のための検討は環境社会影響に留意することが必要で

ある。現状の送電損失は 18%となっており、送電線が長距離になるほど送電時の

損失は増大するため、送電損失の低減は非常に重要な検討項目である。 
 

 送電線建設に関する条件 3）

a) 送電線導体 

 送電線建設においては、電圧降下限度目標および無効電力補償が指定される。

Xingu－Miracema を連系する交流送電線では、EPE の検討により、適用する送電線

導体について、1 相あたり 4 導体のケースと、1 相あたり 6 導体のケースが提示さ

れている。 
 

表 4.7 Xingu－Miracema 交流送電線の送電線導体検討 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：EPE-DEE-RE-063/2012） 
 また、選定した送電線導体にもとづき、動的安定度の検証が行われ、安定度に

問題がないことが確認される。 
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（出典：EPE-DEE-RE-063/2012） 

図 4.7 動的安定度計算結果 
 

 
 EPE の検討により、Xingu－Rio de Janeiro の直流送電では電圧降下を 7%以下に

抑えるため、以下の送電線導体の選定結果が提示されている。 
 

表 4.8 Xingu－Rio de Janeiro および Minas 直流送電線の送電線導体検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：EPE-DEE-RE-063/2012） 
 

 制御および保護 4）

a) 制御方法 

 Xingu－Rio de Janeiro の直流送電の制御は、東北部の風力発電の出力想定値、お

よび Belo Monte の水力発電の出力想定値にもとづき、送電電力を決定して潮流制

御が行われる。送電電力により、補償すべき無効電力が変化するため、連系する

調相設備の数も制御される。 
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b) 保護方法 

 Xingu－Rio de Janeiro の直流送電線は、送電線事故時のインピーダンス1がマイナ

スになるため、距離継電器が適用できない。したがって、電流作動継電器を適用

している。これは、直流送電線で一般的に適用される保護方法である。 
 また、送電線事故時は調相設備（コンデンサバンク）に過電圧、過電流が印加

されるため、調相設備はこれに耐えるよう設計されなければならない。 
 
 

4.2  現在および将来計画での系統における課題 

4.2.1  現状の送電系統運用状況 

 現状の系統運用における電力潮流の状況 1）

表 4.9 に、地域別、月別の発電比率と需要比率の比較を示す。発電、需要共に南東

部/中西部へ集中しているが、需要量が発電量を上回っているため、他地域からの電力

供給が必要となる。また、図 4.8 に示すとおり、水力発電ポテンシャルを有する北部

地域は、1 月の雨季には発電が需要を上回っており、他地域への電力送電ができるが、

7 月の乾季では水力発電量が低下し、北部地域のみで発電と需要がバランスする状況と

なっている。 

表 4.9 地域別、月別の発電比率と需要比率の比較 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：ONS ホームページ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.8 各地域の電力潮流状況（雨季、乾季） 

                                                   
1
 送電線インピーダンスには抵抗分とリアクタンス分があり、直流送電ではリアクタンス分がない。 

地域別・月別の発電比率（2007年～2014年までの実績を月ごとに平均） （単位：％）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

南東部/中西部 46 47 44 42 41 42 42 44 45 45 46 47
南部 15 14 15 16 17 19 20 20 18 20 19 17
北東部 13 12 12 11 11 12 12 11 12 13 13 12
北部 10 12 13 14 14 9 8 8 8 6 6 7
イタイプ発電所 16 16 16 17 17 18 18 17 16 17 17 16

地域別・月別の需要比率（2007年～2014年までの実績を月ごとに平均） （単位：％）
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

南東部/中西部 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61 60 60
南部 17 17 17 17 16 17 17 17 16 16 17 17
北東部 15 15 15 15 15 15 14 15 15 15 15 15
北部 7 7 7 7 7 7 8 8 8 7 7 7
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（出典：調査団作成） 
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 直流送電設備の現状 2）

ブ国で運用中、建設中若しくは建設計画のある代表的な長距離直流送電設備は表 
4.10 のとおりである。今回、Foz do Iguaçu および Ibiuna の直流変換設備、Araraquara で
建設中の直流変換設備について調査を行った。その調査結果を以下に示す。 

表 4.10 ブ国における直流送電線 
区間 電圧 亘長 運転状況 

Foz do Iguaçu ～ Ibiuna DC±600kV 810km 既設 
Porto Velho ～ Araraguara DC±600kV 2400km 建設中 
Xingu ～ Estreito DC±800kV 2092km 計画中 
Xingu ～ Terminal Rio DC±800kV 2439km 計画中 

（出典：ESTUDOS PARA A LICITAÇÃO DA EXPANSÃO DA TRANSMISSÃO 
   ITAIPU BINACIONAL ホームページ、ABB ホームページ） 

 
a) Araraquara 変換所 (Porto Velho－Araraguara 直流送電設備) 

 2015 年 3 月 19 日に Araraquara 変換所を視察した。視察当日は建設中（試験中）

であったが、2015 年 3 月に送電を開始した。視察結果は以下のとおりである。 
 視察を依頼した ie madeira は、51%を CTEEP (isa(コロンビアの会社)が買収)が

所有する送電会社である。 
 合計 6.5GW の電力が Porto Velho 変換所に AC500kV で連系され、DC±600kV

に変換し送電、Araraquara 変換所で AC500kV に変換している。直流設備は 2
回線とも通常運転しているが、1 回線でも 6.5GW 送電は可能である。 

 アマゾンへの送電線の布設では、環境社会配慮の一環として森林伐採は行っ

ていない。鉄塔の高さは、平均的な鉄塔が 50m、ジャングルでは木の上を送

電線が通過するように 70m～80m の鉄塔とし、超高圧電線からの離隔を確保

している。 
 ブ国各地で雨季の時期が異なるため、乾季の他地域へ Araraquara 変換所から

電力を送電することが可能であり、非常に重要な変換所となっている。 
 AC ラインは、Furunas が 500kV 2 回線、CTEEP が 440kV 2 回線でサンパウロ

に電力を供給する。COPEL も 500kV 1 回線を建設中である。 
 ie madeira は 30 年の直流送電線の運転権を受注している。停電すると一回線

あたり 65,000 レアル/分のペナルティを払わなければならないので、保守は重

要となる。ペナルティ監視は、ブ国全土の電力を制御する ONS が実施してい

る。 
 落雷による事故は多く、場所特定にはライン・フォールト・コントロールが

あり、事故時には、サービスステーションの保守員が、事故点の巡視を行う

ようになっている。 
 アマゾンの送電線保守は各地のメンテナンスセンターが 300km/月ずつ担当し、

1 か月かけて全ての送電線について、地上から巡視（四輪駆動車で移動、点検
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用道路を利用）している（図 4.9 参照）。また、適宜ヘリコプターによる巡視

を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.9 各メンテナンスセンターの送電線保守範囲概要 
 

b) Ibiuna 変換所（Foz do Iguaçu-Ibiuna 直流送電設備） 

 30 年前に世界に先駆けて Foz do Iguaçu－Ibiuna で直流送電を用いたのはブ国

と周波数が異なるイタイプのパラグアイ発電所の電力(50Hz)をブ国に供給す

るためである。 
 視察を依頼した FURNAS は、Eletrobras グループの発電、送電会社であり、Foz 

do Iguaçu-Ibiuna 直流送電の運転および保守等を担当している。 
 1 つのサイリスタバルブの点検期間は補機類を含め 5 日程度である。 
 パラナ州において、鉄塔倒壊が 2014 年に 10 基あった。主な原因は、竜巻な

どによる突風である。鉄塔倒壊に備え、ある程度組み上げた予備の鉄塔を保

管しており、それを倒壊した現地で組み立てている。復旧期間の実績として

は 5 日間程度である。 
 視察時は、Foz do Iguaçu 4,210MW→Ibiuna 4,020MW の送電実績であり、ロス

は 190MW（4.5%）であった。 
 メンテナンスセンターが 4 カ所ある。亘長約 800km の送電線であり、1,600 の

鉄塔が 2 ラインあるが、2～3 鉄塔/日×メンテナンスセンター4 カ所で 1 年間

かけて、全て点検する（道路状況を考慮して四輪駆動車で移動する）。点検は、

鉄塔に上って実施する。年に 1 回、ヘリコプターからの目視点検もある。 
 送電線の線下については、所要の離隔確保のため樹木が伐採されている。樹

木の成長により追加的な伐採も必要になる。 
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図 4.10 Foz do Iguaçu-Ibiuna 直流送電概要図 
（出典：Ibiuna 変換所） 

 
 適用されている送電損失改善方策と将来計画 3）

ブ国では、現在、発電に要する費用が高くなっていることもあり、現状 18%に達し

ている送電損失の低減が大きな課題となっている。このため、送電損失の改善策とし

て、以下の二つの項目が検討されている。 

［電線の太線化］ 
送電損失改善の具体的な事例としては、Itaipu 水力発電所からの送電において、

ケーブルサイズを大きくすることで、ケーブル抵抗を低減して 1%程度の損失低減

を実現している。ケーブルの更新には多額の費用を要するものの、送電損失低減

分でカバーできる範囲である。2015 年の Itaipu 発電所からの送電損失低減量は、

Itaipu 発電所の発電実績から 336GWh となり、金額換算すると 151 百万レアルと算

定される。 

［DC600kV→DC800kV の採用］ 
新しい長距離直流送電の検討に当たり、DC±800kV の適用が検討された。検

討にあたっては、その時点で DC±800kV 送電が実用化されていたのが中国だけ

であり、そのような状況では、DC±800kV 送電をブ国に適用することは信頼度

およびコスト面で問題があると考え、その他の国における DC±800kV 送電の開

発状況について調査を実施した。その結果、実用化のレベルにあるのは中国お

よびインドと複数国あったため、ブ国においても、検討を進めることとし、DC
±800kV に適用される碍子等の機器に関する技術やコストについて検討を行い、
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技術面およびコスト面から適用について問題がないことを確認した後、DC±
800kV 送電の適用を決定した。 
 

4.2.2  現在系統における課題 

 調査にて聞取りした結果を以下に示す。 
 サンパウロ北部の架空送電線の 220kV 3 回線(CTEEP 所有)、88kV(AES 所有)を

撤去して幅 100m のスペースを作り、そこに高速道路の建設を検討している。

架空送電線を地中送電線にして用地を取得する計画であるが、常電導ケーブル

からの放熱の関係でケーブル間隔が必要となるため、必要な幅の車道が確保で

きない。（道路下にはケーブルは布設せず、道路脇への布設とするため、常電導

ケーブルでは道路脇のスペースを広く取らなければならない） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.11 架空送電線から地下ケーブルへの取替 
 

 都市部において、紙絶縁の OF ケーブルを地下布設しているが、老朽（経年 40
年）のため油漏れが多く、XLPE ケーブルへの取り換えを行っている。油漏れ

が発生すると土壌が汚染され、環境問題となりうる。 
 都市部の地下ケーブル交換には多くの費用が必要となるほか、工事期間中の交

通規制等が必要となり、交通インフラにも影響を及ぼす。 
 リオデジャネイロやサンパウロなどの大都市では、ケーブル敷設のための用地

確保が難しい。また、大都市においては住宅地の開発が進んでおり、市街地の

変電所に送電するための送電線のルート確保が非常に難しくなっている。 
 
 

4.2.3  将来系統計画における課題 

 都市部における送電線建設 1）

都市部においては、電力需要の増大により、都市郊外から都市近郊の変電所への送

電線の増強が必要となっている。一方で、送電線下には建築物の建設が認められない

ため、住宅地域の拡大にともなって、送電線敷設のための用地の確保が難しくなって

いる。 
また、送電線が住宅地の近くを通ることにより、電磁界を抑制することも重要な要
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件となり、電磁界抑制の対策についても併せて講じる必要が生じてくるものと考えら

れる。 
 

 環境ライセンス取得 2）

送電線建設の手続きとして、環境ライセンスの取得が必要であるが、環境ライセン

スの取得に時間を要して、送電線建設が遅れる事例がみられる。 
Amazonas 州の Manaus と、Amapa 州の Macapa は 500kV および 230kV 送電線により

連系され、全国電力系統に連系される計画となっているが、環境ライセンス取得の遅

れにより、当初工期の 2 年から 1 年以上運開が遅れる状況となっている。 
Tucuri－Macapa－Manaus の送電線連系の概要は以下のとおりである。 
・TL500kV－Double circuit (Manaus area) 

電圧：   500kV 
送電線亘長：1,470km 
送電容量： 1,800MW 

 
・TL230kV－Double circuit (Amapa area) 

電圧：   230kV 
送電線亘長：330km 
送電容量： 300MW 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：ONS） 

図 4.12 Tucuri－Macapa－Manaus 間の送電線ルート 
 

 送電損失低減 3）

近年、渇水による水力発電比率の低下とそれを補完するための火力発電比率の増加
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により、発電コストが上昇しており、送電損失低減の必要性が高まってきている。現

状、送電線建設の入札においては、送電損失の低減はメリットとして評価されないが、

今後見直しがなされる可能性もある。今後長距離送電の機会の増加に伴い、送電損失

の低減は重要になってくると考えられる。 
 

4.3  長距離送電の導入の必要性 

 ブ国では、水力開発のポテンシャルが大きいが、中部･南部での水力開発はほぼ終了

しており、現在、残っているのは、北部での水力開発のみである。このため、今後の

電力需要の増大等に伴う電源開発においては、需要地と電源地点が約 2,000km と遠く

離れることから、長距離送電による対応が不可欠となっている。 
 ブ国が所有する直流送電設備は、表 4.10 に記載のとおり、Foz do Iguaçu－Ibiuna 間
の 600kV直流送電（Itaipu 水力発電所からの電力送電）、Porto Velho－Araraguara の 600kV
直流送電（Santo Antonio 水力発電所等からの電力送電）、建設中の Xingu－Estreito 間と

Xingu－Terminal Rio 間の DC±800kV 直流送電（Belo Monte 水力発電所等からの電力送

電）である。 
 更に、2020 年から運用開始の予定である Tapajós の水力発電所からの送電についても

同じ様な直流送電を計画している。また、東北地方と南西地方を繋ぐサンパウロやリ

オデジャネイロの送電線、ローカル系統間にも直流送電を利用することが考えられて

いる。 
 直流送電を導入することにより、系統安定度の確保、送電損失の低減をはかること

が可能となる。ただし、直流送電の適用については、系統安定度等についての事前の

慎重な検討が必要であり、これらは EPE により実施される。検討結果にもとづき、

ANEEL の入札仕様において、交流、直流の別が指定される。 
直流送電の適用電圧については、ItaipuおよびPorto Velho- Araraquara間の直流送電では、

DC±600kV が適用されている。一方、Belo Monte-Rio de Janeiro については、DC±800kV
がブ国において初めて適用されている。 

 
4.4  長距離直流送電の導入効果 

交流送電と比較した直流送電の利点は、一般的に以下のとおりである。 
 送電線条数が少量となり、軽量化が可能である。そのため、架空送電線の場

合は送電鉄塔を小型化することができ、用地取得、環境保護および経済性の

観点において優位性がある。 
 ケーブル送電線の場合、ケーブルの絶縁が容易であり、また交流のケーブル

送電では充電電流が多く発生することになるが直流では発生しない。そのた

め、ケーブル充電容量補償装置が不要であり、経済性の観点で優位性がある。 
 安定度の問題がないため、大容量送電が可能であり、経済性の観点で優位性

がある。 
 異周波数や系統特性の異なる系統間の連系が可能である。例えば、Foz Do 

Iguaçu の直流交流変換所のように、ブ国（周波数 60Hz）とパラグアイ（周波

数 50Hz）の連系が可能である。 
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 短絡容量を増加させずに連系することが可能であるため、系統構成や運用の

自由度が増加する。 
 交流送電では潮流制御が容易にできないが、直流送電では変換器の制御によ

り、有効電力潮流制御が迅速で容易であるため、系統構成や運用の自由度が

増加する。 

具体的な直流送電の導入メリットの検討として、今後ブラジルで導入が進むと考え

られる 800kV 直流送電線のケースとして、Xingu –Terminal Rio 間 800 kV 超高圧送電線

事業が考えられる。 
 送電線の整備を含む、電力設備の建設については、MME のもと、EPE が建設事業の

入札のための調査を行い、報告書としてとりまとめ、公表を行っている。 
 本事業についても、北部-南東部および北部-北東部連系線拡張事業の”Estudos para 
Licitação da Expansão da Transmissão”において、代替案の検討を含め、建設費用の試算が

行われており、報告書が取りまとめられている。 
 北部-南東部および北部-北東部連系線拡張事業全体で、送電線の拡張に伴う、変電所

の増強を含め 134.71 億レアル（約 5,340 億円）の投資が見込まれている。このうち、

本事業の Xingu-Terminal Rio 間（2,815km）の送電線建設費用は、27.585 億レアル（約

1,093 億円）が想定されていた。1km 当たりの建設コストを試算すると、1,095,544 レア

ルである。なお、すでに本事業の入札は完了しており、全体の事業費は 70 億レアル（約

2,774 億円）で落札された。 
 一方、交流送電線の建設コストの参考値として、従来型の 500kV 交流送電線の容量

ごとのコストが試算されている（表 4.11）。最も建設コストが安い 1,200MW1 回線の送

電線建設コストは、1km 当たり 641,340 レアルであり、これと前述の直流送電線建設コ

ストの試算値 1,095,544 レアル/km を比較すると、直流送電線は交流送電線の 1.7 倍と

なる。 
 

表 4.11 500kV 交流送電線の建設コスト（参考値） 
想定容量（MW） コンダクター数 回線数 建設費用 

1,000 レアル/km % 
1,200 4 1 702.19 109% 

2 1,247.47 178% 
1 641.34 100% 
2 1,147.47 178% 

1,400 6 1 852.18 133% 
1 792.26 124% 
1 715.21 112% 

1,700 6 1 824.45 129% 
1 879.97 137% 

（出典：MME, EPE, ”Estudos para Licitação da Expansão da Transmissão”, p.24） 
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4.5  ブラジルの将来計画と地中化の動向 

4.5.1  将来計画における超電導送電ニーズ 

ブ国では、北部に水力、北東部と南部に風力資源があり、また、全土にわたり太陽

光のポテンシャルがあるなど、豊富な自然エネルギーを有している。これらの再生可

能エネルギーによる発電は、自然条件に大きく依存することから、需要と供給のバラ

ンスを図るためには、電力系統システムを統合化し、効率的な送電により、供給力を

補完しあう必要がある。 
また、2014 年から 2024 年にかけて、ブ国の電力供給量は 624.3TWh から 940.8TWh

に増量するとともに、2015 年から 2024 年にかけて、送電線を約 60%延長する計画とし

ているが、その際、現状 18%の送電線ロスを 17%まで減らす目標としている。(出
典:PDE2024-MME) 
更に、ブ国では、国土の 34%が、環境面、土着民の村落等の関係で保全区域が指定

されており、開発が困難とされている。。 
これらを解決する新しい技術として、効率的でコンパクトな送電システムである超

電導送電が注目されている。 
 

4.5.2  地中化における超電導送電ニーズ 

ブ国では、2013 年時点で 69kV 以上の地下ケーブルが 1,676km あり、その後も増加

している。特に都市部においては、以下の点から、架空送電にするか、地下ケーブル

にするかという二者択一よりも、これらをうまく組み合わせて、コストパフォーマン

スを良くするという考え方となっている。 
・都市部では、用地の確保の面から架空送電線の建設が年々難しくなってきている。 

・電磁場に関しても地下ケーブルを道路下に設置すれば、住民等への影響は少なくな

る。 

・環境影響評価が架空送電線より簡単である。（架空送電線では約 1 年、地下ケーブ

ルでは約半年かかる。） 

・架空送電と地下ケーブルの建設コストは、過去には 10～20 倍と、地下ケーブルが

非常に高かったが、現在では 5 倍程度となり、長期的な維持管理や上記に係る様々

な行政による規制を考えると、地下ケーブルとするメリットが出てきている。 

これらのことから、今後とも、地下ケーブルは増えていくものと考えている。 
一方で、都市部における大幅な需要増に対応するためには、同じ電圧で大容量の送電

ができ、かつ、通常の地下ケーブルと比較して省スペースで敷設が可能な超電導ケー

ブルが、工事量を削減できる面でも有効であり、今後、注目される技術となることが

考えられる。 
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4.6  直流、交流超電導送電の導入可否 

4.6.1  直流超電導送電の導入可否 

 ブ国においては、前述のとおり、今後の電源開発では電源地と需要地が遠く離れる

ため、長距離送電による対応が不可欠となっている。 
 ブ国における長距離直流送電の導入に関して、前述したとおり、交流送電と比較し

ての送電損失低減のほか、系統安定度の確保、短絡容量増加の抑制について効果があ

る。また、送電電力（送電線潮流）を任意に制御できることも、広大なブ国の電力系

統の運用、制御において利点である。 
 長距離直流送電に超電導技術を導入した際の利点として、以下の事項を考えること

ができる。 
 
 送電損失低減 

 図 4.13 に、交流ケーブル、直流架空線、直流超電導ケーブルそれぞれの送電距離と

送電効率の関係を示す。 
 直流送電の場合でも、1,000km を超える長距離送電の場合、送電損失は 10%程度に達

する。これに対して、超電導送電を適用した場合、送電損失を 2%程度低減することが

可能である。 
 送電距離が 300～400km を超えるあたりから直流送電の効率が交流送電を上回るよ

うになり、1,000km を超える送電距離から直流超電導ケーブルが直流架空送電線に対し

て優位となる。 
 ブ国では、長距離の大容量送電が必要とされており、送電容量は 4,000MW を超える

ものが適用されている。したがって、超電導送電適用による送電損失低減の費用効果

は大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.13 送電距離と送電率の関係（試算ベース） 
 
 機器の低電圧化 

 一般的に、送電容量の大容量化をはかるためには、送電電圧を高電圧化し、送電電

流を抑制することで送電損失の低減をはかっている。超電導送電では送電線の抵抗が

ゼロになるため、送電電流を大きくすることが可能であり、送電電圧を上げることな
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く送電容量の大容量化が可能となる。したがって、大容量化のための超高電圧機器の

開発が不要となるほか、機器電圧の低減により周辺機器を含めた装置の絶縁距離を短

くできることより、全体として機器の小型化ならびに設備設置スペースの縮小が可能

となる。 
 表 4.12 に直流送電設備について、電圧毎に比較したものを示す。DC±800kV に比べ

て、DC±300kV の設備は、布設用地の幅が約 4 分の 1、鉄塔重量が約 2 分の 1 となり、

用地取得が容易であることや鉄塔重量減による基礎の縮小など、低電圧化によるメリ

ットがうかがえる。 
 

表 4.12 直流送電設備の電圧毎の比較（目安） 
  ±300kV ±500kV ±800kV 

導体と構造物間の必要最小距離(m) 1.3 3.06 6.81 
絶縁ガイシの個数（個） 18 30 48 
 上記の場合の絶縁ガイシ一連の長さ(m) 3.22  5.20  8.17  
相間中心距離(m) 6.0  9.3  14.3  
布設用地幅(m)※ 
※導体の振れ、構造物との離隔、コロナ放電、磁

界の影響を考慮 
76 138 280 

鉄塔高さ(m) 44.3 50.8 61.8 
鉄塔の重量(ton) 6,676  8,727  11,570  

（出典：CIGRE: Impacts of HVDC Lines on The Economics of HVDC Projects） 
 
 自然環境による影響の低減 

 超電導ケーブルはケーブル周囲が 2 重の金属管で覆われている。この金属管は接地

されており、大地電位にあるため、電気的に安全性が高い。また、超電導ケーブルは

地中もしくは地表に敷設されるため、架空送電線と比較して、落雷や降雨等の自然環

境の影響を受けにくい。 
 架空送電線の場合、平均的な鉄塔の高さは 50m 程度であるが、アマゾン地域に敷設

するときは樹木伐採を行わないことから、樹木上の離隔を確保するため、70m～80m の

高さの鉄塔を建設する必要がある。鉄塔の高さをかさ上げした分、自然環境による影

響を受けやすく、落雷による停電や、強風による鉄塔倒壊のリスクも大きい。したが

って、超電導送電を適用することによるメリットは大きい。 
 リオマデイラの直流送電(Rio Madeira-Araraquara DC600kV, 2,400km)での聴き取りで

は、送電停止 1 分あたり 65,000 レアルのペナルティが課せられるとのことであり、送

電停止を回避するため、定期的な巡視や点検を十分に実施しているということである。 
 
 環境影響の低減 

 従来のケーブルの絶縁方式として、絶縁油を用いた油浸ケーブル、および架橋ポリ

エチレンを用いた XLPE ケーブルがあげられる。油浸ケーブルの場合、絶縁油の漏洩
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や、漏洩油への引火など自然環境への悪影響が発生するリスクがある。また、XLPEケ
ーブルの場合は、絶縁に使用される架橋ポリエチレンがリサイクルできない産業廃棄

物として処理される必要があることから、環境負荷が大きくなる。 
 一方で、超電導ケーブルは、金属、紙、液体窒素とすべてリサイクル可能な材料で

構成されており、また液体窒素は漏洩しても環境負荷にならないことから、超電導ケ

ーブルの適用により環境への負の影響の可能性を低減することが可能である。 
 
 送電線敷設用地の縮小 

 超電導ケーブルの周囲が接地された金属管で覆われており、安全性が高いこと、お

よび、ケーブルの電気抵抗がゼロであることから、敷設ルート選択の自由度が高い。（一

般的に、送電線ルートは送電損失を低減するために最短ルートを選定することが多い。）

よって、道路、橋梁、鉄道線路の側方に敷設が可能である。アマゾン地域に送電線を

敷設する場合、既設の道路で既に開かれているルートを利用することにより、送電線

用地取得による環境社会影響を最小化することが可能となる。 
 

 建設および運用コスト 
 超電導送電線の建設コストを架空送電線の建設コストと比較したとき、同一の送電

ルートで考えた場合、架空送電線の建設コストのほうが小さくなる。ただし、超電導

送電線は、送電ルートの選択にある程度の自由度を持たせることができることと、送

電線敷設のための用地が縮小できることから、用地取得に関するコストを低減するこ

とが可能である。また、前述のとおり、送電損失を低減することができ、運用コスト

を低減することが可能である。現状では、入札において、送電損失低減を入札価格に

反映することにはなっていないが、今後、送電損失低減によるコスト低減分を入札価

格に反映するための検討を行うことが考えられている。 

 また、直流超電導送電と交流超電導送電の、試算ベースでのコスト比較は以下のと

おりである。送電距離が短い場合、直流超電導送電に必要となる変換装置のコストの

分、直流超電導送電のコストが大きくなるが、送電距離が長くなると、直流超電導送

電が交流超電導送電と比較して送電損失が小さいことより、直流超電導送電のコスト

が小さくなる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.14 直流超電導送電と交流超電導送電のコスト比較 

（出典：調査団作成） 
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 ローカル系統（独立系統）の接続について 
 独立系統はその大部分がブ国の北部地域に存在しており、ブ国の電力総消費量の 2%
超を占める。Acre、Amapa、Amazonas、Rondonia および Roraima の各州は、独立系統

により電力供給が行われている。また、Para 州の大部分は全国相互接続系統(SIN)によ

り電力供給がなされているが、一部は独立系統により電力供給が行われている。 
 これら独立系統における電力需要は、家庭による需要が多くを占めるが、Amazonas
州においては、Manaus 工業地区による工業用の負荷が半分近くを占めている。 
これら北部地域での独立系統における電力供給は水力発電と火力発電により行われて

おり、発電設備容量の 80%はディーゼル火力発電である。したがって、これら独立系

統を全国相互接続系統に接続することができれば、ディーゼル火力発電を削減するこ

とが可能となり、気候変動対策としてのインパクトをもたらすことが可能となる。ま

た、電力供給の信頼性の向上にもつながるものである。 
 アマゾン地域における送電線布設は、森林や河川横断等の技術的な課題を伴うほか、

自然環境への負の影響の可能性を慎重に考慮する必要がある。 
 また、昨今の環境意識の高まりから、長距離送電線の建設は、環境規制面等から、

益々、困難となってきており、高効率で環境社会面への負の影響の可能性を低減可能

な新たな送電技術として、長距離直流超電導送電技術の活用が期待されている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：PNE2030） 

図 4.15 単独系統の相互接続 
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 前述のとおり、ブ国では、電力需要の増加に対して、今後も水力発電の開発が進め

られる計画であり、これら水力発電による電力をリオデジャネイロやサンパウロ等の

大都市の需要地に送電するため、長距離の直流送電の検討と開発は、今後も行われて

いく見通しである。また、電力の有効利用の観点から、送電損失の低減についても今

後必要性が高まっていくと考えられる。これらを考慮すると、直流超電導送電の導入

の必要性は高まるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 

図 4.16 直流超電導送電導入の必要性 
（出典：調査団作成） 

 
 2,000kmの直流送電線で 4,000MWの電力を送電する場合の（Belo Monte-Rio de Janeiro
間の直流送電線に相当）、架空送電線と超電導ケーブルとの送電損失を比較すると、概

略以下のとおりとなる。 

表 4.13 架空線と超電導ケーブルの送電損失比較 
 架空送電線 超電導ケーブル 
送電損失  5% 1% 
送電損失  200MW 52MW*1 
年間送電損失  1,752GWh 450GWh 
電気料金換算*2 788 百万レアル 203 百万レアル 

 *1: 送電損失は冷却装置での損失（冷却装置の動力）を含む  
*2: 電気料金換算値 0.45 レアル/kWh（2016 年 ANEEL 家庭用料金平均） 

（出典：調査団作成） 
 

 
4.6.2  交流超電導送配電の導入可否 

 現状、ブ国の大都市においては、需要が増大するとともに、OF ケーブルの老朽化に

伴い油漏れが発生する等、送配電線ケーブルの取替需要が生じている。 
 しかしながら、大都市においては住宅地の開発が進んでおり、布設スペースの制約

面などから、市街地の変電所に送配電するための送配電線ルートの確保が非常に難し

くなっている。 
 このため、図 4.17 に示すように、現状のケーブルより少ないスペースで電力輸送が

可能であり、また、例えば、必要な電力を 154kV からより低い 66kV で送電でき、都市

部にある中間変電所も省略できる交流超電導送配電の適用について期待が持たれてい

る。 

水力開発 長距離直流送電線 

送電損失低減 

超電導送電導入 
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 また、都市部および都市近郊は、電力需要の増加により、送電線容量の増加が必要

となっている。送電線容量の増加のためには、送電線導体の電流容量を増加させる、

すなわち送電線導体サイズの増加を行う方法と、新規に送電線を建設する方法がある。

なお、送電線導体サイズの増加を行う場合、送電線導体重量が増加することにより、

送電鉄塔への荷重が増加するため、送電線鉄塔の強度向上が必要となり、送電線鉄塔

の建て替えが必要となる。 
 したがって、どちらの方法においても、送電線建設のための用地が新たに必要にな

るため、この送電線用地の取得が問題となる。 
都市部エリアの拡大および住宅地エリアの拡大により、新たな送電線用地の確保が困

難となっており、この傾向は大都市において顕著である。上記 4.6.1 で述べた直流超電

導送電の利点のうち、機器の低電圧化、自然環境による影響低減、環境への負荷の低

減、送電線施設に伴う取得用地縮小の項目は交流超電導送電にもあてはまる。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.17 従来の送電システムと超電導送電システムの比較 
 
 

138kV 

69kV 

69kV 

HTS cable 

XLPE 

cable 

Overhead line 1 次変電所から直接配電用変電所への送電が可能であり、

2 次変電所の省略とケーブルの定格電圧の低減が可能で

ある。 

従来の送電システム 

超電導送電システム 

通常のケーブルと比較して、超電導ケーブルは、

敷設スペースの縮小が可能である。 
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 従来の送電線システムにおいては、発電所からの長距離超高圧送電線（500kV など）

が 1 次変電所に接続され、そこから 1 段階電圧の低い送電線が都市部の変電所（2 次変

電所）に接続される。更にその変電所から、架空送配電線や地下ケーブルにより、配

電用変電所を経て需要家に配電されている。 
 一方、交流超電導送電の場合、1 次変電所から超電導ケーブルにより直接配電用変電

所まで送電することが可能であり、都市部または都市部近郊の 2 次変電所を省略する

ことが可能となる。また、従来の送電線システムで問題となっている、都市部または

都市部近郊の 2 次変電所までの送電線敷設用地の確保、および 2 次変電所から配電用

変電所までの送配電線用地の確保についても、超電導ケーブルの敷設スペースは、従

来の送電線や地下ケーブルと比較して縮小することが可能であることから、比較的容

易になると考えられる。 
 これら都市部並びに都市部近郊における送電線用地確保の困難は、Porto Alegre、Sao 
Paulo、Santos、Rio de Janeiro、Belo Horizonte、Salvador、Belem、Manaus などにおいて

生じている。 
 また、サンパウロ等の大都市については、以前に地中敷設された油絶縁ケーブルの

老朽劣化に伴い、油漏れなどの不具合が発生している。これら老朽劣化した油絶縁ケ

ーブルの取替の必要性が高まっており、この取替において超電導ケーブルを適用した

場合、取替に要するスペースの縮小と同時に送電容量の増加を同時にはかることが可

能である。 
 以上のことから、ブ国においては、長距離の直流送電に対してのみではなく、短中

距離の交流送電に対しても、超電導送電の必要性があるということができる。都市部

および都市近郊の電力需要増加に対する送電線の増強、ならびに、老朽劣化したケー

ブルのリプレースなど、喫緊の課題への対応ということを考慮すると、交流超電導送

配電の導入の必要性およびニーズは高いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.18 交流超電導送配電導入の必要性 
 

 図 4.17 に示す送電システムにおいて、送電距離 20km の市街地敷設送電線の概略検

討結果は以下のとおりとなる。送電損失は約 3 分の 1 になると想定される。 
 
 
 
 

都市部・都市近郊

の需要増加 

送電線用地の

確保難 

老朽地下ケーブルの

リプレース 

超電導送電導入 
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表 4.14 20km 市街地敷設送電線の概略検討結果 
 従来型送電システム 超電導送電システム 

架空送電線 地下ケーブル 超電導ケーブル 
送電容量 350 MW 350 MW 350 MW 
電圧 154 kV 66 kV 66 kV 
導体 610 mm2 2000 mm2 HTS tape 
電線径 31.5 mm 99.2 mm 140 mm 
抵抗値 (50 Hz) 62.1 mΩ/km 15.3 mΩ/km --- 
電流 660 A  x 2 1,000 A  x 3 3,000 A 
送電損失(km あたり) 162 kW/km 137 kW/km AC 0.5 kW/km 

Cryo 1.5 kW/km 
全損失 (20 km) 1.6 MW /10km 1.4 MW /10km Cable 0.06 MW 

3.0 MW Ref. 0.9 MW 
（出典：調査団作成） 

 
4.7  直流、交流超電導送電導入において考慮すべき事項 

4.7.1  系統運用、系統保護 

 ブ国における直流送電システムは、 
・ 送電容量が 4,000MW 以上であり、大容量であること 
・ 大規模水力発電所と大需要地を連系する基幹系統であること 

から、装置異常による送電システム停止時に系統に与える影響が大きいため、制御・

保護システムには高い信頼度が要求される。したがって、装置の単一異常によりシス

テム停止に至らないようにすることが必要である。 
 

 超電導ケーブル 1）

a) ケーブルの絶縁性能 

 ケーブルは所要の絶縁性能を有する必要があり、開閉インパルス、短時間 AC 電

圧（数サイクル程度）に対する絶縁性能を持つ必要がある。これらは国際規格等

にもとづき実施されるものであるが、超電導ケーブルに関しては、現時点では規

格が定められていない状況にある。したがって、超電導ケーブルについては、そ

の絶縁構造の詳細検討の後に、モデルケーブルを用いた破壊試験等で所要の絶縁

性能を検討することが求められる。 
 また、直流ケーブルの絶縁特性では、特に直流電圧に逆極性のサージ性過電圧

が重畳した場合、それまでに課電されていた直流電圧が影響して、ケーブル絶縁

体に侵入したサージ性過電圧以上の内部ストレスが加わることを考慮しなければ

ならない。この直流電圧の影響度を示す係数として、バーダー係数というものが

あり、これについても、モデルケーブルによる試験等で検討を行う必要がある。

日本での直流送電プロジェクトにおいては、80%程度という結果が得られたものも

ある。 
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b) ケーブルの断熱性能 

 超電導ケーブルは、超電導状態を維持するため、-190～-200℃に冷却する必要が

あり、外部からの熱の侵入を防止するための断熱構造が重要となる。ケーブル外

層に真空層を設けた真空断熱が一般に適用されているが、真空層の断熱特性が良

くなければ、外部からの熱の侵入量が増加し、冷却効率が著しく低下する。した

がって、超電導ケーブルを長距離敷設する場合、ケーブルの断熱構造と性能につ

いて、検討を行う必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.19 直流超電導ケーブルの構造 
 

 

 冷却装置 2）

c) 冷却装置のシステム構成 

 前述のとおり、超電導ケーブルは、超電導状態を維持するため、-190～-200℃に

冷却する必要がある。冷却には、冷媒のコスト等を考慮して液体窒素（沸点 77K = 
-196℃）が使用され、冷却装置はこの液体窒素を超電導ケーブル内に循環させ、冷

却を行うものである。冷却装置の停止は超電導送電システムの停止につながるた

め、冷却装置の信頼性について確保する必要がある。 
 最初に述べたとおり、冷却装置構成機器の単一の異常で冷却装置全体が停止し

ないようにすることが必要であり、このため、構成機器それぞれに冗長性を持た

せることが、信頼性向上の対策として考えられる。具体的には、液体窒素の循環

ポンプ等に予備機を設けることなどが対策として考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

超電導層 

絶縁層  

超電導層 

絶縁層 
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（出典：調査団作成） 

図 4.20 冷却装置のシステム構成例 
 
 

d) 液体窒素の循環方法 

 超電導ケーブルを長距離にわたり敷設する場合、冷却装置は複数配置される必

要があり、これらは超電導ケーブルに沿って一定間隔で配置される。複数の冷却

装置による液体窒素の循環方法について検討する必要があるが、これは、適用さ

れる超電導ケーブルのタイプ（単心ケーブル／同軸ケーブル、3 相一括など）およ

び送電システムの構成の選定後に検討されるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.21 液体窒素の循環構成 
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（出典：調査団作成） 

図 4.22 交流超電導ケーブルの液体窒素循環方式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 4.23 直流超電導ケーブルの液体窒素循環方式 
 

e) 冷却装置の監視制御 

 前述のとおり、冷却装置の停止は送電システムの停止につながるほか、冷却装

置が停止した状態で送電システムの運転を継続する場合、重大な設備損傷を引き

起こす可能性があるため、冷却装置の健全性は常時監視される必要がある。各冷

却装置の必要な情報を制御個所に伝送することが考えられるが、具体的な監視項

目については、冷却装置の構成が決まった後に検討されるものである。 
 また、構成機器の常用機と予備機の切り替え等、冷却装置の遠隔制御が必要に

なることも考えられる。この具体的な項目についても、冷却装置の構成が決まっ

た後に検討が必要である。 
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f) 冷却装置への電源供給 

 冷却装置への電源供給については、外部電源からの供給、または分散電源から

の供給が考えられるが、電源供給の信頼性および設備の簡素化等を勘案して、外

部電源からの供給とすることが適当である。前項で述べたとおり、冷却装置は常

時監視が必要であると考えられるため、状態監視のための情報伝送ケーブルが必

要であり、これにあわせて電源供給ケーブルを敷設する。外部電源からの供給距

離等については、冷却装置の設備容量の選定後に検討を行う。 
 

 変換装置 3）

長距離直流送電は、大容量で、かつ基幹系統に連系される送電線に適用されるため、

変換器の停止は系統に与える影響が大きい。よって、制御、保護システムには高い信

頼性が求められる。したがって、制御、保護システムの構成については、以下の事項

に配慮する必要がある。 
・ 装置の単一異常によりシステム停止とならないこと 
・ 2 重の装置異常でも双極停止には至らないこと 
・ 装置の単一異常により停止する制御・保護装置の範囲を少なくする 
・ 上記の信頼性を維持したうえで、シンプルな構成として保守性に優れること 

 
 また、変換装置の基本的な運転、保護方式については以下のとおりである。 

 
a) 制御方式 

 直流送電システムの基本制御には、定電力制御(APR)、定電流制御(ACR)、定電

圧制御(AVR)、定余裕角制御(AγR)がある。その機能概要は表 4.15 のとおりである。 
 

表 4.15 基本制御方式の機能概要 
制御方式 機能概要 

定電力制御(APR) 直流送電電力を一定に保つように制御を行う。交流電圧変動等によ

る直流電圧または直流電流の変化による直流送電電力変化を検出し

て、直流電流指令値の補正を行う。 
定電流制御(ACR) 直流電流を一定に保つように制御を行う。常時は順変換器側のみで

ACR 制御が行われ、逆変換器側の制御目標値は、順変換器側の制御

にしたがい決定される。 
定電圧制御(AVR) 順変換器側の直流電圧を一定に保つように制御を行う。常時は逆変

換器側が動作する。 
定余裕角制御 

(AγR) 
転流失敗を防止するため、転流余裕角がサイリスタバルブの特性か

ら決まる規定値以下とならないよう制御を行う。 
（出典：調査団作成） 
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b) 双極協調制御方式 

 直流送電システムに、変換器の双極構成が適用される場合、双極で協調を取り

ながら運転される必要がある。双極協調制御方式の主な機能概要は表 4.16 のとお

りである。 
 

表 4.16 双極協調制御方式の主な機能概要 
制御機能 機能概要 

電力配分機能 運転制御装置から出力される電力指令値と系統制御装置から出力される電

力補正値を合計し、各極の運転状態に応じて極ごとの電力指令値に配分を

行う。 
電力逆相機能 最小運転電力設定値以下でも運転ができるように、I 極と II 極の潮流方向

を変えて運転を行う。 
潮流反転機能 各変換器の運転モードの切り替え(順変換／逆変換)指令を行い、潮流反転

を行う。 
（出典：調査団作成） 

 
c) 保護継電方式 

 変換所保護装置の主な保護継電方式は表 4.17 のとおりである。 

表 4.17 変換所保護装置の保護継電方式 
 事故・異常現象 保護継電方式 

極
保
護
装
置 

直
流
側 

直流回路の地絡・短絡 貯留不足電圧、直流過電流、直流差電流、交流電

流と直流電流の差動 
制御系異常 直流過電圧、商用周波混入、直流不足電流など 

交
流
側 

交流地絡・短絡 交流不足電圧、交流過電圧 
周波数異常 過周波数、不足周波数 
インバータ負荷遮断 交流過電圧 

群
保
護
装
置 

変
換
器 

アーム短絡 
バルブ交流側地絡・短絡 

交流電流と直流電流の差動 

転流失敗 直流過電流＋交流不足電圧 
フローティング中の 
変圧器直流巻線地絡 

地絡過電圧 

（出典：調査団作成） 
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4.7.2  環境への影響 

 法制度の枠組み 1）

a) ブ国の環境政策と環境法 

 ブ国の現行の環境政策の基本となっているのは、1981 年制定された「国家環境

政策、その目的、定義及び実施のメカニズムに関する 1981年 8月 31日付法律 6.938」
である。その目的は、社会経済発展、国家安全保障及び人命の尊厳保護を確保す

るために、環境の質を保全、向上、回復が述べられている。その後、1988 年制定

された憲法において環境についての章が設けられ、環境が国民の共有財産であり

健全な生活に不可欠と述べられている。同章では、自然環境保全について、「すべ

ての連邦の単位（連邦、州、市郡）において、特に保全されるべき土地とその生

態を指定し、それらの地域の変更および環境影響は法令によってのみ許可される」、

また、「アマゾン熱帯雨林（Floresta Amazônia）、大西洋海岸林（Mata Atlantica）、ブ

国南東部の山脈（Serra do Mar）、マットグロッソ低湿地帯（Pantanal Mato-Grossense）、
沿岸部（Zona Costeira）のような国家資産となる自然資源の利用については、法規

則に沿って、自然資源の持続可能な利用も含めた環境保全を確保しなければなら

ない。」と述べられている。 
 国家環境政策の法律 6.938 において、ブ国の環境政策及び法規制の実施に係る枠

組みとして、国家環境制度（SISNAMA: Sistema Nacional do Meio Ambiente）が制定

された。SISNAMA には、連邦政府、州政府、市・郡政府の各レベルの環境担当の

行政機関あるいは財団法人組織が含められ、これらの組織が相互に連携、補完し

つつ、国家環境プログラムを実施するシステムである。SISNAMA は、連邦政府審

議会（Conselho de Governo）を最上位機関とし、その下に環境改善・保護に関する

法令の審議・環境政策の策定を行う諮問・審議機関としてブラジル環境審議会

（CONAMA:Conselho Nacional do Meio Ambiente）、中央機関としての環境省(MMA: 
Ministério do Meio Ambiente)、実施機関として、開発事業における環境面での許認

可を担当するブラジル環境・再生可能天然資源院（IBAMA：Instituto Brasileiro do 
Meio Ambiente e dos Recursos Naturais Renováveis）、そして、2007 年に IBAMA から

一部分離独立した機関で連邦政府の保護区制定・管理を管轄するシッコ・メンデ

ス生物多様性院（ICM-Bio：Instituto Chico Mendes de Conservação da Biodiversidade）、
対象事業において、環境規制を実施する州政府の環境担当機関、地元機関として

市・郡（cidades/municípios）レベルの環境担当機関というように示されている。 
 CONAMA は、国家の環境政策の実施のための規則・基準の策定等を行っている。

SISNAMA において連邦政府レベルの審議機関として、環境大臣が長を務め、環境

省事務次官が事務局長となり、本会議、環境政策員会、アドバイザリーグループ、

技術審議会、ワーキンググループから構成され、環境政策を検討し、決定する機

関である。審議会メンバーは、連邦政府機関は、IBAMA や国家水資源局（ANA：

Agência Nacional de Águas）をはじめとして、その他の省庁からの代表者、各州政

府や連邦政府直轄区の代表者、市・郡政府機関の代表者 8 名、労働者組織、市民

組織からの代表者 22 名、企業組織から 8 名、その他、本会議で指名されたメンバ

ー等となっている。 
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 連邦共和国の政治体制をとっているブ国では、連邦政府レベル、州政府レベル

及び市・郡レベルにおいて、それぞれ環境担当機関や組織がある。基本的に各地

域の環境問題については、当該地域の担当機関で対応することになるが、国家的

見地から対応すべき事項については連邦政府レベルにおいても審議されることと

なる。 
 

 
（出典：法令 Lei No. 6938 より作成） 

表 4.18 国家環境制度（SISNAMA） 
 

b) 送電線建設事業における環境認可 

 開発事業における環境許認可の細則については CONAMA 決議によって定めら

れている。事業実施に本調査で対象となる送電事業の環境許認可に関し、主に参

照されるべき環境関連の法令は下表とおりである。1986 年の CONAMA の決議

（Resolution）NO.1 では、開発事業において環境認可（ライセンス）の取得および

環境影響評価報告書（RIMA: Relatório de Impacto Ambiental)が求められている。同

決議によると、原住民の土地、あるいは、連邦政府の環境保護区に関係する事業、

あるいは、230kV 以上の送電線の建設事業については、環境影響評価報告書を作

成し、州政府の環境認可担当機関と連邦政府の IBAMA の両機関の承認が得ること

が必要とされている。 
 CONAMA 決議 NO.237 は、環境ライセンス取得が必要な事業が示されており、

その中に送電線建設事業があげられているため、環境ライランスの取得は必須と

なっており、そのうち、2 州以上を跨る事業は、連邦政府機関である IBAMA の承

 

連邦政府審議会（Conselho de Governo） 

ブラジル環境審議会（CONAMA） 

環境省（MMA） 

ブラジル環境・再生可能天

然資源院（IBAMA） 

州の環境審議会、環境局、環境ライセンス認可機関 

市・郡の審議会、環境局、環境ライセンス認可機関 

最上位機関 

諮問・審議機関 

中央機関 

実施機関 シッコ・メンデス生物多様

性保全院（ICM-Bio） 

連邦政府 
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認が必要となっている。したがって、長距離送電線で 2 州以上を通過する場合に

おいては、州政府の環境担当機関の他、IBAMA の承認を得る必要があり、1 州内

のみで 230kv 未満の送電線建設については、対象事業が位置する各州の環境認可

（環境ライセンス）による許可のみでよいと解釈される。 
 

表 4.19 参照すべき主な環境法令 
日付 (日/月/年) 法規則 NO. 内容 

環境政策一般 

31/08/1981 Lei No.6.938 

連邦法 
環境政策（Política Nacional do Meio Ambiente）、国家環境制度（Systema 
Nacional do Meio Ambiente）、国家環境審議会(Conselho Nacional do 
Meio Ambiente) 、国家環境政策の手段等 

12/02/1998 Lei No.9.605 連邦法 
環境犯罪法（Lei de Crimes Ambientais） 

18/07/2000 Lei No.9.985 
連邦法 
国家保護地域制度(Sistema Nacional de Unidades de Conservação)の制

定 

22/08/2002 Decreto No. 4.340 連邦指令 
国家保護地域制度の制定の細則 

環境ライセンスと環境影響評価 (EIA) 

23/01/1986 Resolução No. 
No.1 

CONAMA 決議  
環境ライセンスの規則と手続き、環境影響評価スタディの基本的基

準と一般的指示 

19/12/1997 Resolução No.237 
CONAMA 決議 
連邦、州、市郡の環境ライセンスついての権限、環境ライセンスを

求められる活動リスト、環境影響評価スタディと環境影響報告書 

27/06/2001 Resolução No.279 
CONAMA決議 
小規模な環境影響がありうる電力事業の簡易化した環境ライセンス

の手続き 

08/12/2011 Lei Complementar 
No.140 

連邦法 補足 
連邦憲法で述べられている連邦、州、市・郡で協力して行う環境保

全の事項、共通する権限について補足。 

26/10/2011 Portaria No.421 鉱山エネルギー省 省令 
送電線に関する環境影響評価について詳細を定義 

各分野の関連法令の例 

3/1/1967 Lei No.5197 連邦法 動物保護法 
12/05/2012 Lei No.12.651 連邦法 植生の保護に関する法令 (Código Florestal) 
22/12/2006  Lei No.1.428 連邦法 太平洋海岸林（Mata Atlântica）に関する法令 

25/1937 Lei No. 25.1937 連邦法 歴史的遺産と国家芸術品の保護 

 
 

 環境ライセンスの取得に必要な環境影響評価は、前述したように 230kV 以上、

あるいは、2 州以上を通過する送電線事業は環境影響評価スタディ/環境影響評価

報告書（Estudo de Impacto Ambiental/RIMA）が必要とされているが、それ以外の州

政府の環境認可に必要な報告書は、州政府によって様々である。基本的には連邦

レベルの規定に従って、州環境当局と事業者との協議により決定されることにな

るが、州の環境影響評価に関する規定により、簡易環境影響評価（RAS:Relatório 
Ambiental Simplificado あるいは RAP: Relatório Ambiental Preliminar）が求められて
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いる場合もある。 
 環境ライセンスは、下記に示すとおり、事業段階別に 3 回取得することが求め

られている。Eletrobras や EPE 等の政府機関からのヒアリングによる情報では、下

記のライセンス取得のうち、担当機関の承認まで最も時間を要する傾向があるの

は、事業実施時の環境ライセンス取得といわれている。 
 LP: Licença Prévia 事前許可。事業計画段階の環境ライセンス 
 LI: Licença de Instalação 設置(建設)許可。事業建設段階の環境ライセンス 
 LO: Licença de Operação 操業許可。事業施設運用段階の環境ライセンス 

 
c) 自然環境に対する法規制 

 ブ国においては、自然環境の保護区を制定する基本政策として、ブラジル国家

保護地域制度（SNUC：Systema Nacional Unidade de Conservação）が法令 9,985/00
で定められている。保護区地域の区分は下表のとおり「統合的保護地域」と「持

続可能な利用地域」の 2 つに大別されたグループに分かれている。SNUC は、連邦、

州、市・郡で下表の区分で制定された保護区から構成される。統合的保全地域に

ついては、原則として研究目的などの間接的な利用のみに限定されており、持続

可能な利用地域については、一定の規則のもとで自然資源の持続的利用が許可さ

れている。 
 

表 4.20 ブ国の保護地域区分 

(出典：Lei No.9.985 ) 
 

d) 用地取得と少数民族への配慮 

 事業予定地の用地取得の際には、その用地の所有、管轄、用途によって、連邦、

州政府、市・郡政府が各レベルで土地関連の法令に従うこととなり、関係機関も

それぞれ異なる。連邦政府の土地であれば、法令 9636/9 の連邦政府の土地に関す

る法令、州政府所有地であれば、各州政府の法令、都市部の土地であれば、連邦

の土地関連の法令、市の法令や市民規約を参照される。 
 例えば、連邦政府の管轄の土地については、都市部の連邦政府所有の土地であ

I.統合的保護地域(Unidades de Proteção Integral) 
1. 生物ステーション(Estação Biológica) 
2. 生物保護区(Reserva Biológica) 
3. 国立公園 （Parque Nacional）、州立公園（Parque Estadual）、市立/郡立公園（Parque Municipal） 
4. 自然モニュメント（Monumento Natural） 
5. 野生生物避難地域（Refúgio de Vida Silvestre） 

II．持続可能な利用地域（Unidades de Uso Sustentavel） 
1. 環境保護区（Área de Proteção Ambiental） 
2. 生態関連関心地域（Área de Relevante Interesse Ecológico） 
3. 国有林(Floresta Nacional)、州有林（Floresta Estadual）、市有/郡有林（Floresta Municipal） 
4. 自然採取保護区(Reserva Extrativista) 
5. 動物相保護区(Reserva de Fauna) 
6. 持続可能な開発保護区(Reserva de Desenvolvimento Sustentável) 
7. 民有保護区(Reserva Particular do Patrimônio Natural) 
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れば、連邦資産局(SPU: Secretaria do Patrimõnio da União)、農村部の連邦の土地の場

合、農業開発省および入植・農業改革院 (INCRA:Instituto Nacional de Colonização e 
Reforma Agrária)、原住民であるインディオの土地の場合は、国立インディオ財団

（FUNAI:Fundação Nacional do Índio）、キロンボ（Quilombo）と呼ばれるブ国植民

地時代の逃亡黒人奴隷で形成されたコミュニティの土地（キロンボーラQuilombola）
の場合は、同じく INCRA とパルマレス文化財団（Fundação Cultural Palmares）、遺

跡サイトとの関連がある場合は、国家歴史遺産院(IPHAN：Instituto do Patrimônio 
Histórico Aritístico Nacional)が管轄となり、対象地の特徴によって、管轄となる関係

機関が多岐にわたる。長距離送電線建設事業の場合、用地取得対象地がこうした

様々なタイプの土地を通る可能性がある。 
 なお、ブ国では、都市省（Ministério das Cidades）が2013年に策定した省令（No.317）
でブ国政府のインフラ投資計画である「成長加速プログラム（PAC：Programa de 
Acceleração do Crecimento）」の実施における住民移転に関する対策・手続きとして

策定されている。それまでは、このように連邦レベルで統一した法令や規定はな

く、各ケース別に対処してきていた。 
 

e) 新技術導入の際の環境影響への検討 

 また、電力セクターの事業については、国家電力庁および鉱山エネルギー省が

所管しており、超電導送電のような新技術に係る環境への影響に関しては、これ

らの組織の担当部署の協力を得つつ、技術的な見地からの環境影響評価につき、

検討されることになる。 
 超電導送電では、電気設備の他、極低温設備、高圧ガス設備が設置されるため、

これらの機器について、また、布設場所（鉄道、道路に沿って布設する場合等）・

布設方法（地上、地下）によって関連する規制等、既存の環境規制・基準を確認

する必要がある。 
 

 送電線事業における環境社会配慮の課題 2）

a) 既存の都市近郊の交流送電線建設事業に係る課題 

 基本的に都市部は地価が高いことや用地取得が非常に困難になってきているこ

とから、通常の送電線よりも大容量で送電可能で用地取得が少なく、送電線の離

隔幅の設定も狭くなりうる超電導送電線の環境社会配慮上のメリットは大きくな

ることが予測される。より具体的には、対象となる事業地の状況で検証されるこ

ととなる。 
 

b) 既存の長距離高圧直流送電線建設事業に係る課題 

 アマゾン地域に新規建設した直近に完成した事業（ケース 1：「Porto Velho – 
Araraquara 600kV の高圧直流送電事業（No.1）」）、あるいは、現在建設中事業にお

ける環境影響評価報告のレビュー（ケース 2：「Xingu～Estreito 間 800kV 直流送電
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線建設事業」2）からは、ブ国の長距離送電線建設事業における環境社会配慮で特

に留意されるべき点として、以下の点がある。 
 

 自然環境面で最も影響の可能性が懸念されるのは森林が密集し、動植物相が多

様なアマゾン地域である。工事時のみならず、運用期間も念頭にした長期の自

然環境への影響については詳細な分析が求められる。 
 社会面では、伝統的なインディオやキロンボのコミュニティの近隣を通過する

場合に必要となる配慮の検討が求められている。また、アマゾンの奥地のよう

な未踏の地については、工事に入って初めて判明する遺跡・遺産等の可能性も

ある。 
 
ケース 1「Porto Velho – Araraquara 600kV の高圧直流送電事業（No.1）」 

 本事業は、Rondônia 州に新規建設された Girau 水力発電所（設備容量 3,750MW）

および Santo Antônio 水力発電所（設備容量 3,150MW）で発電した電力を São Paulo
州へ供給するため、Rondônia 州の Porto Velho から São Paulo 州 Araraquara 2 変電所

へ 2,369km に及ぶ長距離の 600kV の高圧直流送電線を建設したものである。工事

開始は 2009 年、運用開始は 2015 年 3 月である。主な設備内容な下表のとおりで

ある。 
 

表 4.21 Porto Velho – Araraquara 間 600kV 直流送電線事業（No.1）の設備概要 
項目 概要 
事業者 IE Madeira S.A. 
送電電圧 直流 600kV 最大電力量 3,150MW  

送電線敷設距離

と 
ルート 

2,369km（Rondonia 州 Porto Velho～São Paulo 州 Araraquara） 
5 州（Rondônia 州、Mato Grosso 州、Goiás 州、Minas Gerais 州、São Paulo
州）、87 市・郡を通る。 

直流⇔交流 
変換設備 

Porto Velho 変電所に交流／直流の変換器 2 x 400MW を設置 
Araraquara 2 変電所に直流／交流の変換器を設置 

鉄塔 高さ 27m～58m の自立鉄塔（計画 1,000）および支線付鉄柱（計画 4,000） 
用地 送電線：離隔幅 79m 

鉄塔：自立鉄塔: 平均 1,600m2 (40m x 40m)、支線付鉄柱: 平均 3,000m2 
(60m x 50m) 

（出典： IE Madeira S.A. “Relatório de Impacto Ambiental : Linha de Tranmissão 600kV Corrente Contínua 
Coletora Porto Velho – Araraquara 2 No.1” 2011.）  

                                                   
2
 本報告書の他の箇所では、「Xingu～Terminal Rio 間 800kV直流送電線建設事業」について参照されてい

るが、工事時点の環境評価報告書について、この事業についてはまだ公表されていない。同じように

Belomonte 水力発電所から南東部へ建設されるもう１つの送電線「Xingu〜Estreito間の 800kVの送電線事

業」については、すでに建設時の環境評価報告書が公表されており、この送電線の経路は Xingu～Terminal 

Rio 間とほぼ同じ州を通過しており、状況はある程度類似していることから環境影響の考察については、

「Xingu〜Estreito間の 800kVの送電線事業」の方をとりあげた。 
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 環境影響評価での主な課題 

 本事業計画時の環境影響評価における課題は以下のとおり指摘されていた。送

電経路は 3 つの代替案を比較検討し、環境社会影響が相対的に小さいと判断され

た案が選択された。 
 
 

【自然環境】 
 環境影響評価で課題としてあげられている内容は下表のとおりとなり、自然環境へ

の影響は、主に建設時に関する事項が指摘されている。 
 本事業の送電線の経路は、ブ国のバイオーム（生物群系）の区分のうち、アマゾン(熱
帯雨林)、セラード(サバンナ気候の低木林)、大西洋海岸林（熱帯降雨林、熱帯季節林、

マングローブ、沿岸灌木林等から構成される）の 3 地域を通過する。自然環境への影

響が最も大きいのは、森林が密集しているアマゾン地域である。 
 送電線経路のうち、15 か所の保護区の近く、あるいは、保護区の一部を通過してい

る。15 か所の保護区の内訳は、連邦保護区 3 か所（国有林、生物保護区、国立公園）、

州保護区 6 か所（州立公園、環境保護区）、市・郡保護区（市あるいは郡立公園、環境

保護区）、および民有保護区 2 か所となっている。そのうち、送電線は 4 か所の市郡、

州の保護区の一部、通過距離は合計 22.1Km である。残りの 11 か所との保護区と送電

線経路との距離で最も近い箇所で 0.3km、最も遠い箇所で 9.9km 離れたと位置を通過し

ている。 
 

  



 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 

74 

 

表 4.22 Porto Velho – Araraquara 間 600kV直流送電線事業（No.1）の自然環境影響の課題
と対応策 

課題 時期 
内容 対応策の提案 

建設時 運用時 

植
物
相 

植生の損失 ✔  送電線の離隔幅、鉄塔の設置場所、変換所におい

て、既存の植物を伐採する必要あり。最も影響が

大きいのはアマゾン地域。送電線の通過ルートの

うち、森林が密集する地域では、6～10mの幅で、

植物が少ない地域では 3～5m幅で既存の植物の

クリアランスが必要。鉄塔は、1鉄塔あたり、平
均 1,600m2～3,000m2の面積で植生が失われる。 

植生のモニタリングおよ

び植物保全、環境影響回復

のプログラム 

動
物
相 

動物の生息の

変化 
✔  送電線は多様な種類の生物が生息している地域

を通過する。種の保存のため、食糧を探すための

移動経路を遮断する可能性あり。特に森林が密集

しているアマゾン地域において影響が考えられ

る。セラードや大西洋海岸林地域については、さ

ほど植生が密集しておらず、動物も移動に慣れて

いるため、影響はより少ない。大西洋森林地域に

おいては、一部の経路ですでに伐採されている地

域を通過する。 

動物相モニタリング、動物

相の救出と管理、動物の事

故の予防、環境影響回復の

プログラム 

動物への脅威 ✔  送電線建設に伴う植生の損失や工事機材の搬入

や工事労働者の往来によって、動物の移動が発

生。ひいては、多様な生物の種の個体数の減少に

つながる可能性がある。 

建設の環境計画、動物相の

モニタリング、救出と管理

プログラム 

動物の事故リ

スク 
✔  工事中に動物が溝に落ちたり、轢かれたりして、

死亡に至る場合もある。 
動物相のモニタリング、建

設の環境計画、環境教育プ

ログラム、建設労働者向け

環境教育サブプログラム、

動物の事故予防プログラ

ム 

公
害 

土壌浸食の 
誘発 

✔  送電線の建設植生の損失により、浸食に脆弱にな

る可能性がある。 
土壌侵食の予防・抑制プロ

グラム、環境影響回復プロ

グラム、建設環境計画 

（出典： IE Madeira S.A. “Relatório de Impacto Ambiental : Linha de Tranmissão 600kV Corrente Contínua 
Coletora Porto Velho – Araraquara 2 No.1” 2011. ） 
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【社会環境】 
 本事業に住民移転は伴わない。社会環境への影響についても自然環境への影響と同

様、ほとんど建設時の課題である。鉱山開発活動、遺跡サイト、近隣のキロンボやイ

ンディオのコミュニティへの影響を確認すること等が示されている。 
 歴史的、文化的遺跡サイトについては、環境影響評価のスタディを行う前に、送電

線が通過する市・郡には遺跡が 621 カ所あったといわれている。ここでいう「遺跡」

とは、古い時代の人々の居住地跡、骨や石でできた生活道具、墓の跡、等である。対

象地域のうち、そのような遺跡がもっとも数が多いのは Mato Grosso 州で 304 カ所、次

に Rôndonia 州で 228 カ所、Goiás 州 67 カ所と続いており、アマゾン、パンタナル地域

に集中している。環境影響評価実施中にさらに 15 カ所の新しい遺跡サイトが見つかっ

ているが、報告書によると、送電線ルートのうち、アクセス可能でない地域があるた

め、今後、建設中に新しいサイトが発見される可能性があるとしている。同報告書に

よると、送電線経路の近くにある既存の遺跡サイトは 8 か所特定されており、うち 6
か所については、数千年前にさかのぼる遺跡で、2 か所は比較的近年であると報告され

ている。 
 

表 4.23 Porto Velho – Araraquara 間 600kV 直流送電線事業（No.1）の社会環境影響の課題

と対応策 

課題 
時期 

内容 対応策の提案 
建設時 運用時 

経
済
活
動 

鉱山開発へ影響 ✔  送電線は、鉱物が埋蔵されるとみられる

197 の地域を通過する。そのうちいくつか

は、鉱山開発事業のコンセッションがすで

に供与されている。これらの地域に送電線

建設を行うためには、事業者と国家鉱物局

（DNPM）と活動の一次停止について、補

償事項も含め、交渉する必要がある。 

鉱山開発事業進捗調整プ

ログラム 
 

生産的で利便性のあ

る土地の損失 
✔  送電線通過地において、植林、サトウキビ

畑、焼畑の習慣等があり、事業実施によっ

てそのような活動が制限される場合の補

償が必要である。 

プロジェクト用地制度化

プログラム、社会コミュ

ニケーションプログラ

ム、環境教育プログラム 

文
化
遺
産 

遺跡サイトへの影響

のリスク 
✔  植生の伐採、土木作業、労働者と車両の往

来の遺跡サイトへの影響の可能性がある。

国家歴史遺産院（IPHAN）から建設事業開

始前に調査によってこれらの完全にサイ

トを特定するようと求められる。 

建設環境計画、遺跡調査

プログラムの実施 

労
働
者
環
境
・
衛
生 

有害動物の事故の

リスク 
✔  送電線の離隔幅を確保する工事中に、コ

ブラ、蜘蛛、スコーピオン、蜂などの有

害動物に工事労働者が襲われるリスクが

ある。 

動物相モニタリングプ

ログラム、建設環境計

画、環境教育プログラ

ム、建設労働者向け環

境教育プログラム 
伝染病の増加 ✔  工事対象地域は、マラリアやデング熱の

リスクがあり、それらの地域への労働者

増加で公共衛生施設に負担をかける。 

伝染病対策プログラ

ム、建設環境計画 

性感染症、エイズ等

の増加 
✔  特にアマゾン地域においての労働者数増

加で、性感染症、エイズの増加のリスクが

ある。 

建設環境計画、社会コミ

ュニケーションプログラ

ム、環境教育プログラム、
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課題 
時期 

内容 対応策の提案 
建設時 運用時 

労働者向けの環境教育の

サブプログラム 

原
住
民
・
少
数
民
族 

キロンボのコミュニ

ティへの影響 
✔  送電線の近くに 7 つのコミュニティがある

ことが特定されている。彼らの自給自足農

業への影響、労働者の往来によるインパク

ト。すなわち、それらのコミュニティの慣

習や生活様式に精通していないために引

き起こされる影響。 

キロンボーラの活動計

画、建設環境計画。プロ

ジェクト用地制度化プロ

グラム、社会コミュニケ

ーションプログラム、環

境教育プログラム 
インディアのコミュ

ニティへの影響 
✔  送電線はインディオの土地は通過しない

ことになっているが、国家インディオ財団

（FUNAI）は Matto Grosso 州、Rôndonia 州
における 9 カ所のインディオ地域への影響

を指摘している。これらの地域で隣接する

場所で工事に伴う車両や労働者の往来が

あると、狩猟、魚釣り、林産物採取等のイ

ンディオの活動や習慣に影響を与えうる。 

FUNAI の提案の遵守、建

設環境計画、社会コミュ

ニケーション、インディ

オの人々向けの社会コミ

ュニケーションサブプロ

グラム、環境教育プログ

ラム、労働者への環境教

育サブプログラム、イン

ディ関連テーマに焦点を

あてた労働者環境教育、

都市移動と交通安全プロ

グラム 

社
会
サ
ー
ビ
ス 

電力システムの信頼

性の向上 
（正のインパクト） 
 
 
 

 ✔ 全国系統システム（SIN）への新たな水力

発電所からの電力供給により、停電リスク

の減少等が期待できる。 

社会コミュニケーション

プロログラム 

公

共

安

全 

電気の事故のリスク  ✔ 送電線に関しては、子供の遊びの凧揚げや

鉄塔の不適切な階段設備等により、電気事

故リスクがある。 

プロジェクト用地制度化

プログラム、社会コミュ

ニケーションプログラム 

（出典：IE Madeira “Relatório de Impacto Ambiental : Linha de Tranmissão 600kV Corrente Contínua Coletora 
Porto Velho – Araraquara 2 No.11” 2011. ） 
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ケース 2「Xingu～Estreito 間 800kV 直流送電線建設事業」 
 本事業は、北部アマゾン地域の Para 州において新規建設された Belo Monte 水力

発電所（11,233MW）の電力を南東部へ供給する目的で、Para 州の Xingu 変電所か

ら Minas Gerais 州 Estreito 変電所まで 2,086.86.km に及ぶ長距離の 800kV の超高圧

直流送電線を建設するものである。主な設備の概要は下表のとおりとなっている。 
 

表 4.24 Xing–Estreito 間 800kV 直流送電線事業の概要 
項目 概要 
事業者 Belo Monte Transmissora de Energia SPE S.A. (BMTE) 
送電電圧 直流 800kV   

送電線距離と 
ルート 

2,086.86km（Para 州 Xingu～Minas Gerais 州 Estreito） 
4 州（Para 州、Tocantins 州、Goiás 州、Minas Gerais 州）、65 市・郡を通

る。 
直流⇔交流 
変換設備 

Xingu 変電所の隣に交流／直流の変換器の設置（用地 99.89ha） 
Estreito 変電所の隣に直流／交流の変換器の設置（用地 50ha） 

鉄塔 自立鉄塔(計画：2,999)および支線付鉄柱（計画：750） 

用地 送電線：離隔幅 100m（Para 州 Abapu～Goiás 州 Uruaçu） 
    離隔幅 110m（Goiás 州 Uruaçu ～ Minas Gerais 州 Ibiraci）   

鉄塔：自立鉄塔: 平均 2,500m2 (50m x 50m)、支線付鉄柱: 平均 3,000m2 
(60m x 50m) 

（出典：Belo Monte Transmissora de Energira SPE S.A. “Relatório de Impacto Ambiental : Linha de Tranmissão 
Corrente Contínua 800kVXIngu / Estreito ” 2015. ） 
 

 環境影響評価での主な課題 
 本事業建設時の環境影響評価における課題は以下のとおり指摘されていた。送

電経路は 8 つの代替案を比較検討し、環境社会影響が相対的に小さいと判断され

た案が選択された。この事業の RIMA によると、環境影響評価は、その重要性と

規模の面からインパクトの大きさが評価されており、重要性と規模の面において

自然環境面でインパクトが最も大きいとされている課題は、次の項目であった。 
 

重要性が高く、大規模 
 植生の減少（建設時） 
 近隣の固有種の植生の分断化・連続性への変化 (建設時、運用時) 
 建設用地、送電線の離隔の設定による土地利用の制限や用地取得（建設時） 
 事業による土地利用規制の過程においてキロンボのコミュニティとの交渉

（運用時） 
 
重要性は高いが規模は中程度 

 各地の固有種の動物の生存地域の減少(建設時) 
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 なお、通常の送電事業のケースと同様、直接的、間接的雇用創出（建設時、運

用時）、地方税収の増加(建設時)、全国連系系統への電力供給増（運用時）は正の
インパクトとしてあげられている。 
 
各項目の詳細は以下のとおりである。 
 

【自然環境】 
 本事業の送電線の経路は、ブ国のバイオーム（生物群系）の区分のうち、アマゾン(熱
帯雨林)、セラード(サバンナ気候の低木林)の 2 地域を通過する。自然環境へのインパ
クトがより大きいのはアマゾンである。 
 環境影響報告書（RIMA）によると、送電線経路の近くには、保護区が 10カ所ある。
その内訳は、統合保全地域の保護区は 4か所（連邦保護区 2、州保護区 1、市郡保護区
1）と持続的利用可能保全地域 6 カ所（連邦保護区 4、州保護区 2）である。アマゾン
地域のパラ州に送電線周辺の保護区の数が多い。送電線経路はそれらの保護区内を直

接的に横断していないが、Tairapé の生物保護区のバッファーゾーンを 16km 通過して

いる。 
 

表 4.25 Xing–Estreito間 800kV直流送電線事業の自然環境影響の主な課題と対応策 

課題 
評価 

内容 対応策の提案 
建設時 運用時 

保
護
区 

保護区への影響 

○○  

Tairapéの生物保護区のバッファーゾーン16km
を通過。保護区境界線からは 14.5km 離れた箇

所である。送電線建設時に土壌、水流、植生へ

の影響がある。 

 プロジェクト環境最

適化プログラム 

 建設環境計画 

 環境影響がある地域

の回復プログラム 

 植生の植替えプログ

ラム 

 建設時環境マネジメ

ントプログラム 

 環境教育プログラム 

 植生保全プログラム 

 環境補償計画 

 運用時の社会環境マ

ネジメントプログラ

ム 

植
物
相 

植生・生息環境の

減少 ◎◎◎  

送電線の離隔幅、鉄塔の設置場所、変換所建設

の工事で、既存の固有種の植物の植生が減少す

ると要因となりうる。 

保護種・絶滅危惧

種の植物数の変

化 
△  

土木工事の影響で、アマゾンおよびセラードバ

イオームにおける固有種の植物相形成に影響

しうる。 
近隣の固有種の

植生の分断化・連

続 性 へ の 変 化 
(建設時、運用時) 

◎◎◎ ◎◎◎ 

建設時および運用時の植物の伐採で、場合によ

っては、固有種の郡生している植物群の分断化

がありうる。 

周辺に残存した

植生の変化 
○○ ○○ 

固有種の種類によっては、建設時・運用時に植

物が伐採され、設備が建設されることにより、

周辺に郡生している植物群への影響がありう

る。 
周辺に残存した

植生に火事発生

リスクの拡大 
○○ ○○ 

自然の植生地に機器の運搬等で労働者の往来

が増加により、火事のリスクがありうる。運用

時には事故放電による火事の可能性がある。 
アクセスの建設/
向上で周辺に残

存する植物への

 △ 
工事により、以前はアクセス不能あるいは困難

な事業地へのアクセスが向上することで、他の

人々の往来も発生し、周辺の植生への影響の可
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課題 評価 内容 対応策の提案 

影響 能性がある。 
送電線運用時の

植物の伐採によ

る二次的植生再

生の抑制 

 △ 

運用時には保守管理の観点から鉄塔、送電線周

辺の植生の伐採を頻繁に行う必要があるため、

植生への影響がありうる。 

動
物
相 

土地固有種の動

物の生息圏の減

少 
◎◎  

動物群によっては、植生の伐採による生息地の

環境の変化により、影響をうける場合もありう

る。 

 建設時環境計画 

 植生の植替えプログ

ラム 

 環境教育プログラム 

 植生保全・モニタリン

グプログラム 

 運用時の社会環境マ

ネジメントプログラ

ム 

 

工事中の動物の

逃避 ○○  
工事中の騒音発生や労働者の往来により、様々

な種の動物の近隣地域へ移動し、生息範囲に影

響しうる。 
狩猟の増大のリ

スク △  
工事中の労働者の往来増、アクセス道路の建設

により、特に保全地域での狩猟の増大へとつな

がりうる。 
建設時の陸上動

物の事故 ○  
鉄塔の基礎工事のための掘削や植物の伐採、工

事に関連した交通量の増大により、動物が事故

にあう可能性がある。 
運用時の鳥類の

事故  ○○ 
運用時に鳥類が送電線や鉄塔に衝突するリス

クが増大する。 
建設時に人間に

有害な動物(病原
菌をもつ、あるい

は環境の悪化を

招く動物)の誘引 

○  

工事労働者の宿泊場所や工事現場に犬、猫、鳩、

ネズミ等の動物が増える可能性があり、それら

の動物を介して、野生動物や労働者へ伝染病が

感染するリスクが増大する可能性がある。 

地
形 

自然の空洞、洞窟

等への影響 △  
鉄塔の基礎工事や変換所建設の際の掘削や地

ならしで地中の空洞、くぼみ等の地形に影響し

うる。 

 プロジェクト環境最

適化プログラム 

 建設環境計画 

 環境影響がある地域

の回復プログラム 

 植生の植替えプログ

ラム 

 建設時環境マネジメ

ントプログラム 

 運用時の社会環境マ

ネジメントプログラ

ム 

公
害 

水質汚染、沈泥、

排水汚染 ○○  
建設時において、周辺の水流の水質汚染、沈泥、

排水がある。 

土壌侵食、土壌汚

染 
○○  

建設時において建設工事の影響による地面の

変化により、新たな土壌侵食、あるいは、すで

にあった土壌侵食を悪化させる可能性がある。

また、工事に使用した危険かつ有毒物質が周辺

の土壌に流れ、土壌汚染の原因となりうる。 
大気汚染 

○○  

建設時において、工事中に発生する土埃、工事

車両の通行増等で大気の質に影響する。 

（出典：Belo Monte Transmissora de Energira SPE S.A. “Relatório de Impacto Ambiental : Linha de Tranmissão 
Corrente Contínua 800kVXIngu / Estreito ” 2015. ） 
 
凡例：◎重要性が高い ○重要性は中程度 △重要性は低い 

◎、○、△の数は影響の規模の大きさを表す。3つは大規模、2つは中規模、1つは小規模。 
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【社会環境】 
 本事業の RIMA によると、住民移転が起こりうるか否かはまだ明確ではないが、土

地の登記状況の確認、土地所有者の特定から始めるべきことが述べられている。想定

されている主要な社会影響は、ほとんど建設時の課題である。ゴイアス州において、

特にキロンボーラが 6 カ所特定されている。中でも 1 カ所（Pombal）においては送電

線から 5km 以内の場所に位置しており、影響を確認することが指摘されている。なお、

インディオのコミュニティの送電線通過はないと報告されている。 
 送電線の経路付近の考古学的、歴史的な遺産や遺跡サイトについては、既存の資料

などから 42 カ所が特定されているが、実際の実地調査でより完全に把握すべきとされ

ている。 
社会環境への影響についても自然環境への影響と同様、多くは建設時の課題である。

鉱山開発活動、遺跡サイト、近隣のキロンボやインディオのコミュニティへの影響を

確認すべきであることが指摘されている。 

表 4.26  Xingu–Estreito 間 800kV 直流送電線事業の社会環境影響の主な課題と対応策 

課題 
時期 

内容 対応策の提案 
建設時 運用時 

物
理
的
イ
ン
フ
ラ 

建設時の農村道

路、道路、鉄道へ

の影響 
△  

建設時の送電線敷設の際の道路、鉄道の通過で

交通に影響しうる。 
 プロジェクト環境最適

化プログラム 

 建設環境計画 

 建設時労働安全・衛生

プログラム 

 建設時環境マネジメン

トプログラム 

 建設時社会コミュニケ

ーションプログラム 

 環境教育プログラム 

 地元コミュニティへの

地方政府支援プログラ

ム 

 鉱山開発プロセスマネ

ージメントプログラム 

 考古学、歴史、文化、

古代、洞窟の遺産のマ

ネジメントプログラム 

 公衆衛生プログラム 

 環境補償プログラム 

 地役権設定管理プログ

ラム 

建設時の地元の

農村道路のキャ

パシティの適正

化 

○○  

建設時の工事車両の増加で、輸送量に制約のあ

る農村道路では交通状況の悪化が起こりうる。 

既存の農村道路

の適正化 △  
工事用車両が通行する道路においては、重量の

ある車両の交通量増大が予測されるため、信号

機建設や舗装の改良工事が必要となる。 
飛行場、飛行経路

への影響  △ 
飛行場や航空機の飛行経路が関連する場合は、

送電線の位置には留意が必要である。 
都市開発計画へ

の影響  △ 
都市地域の近くにある場合には、送電線の位置

は、都市インフラ網拡大の障壁となりうる。 

市郡の設備サー

ビス負担増の可

能性 ○○  

工事労働者の宿泊場所となる市郡においては

ゴミの量の増加やホテル、銀行、レストラン、

スーパーなどの利用者が急増することになり、

住民に対するサービスの質が悪化することが

ある。 

社
会
イ
ン
フ
ラ 

建設時の保健イ

ンフラへの需要

増大 
○○  

工事現場での建設労働者の事故、動物の事故等

により、事業地周辺の保健インフラへの需要が

増大する可能性がある。 
建設時のその他

の社会インフラ

への需要増大 

△  

建設労働者が家族とともに現場に居住する場

合、教育施設や警察等への需要が増大する可能

性がある。 
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課題 
時期 

内容 対応策の提案 
建設時 運用時 

経
済
活
動 

農業生産の損失 
△  

主に鉄塔付近において農地の損失の影響があ

りうる。 
 

 運用時環境マネジメン

トプログラム 

 運用時労働安全・衛生

プログラム 

直接・間接的雇用

の増大 

◎◎ ◎◎ 

本事業では送電建設で 5,592 の直接雇用が創出

されることが推定される。工事の機器のリース

契約も含めると、対象地域全体で 6,710 の雇用

の創出が推定される。運用時においての雇用創

出は主に正規の技術者の雇用創出である。プロ

ジェクト地域の労働市場からの直接雇用は限

られる。 
鉱山開発へ影響 

△  
送電経路が鉱山開発活動の地点を通る際には

多少、活動への影響がありうる。 
建設用地、送電線

の離隔の設定に

よる土地利用の

制限や用地取得 

◎◎◎  

送電線の離隔の設定で、その範囲内には建物建

設制限があるが、農業活動は継続できる。火を

利用する活動や木の種類によっては栽培制限

がある。 
Araguaia 川の船

の航行への影響 △  
Araguaia 川を通る送電線の建設時においては河

川の船の航行に影響しうる。 

地方政府の税収

増 ◎◎  

建設時において、プロジェクト対象地の市郡で

は、土木工事に関する税収が増加する見込みが

ある。 

全国連系線（SIN）

への電力供給増 
 ◎◎◎ 

本事業の送電線の建設で Belo Monte 水力発電

所の電力が南東部へ供給されることとなり、電

力供給増および全国連系線の信頼性の向上に

貢献する。 
インフォーマル

産業進出のリス

ク 
△  

建設中の労働者の居住地においてインフォー

マル産業（特に食糧、衣服、電子機器等の分野）

の進出が予測される。 
地方経済の景気

後退 
○○  

建設時当初において、プロジェクト地域での商

業活動サービスの活発化は予測されるが、工事

終了とともにこうした経済活動は後退するこ

とが予測される。 

住
民
生
活 

住宅の移設・改良

の必要性 ○○  
プロジェクトの具体的実施に伴い、住居や用地

の所有者の登記が行われた上で、正確な被影響

者の人数や用地取得の範囲が特定されうる。 
工事現場周辺の

住民の生活の質

への影響 
○○  

工事現場周辺に住民がいる場合、騒音、振動、

大気汚染物質の排出は住民の生活の質に影響

する。 
工事現場労働者

の宿泊所設営・運

営による住民の

生活の質への影

響 

○○  

工事労働者の宿泊施設の建設において、騒音、

埃、振動等、また、宿泊施設へのアクセスの工

事において交通量増加の影響も考えられる。宿

泊施設の場所が地域住民から離れた場所であ

れば影響はないが、近隣に住民がいる場合は影

響が考えられる。 
景観の変化 

○○  
送電線建設は景観の変化がある。北部の

Tocantins 州から Estreito 変換所の区間はすでに

人的影響で景観は変化している。 
電磁波により影

響  △ 
運用時において送電線からの電磁波があり、送

電線に非常に接近した場所にいる場合は影響

がある。 
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課題 
時期 

内容 対応策の提案 
建設時 運用時 

事業周辺のコミ

ュニティの財サ

ービスの消費の

増加 

○○  

工事労働者の宿泊地周辺の市郡では財・サービ

ス消費が増大する可能性がある。 

地元住民と工事

労働者との争い ○○  
工事労働者と彼らの宿泊施設近隣の住民との

間で、慣習の違い等から争いとなることがあ

る。 
工事現場作業の

車両往来による

交通事故のリス

ク 

△  

建設工事により、作業用車両の交通量が増加

し、安全面のリスクが増大する。 

建設時の感染症

感染増のリスク   
森林地域の工事で工事労働者の集中的な増加

で、特にマラリアのように、媒介動物を通じた

病原体が伝染するリスクがある。 
性感染症、エイズ

等の増加 ○○  
特にアマゾン地域においての労働者数増加は、

性感染症、エイズの増加のリスクがある。 

歴
史
・
文
化
遺
産 

遺跡の損害のリ

スク 
○○  

植生の伐採、土木作業、労働者と車両の往来の

遺跡サイトへの影響の可能性がある。国家歴史

遺産院（IPHAN）から建設事業開始前に調査に

よってこれらのサイトを完全に特定するよう

に求められる。 
土の中の化石の

損害のリスク 
△  

鉄塔の基礎工事や変換所建設の際の掘削や地

ならしの作業の際に、土の中の化石へ損害を与

える可能性がある。 

労
働
者
環
境
・
衛
生 

労働事故のリス

ク ○○  
危険を伴う作業がある送電線建設工事の場

合、様々なレベルで作業事故のリスクがある。 
地域特有の有害

動物の接触事故

のリスク 
△  

送電線の離隔幅を確保する工事中に、コブラ、

蜘蛛、スコーピオン、蜂などの有害動物に工

事労働者が襲われるリスクがある。 
伝染病の増加 

△  
工事対象地域は、マラリアやデング熱のリス

クがあり、それらの地域への労働者増加で公

共衛生施設に負担をかける。 

原
住
民
・
少
数
民
族 

キロンボのコミ

ュニティへの影

響 
 ◎◎◎ 

土地所有の証明の確認と土地利用の規制の過

程で、これらのコミュニティ（ゴイアス州 Santa 
Rida do Novo Destino の Pombal キロンボーラ）

への干渉あり。 

（出典：Belo Monte Transmissora de Energira SPE S.A. “Relatório de Impacto Ambiental : Linha de Tranmissão 
Corrente Contínua 800kVXIngu / Estreito ” 2015. ） 

 
凡例：◎重要性が高い ○重要性は中程度 △重要性は低い 

◎、○、△の数は影響の規模の大きさを表す。3 つは大規模、2 つは中規模、1 つは小規模。  
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c) 既存の送電線事業を超電導送電方式による実施を想定した場合の比較検討 

 

 800 kV 超高圧送電線の例と超電導送電とした場合の比較検討 
下表のとおり、直流超電動送電で建設する場合、鉄塔が不要であり、その代わ

り従来にはない冷却装置分の用地が必要であるが、鉄塔設置との比較では、要す

る用地は少なくなると予測されること、送電線の離隔幅についても大幅に減少可

能であること等の点において、環境社会影響の軽減が予測される。 
 

表 4.27 各事業の機器構成の仕様と環境影響 

（出典：調査団作成） 
  

項目 800kV 直流超高圧送電線の例 直流超電導送電線を想定した例 
送電線仕様、

敷設方法 
架空線 
 

超電導送電ケーブル 直径：140mm  
地下および地上 

直流⇔交流 
変換設備 

Xingu 変電所の隣に交流／直流の

変換器の設置（用地） 
Estreito変電所の隣に直流／交流の

変換器の設置（用地 50ha） 

左記と同様 

鉄塔 自立鉄塔(計画：2,999)および支線

付鉄柱（計画：750） 
 

冷却装置  装置タイプ／電圧により 10km〜20km
ごとに設置、数量 240〜475 

用地 送電線：離隔幅 100m（Para州Abapu
～Goiás 州 Uruaçu）、離隔幅 110m
（Goiás 州 Uruaçu ～ Minas Gerais
州 Ibiraci） 
   

鉄塔：自立鉄塔: 平均 2,500m2 (50m 
x 50m)、支線付鉄柱: 平均 3,000m2 
(60m x 50m) 
 
Xingu 変電所の交直変換器設置用

地（99.89ha） 
Estreito変電所の交直変換器の設置

用地（50ha） 

送電線：地中設置の場合、1 相あたり直

径 20cm 程度の保護管を離隔幅なしで

設置可能 
 
冷却装置の設置用地（海外コンテナ 2
つ分程度の用地(12m×5m) 
 
Xingu 変電所の交直変換器設置用地 
Estreito 変電所の交直変換器の設置用地

は左記と同様に必要 



 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 

84 

 超電導送電導入における周囲環境への影響 3）

a) 敷設スペースの縮小 

 超電導ケーブルは、従来のケーブルと同等以上の送電容量を数分の一の大きさ

のケーブルで実現可能であり、敷設スペースの縮小をはかることができ、また、

送電電圧を低減することが可能となる。検討例として、交流送電 3 回線、送電容

量 700MV の場合の、従来のケーブルと超電導ケーブルの敷設スペースの比較を示

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.24 ケーブルの敷設スペース比較の例 
（出典：調査団作成） 

 
 

 ケーブルの取替、および新規にケーブルを敷設する際に、既設のケーブル管路

が利用できることから、土木工事範囲を縮小することができ、周囲環境に与える

影響を小さくすることが可能である。 
 

b) 電磁界の低減 

 架空送電線や地中送電線は、漏えい磁界の問題があり、送電線周囲の電磁界の強

度は一定値以下にする必要がある。超電導ケーブルの場合、電磁界が低減できるた

め、電磁界の影響を低減できることに加えて、ケーブル敷設時の制限を緩和するこ

とができる。 
 

c) 送電線用地 

 超電導ケーブルは抵抗がほぼゼロになるため、敷設ルートとして、必ずしも最短

ルートを選定する必要はない。道路沿いに敷設するなどして、送電線用地取得に伴

う環境への影響を低減することができる。 
 

従来型ケーブル 超電導ケーブル 
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4.7.3  設備構成 

 長距離直流超電導送電を実現するための技術検討 1）

長距離直流超電導送電を実現するための主な技術検討要件相関図を図 4.25 に示す。

また、各技術要素間における技術検討事項を表 4.28 に示す。 
長距離超電導送電は、現時点においては、実送電システムとして確立された技術で

はないため、表 4.28 に示すとおり、数多くの技術的要求事項を個々にクリアして、シ

ステム全体としての最適化を図る必要がある。各要素技術における要求事項は、相互

に相反する場合が多く、これらの課題を解決するためには、各メーカ間での技術的要

求事項の検討と調整が必要不可欠となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.25 各構成要素間および運用・保守面を含めた技術検討要件相関図 
（出典：調査団作成） 

 

超電導線材

ケーブル

冷却装置 変換装置

電力系統運用 設備保守管理

①ケーブル構成

②ケーブルサイズ

③ケーブル布設
④定格電圧･電流

超電導機器メーカ

ブラジル電力セクター

⑤冷却装置運用保守方法 ⑥超電導設備保護方法
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表 4.28 技術検討要件 
項目 技術的要求事項 技術的課題 

①
ケ
ー
ブ
ル
構
成 

・超電導線材･ケーブル 
ケーブル構成は以下が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
それぞれの構成の比較は以下のとおり。 

 ①1 導体 
×2 条 

②同軸 
×1 条 

③1 導体 
×3 条 

④同軸 
×2 条 

信頼度 低い 最も低い 高い 高い 
線材量* 2 2 3 4 
冷却装置

構成 
2 重化 
×2 系 

2 重化 
×1 系 

1 重化 
×3 系 

1 重化 
×2 系 

*: 1 導体ケーブル 1 条を 1、同軸ケーブル 1 条を 2 と想定した。 
 

・冷却装置 
ケーブル構成により、冷却装置構成も変わる。また、要求される

信頼度により、装置の 2 重化についても検討する必要が出てくる。 
1 導体ケーブルを使用するか、同軸ケーブルを使用するかで、冷

却装置に要求される能力が変わってくる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ケーブル構成と冷却

装置の構成および性

能は、相互に関連し

ており、システムの

信頼度、運用保守方

法、コストを考慮し

て決定する必要があ

る。 
 
 

① 1 導体ケーブル×2 条 ② 同軸ケーブル×1 条 

③ 1 導体ケーブル×3 条 ④ 同軸ケーブル×2 条 

 

超電導層 

絶縁層  

超電導層 

絶縁層 

1 導体ケーブル 同軸ケーブル 

冷却用冷媒流路 

同軸ケーブルは超電導層が二重になっており、内側の超電導層までを冷却

する必要があるため、要求される冷却性能が高い。 
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項目 技術的要求事項 技術的課題 

②
ケ
ー
ブ
ル
サ
イ
ズ 

・冷却装置 
冷媒循環の損失低減のためには、ケーブル外径を大きくする必要

あり。 
 
・超電導線材･ケーブル 

製造能力面からケーブル外径に制約あり。 
ケーブル外径により断熱管の材質を選定する必要あり。 
輸送制約条件をクリアできるケーブル外径とする必要あり。 

ケーブルの製造・輸

送制約条件と冷却装

置を含めたシステム

としてのトータルコ

ストを検討して選定

する必要がある。 

③
ケ
ー
ブ
ル
敷
設 

・超電導線材･ケーブル 
ラック固定、トラフ収納、地中埋設の方法から選択 
 

・冷却装置 
ケーブル敷設方法にもとづき、冷却装置のケーブルへの接続方法

を決定する。 
 

ケーブル敷設方法、

冷却装置のケーブル

への接続方法は、コ

スト、環境への影響、

保安対策を考慮して

決定する必要があ

る。 

④
定
格
電
圧･

電
流 

・超電導線材･ケーブル 
絶縁設計面から、定格電圧上限は現状 DC250kV 程度 
一方、定格電流の引き上げには対応可能 
 

・変換装置 
素子性能面から、定格電流の上限は現状 4～5kA 
一方、定格電圧の引き上げには対応可能  
 

超電導線材･ケーブ

ルと変換装置の間

で、技術的な開発可

能性を考慮して定格

電圧･電流を選定す

る必要がある。 

⑤
冷
却
装
置
運
用
・
保
守
方
法 

・冷却装置 
信頼度確保の観点から、必要に応じて装置の 2 重化等の対策を検

討する。 
 
・設備保守管理 

保守省力化の観点から、冷却装置の保守は簡素であることが望ま

しい。 
長距離送電の場合、保守省力化の必要性は高くなる。 
 
 

保守省力化と信頼度

確保、および運用保

守方法を考慮して、

冷却装置の装置構成

および仕様を決定す

る必要がある。 
 

⑥
超
電
導
設
備
保
護
方
法 

・電力系統運用 
超電導送電システムに具備する保護機能は、系統運用方法に適合

したものとする必要あり。 
 

・冷却装置 
冷却装置異常時には、場合により超電導送電システムの停止が必

要になるなど、系統運用面への影響が現れる。 
 
 

変換装置の保護機能

は現状の系統運用方

法に適合したものと

するほか、冷却装置

異常時の監視および

制御についても考慮

する必要がある。 

（出典：調査団作成） 
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第5章 超電導送電導入に関する検討 

 
5.1  直流、交流超電導送配電実用化の時期の検討 

 ブ国への超電導送配電の導入と実用化に関して、現地調査およびテレビ会議等を通

じて Eletrobras、CEPEL と協議し、図 5.1 に示すロードマップにまとめた。このロード

マップで目的とする導入対象の送配電線としては、架空送電線の地中化や、都市部配

電および都市近郊のサブトランスミッションで採用可能な交流超電導送配電と、アマ

ゾン川流域の発電所から南部需要等の大需要地までを接続する直流長距離超電導送電

がある。これらの導入は、図 5.1 に示すように大きく 3 ステップに分けることができ

る。以下に各ステップについて記す。 
 

 
（出典：調査団作成） 

図 5.1 超電導送配電導入のロードマップ 
 
 第 1ステップ：CEPEL によるラボラトリ試験を通じた R&D プロジェクト 1）

ブラジルでの超電導送電技術適用には、同国の電力ネットワークに適合した高温超

電導ケーブルシステム（High Temperature Superconductor（HTS））の試験的な開発が必

要であるが、そのためには、各要素の設計と試作･評価が必要となる。R&D プロジェク

トは、日本側の技術支援を受け、CEPEL が実施する。並行して、将来のパイロットプ

ラントへ向けた技術的・経済的観点からの FS 調査を実施する。また、必要に応じて超

電導ケーブルに関した人材の能力向上と設備の整備も検討する。 
詳細は 5.3 節に示す。 

 

 第 2ステップ：交流超電導ケーブルのパイロットプラント 2）

第 2 ステップは、交流送電を対象としたパイロットプラントによる、技術特性の実

証試験である。第 2 ステップは第 1 ステップで実施した R&D の評価及び FS 調査に基

づき実施する。パイロットプラントは電力系統に接続した形で実施するため CEPEL に

Steps 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

R&D of HTS cable

Construction

After Evaluation

After Evaluation

Practical use

Demonstartion

Feasibility Study

AC HTS Transmisson

R&D at CEPEL

AC HTS pilot plant

Study about DC HTS

Transmission

Technical support from Japanese

side including Feasibility study
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加えて Eletrobras 傘下の送電会社の参加が必須である。パイロットプラントは送電会社

の管理下にある場所に設置するのが望ましい。最適候補地の判断や実施形態、規模に

関しては第 1 ステップ実施中に並行して検討を行い、第 2 ステップの初期から実用化

ロードマップの検討を行う。第 2 ステップ終了に伴い、この評価を反映し、交流送電

の実用化を図ることになる。 
 
第 1 ステップ、第 2 ステップおよび交流超電導送配電の実用化までの工程を図 5.2

に示す。パイロットプラントについては 5.4 節で詳述する。 

 

（出典：調査団作成） 

図 5.2 交流超電導送配電実用化までのロードマップ 
 

 第 3ステップ：直流超電導送電の検討 3）

第 3 ステップは直流超電導送電に関する検討である。第 1 ステップと第 2 ステップ

で得られた知見を基に導入方法に関し具体的な検討を行う。さらに、現状の架空送電

線及び地中送電線との経済性評価は必要であり、超電導ケーブルの量産化を見通した

コスト議論を行う。直流長距離送電は 2,000～3,000km の長距離送電が対象となり、交

流超電導送電の経験なしにこれらの検討は行えないため、ここでは将来このステップ

について検討すると示すにとどめる。 
 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026～

R&D

Project 

Field Test 

with pilot 

plant

Practical  

Use

R&D for Evaluation of HTS system at CEPEL

Technical support from Japanese side including Feasibility Study

Demonstration study with pilot plant 

After evaluation

(Design, Manufacture)

Start preparation
for practical use

( Installation, Field Test)
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5.2  実証試験の実施に向けたボトルネック 

5.2.1  ブラジルにおける規制等 

 電力設備の設置に関する規制 1）

a) 電力設備の設置 

 超電導送電設備の設置においては、超電導ケーブルを敷設することとなる。都市部近郊

においては、超電導ケーブルは地中に敷設することが想定される。地中へのケーブル敷設

について、特に定められた規制はないが、ケーブルからの放熱量およびケーブルへの荷重

を考慮して、ケーブル間の離隔および地表面から敷設個所までの距離が決められる。これ

らの距離は個々のケースに応じて設計される。 

b) 高圧ガス設備 

超電導送電設備には冷却設備が必要であり、冷却設備には高圧ガス設備が含まれる。 

高圧ガス設備に関しては、設置に関する規制等は存在していない。その製作に関しては、

ブラジル規格 NR-13(CALDEIRAS, VASOS DE PRESSÃO E TUBULAÇÕES)にしたがうこと

となっており、これは ASME(アメリカ機械学会)規格に準じたものである。 

c) 系統連系要件 

AC パイロットプラントおよび DC パイロットプラントで実証試験を実施する場合、これ

らのパイロットプラントを実系統に連系する必要が生じる。電力設備を実系統に連系する

場合、所定の系統連系要件を満足する必要がある。この系統連系要件は ONS により定めら

れており、以下に示す構成となっている。 

表 5.1 系統連系要件 

Module Contents 

Module-1 The National Electric System Operator and the Grid Procedures 

Module-2 Minimum requirements for transmission facilities and performance indicators 

management 

Module-3 Access to transmission facilities 

Module-4 Expansions and reinforcements 

Module-5 Load forecasting consolidation 

Module-6 Planning and scheduling of electric operation 

Module-7 Energy operation planning 

Module-8 Daily schedule of Electro operation 

Module-9 Water resources and meteorology 

Module-10 Operation Procedures Manual 

Module-11 Protection and control 

Module-12 Measurement for billing 

Module-13 Telecommunications 

Module-14 Management of ancillary services 

Module-15 Management services and transmission charges 

Module-16 Maintenance monitoring 

Module-17 (Cancelled) information requirements between the ONS and Agents 
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Module Contents 

Module-18 Systems and computational models 

Module-19 Identification, treatment and penalties for non-compliance 

Module-20 Glossary of terms 

Module-21 Studies for enhanced electrical operational safety, systems control and 

integration facilities 

Module-22 Occurrences analysis and disturbances 

Module-23 Criteria for studies 

Module-24 Process facilities integration 

Module-25 Polling data, operating reports of the National Interconnected System and 

performance indicators 

Module-26 Operation mode of plants 

（出典：ONS） 

 

 輸入に関する手続 2）

貿易業務に関連する連邦・州・公社・機関として、以下のようなものがあげられる。 

- 開発商工省貿易局（MDIC/SECEX）：同局貿易業務部（DECEX）輸出入貿易管理の全般 

- 財務省連邦収税局（MF/RFB）：連邦税（関税、工業製品税等）、PIS/COFINS（社会統合

基金と社会保険融資負担金）の管理 

- 中央銀行為替局（DECAM）：外国資本、輸出入の為替管理 

- 各州政府の財務局（SF/Estado）：輸入に課税される商品流通サービス税（ICMS）の管理 

- 国立産業財産権院（INPI）：MDIC 傘下。ロイヤルティー、技術導入契約などの管理 

- 国家電力庁（ANEEL）：電力の輸出入許可など 

- 科学技術イノベーション省（MCTI）：技術開発・研究用の財（機器、計器）など傘下の

CNPq（科学技術開発審議会）を通じて輸入許可 

 

輸入品目規制として以下のものがある。超電導送電設備で規制品目に該当するものはない。 

1. 特殊事情の国からの輸入の禁止：イラン、北朝鮮、エリトリア、リビア、ソマリアなど 

2. 特別プロセスによって輸入される輸入品目 

 (1) プログラム付きビデオポーカー、ビデオビンゴ、スロットマシンなどのカジノ関連電

子機械の輸入ライセンスは許可されない。  

 (2) ダイヤモンドについては、2003年 10 月 9 日付の法令（Lei）第 10.743 号 3 条単項の規

定により、原産地がキンバリープロセス認証制度（System of Process Certification of 

Kimberley）の参加 45 カ国および EU 諸国である必要がある。  

 (3) 玩具・文房具・特定の自動車部品（ホイール、新品タイヤ、油圧ブレーキオイル等）

などは、国家度量衝・規格・工業品質院（INMETRO）の SBAC（ブラジル適合性評価

システム）規制の強制認証の対象となっている。対象品目である国産・輸入品は、

INMETRO の適合性評価条件（RAC‒ Requisitos de Avaliação daConformidade）への適応

が必須であり、INMETRO 認定の製品認証機関（OCP）での適合性の審査と認証登録な

どが義務付けられている。 
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ブラジルの輸入管理制度では、輸入について以下の 3 形式の輸入がある。 

 (1) 輸入ライセンス（Licenciamento de Importação）を必要としない輸入 

 (2) 自動承認ライセンス（Licenciamento Automatico de Importação）の輸入 

 (3) 非自動承認形式ライセンス（Licenciamento Não Automatico de Importação）の輸入 

 

 (1) 輸入ライセンス（L.I.）を必要としない輸入（Licenciamento Dispensado）： 

以下の種類の輸入は原則的に事前の輸入ライセンスが免除され、輸入車自身が直接港湾お

よび空港の税関において、輸入申告書（Declaração de Importação）を SISCOMEX 経由で作

成・申告することができる。 

・税関情報管理制度による工場および保税倉庫制度を適用した輸入  

・鉱脈の掘削調査活動、石油・天然ガスの採掘に必要な財を含む、特別テンポラリー輸出

入制度による輸入（REPETRO）   

・保税地域に指定された国際空港・港湾などの免税店が行う輸入  

・“Ex‒Tarifário” システムによる輸入税の減税対象製品の輸入（2014 年 8 月 14 日付の

Camex 決議第 66 号による）  

・法令第 8383 号第 70 条（1991年 12 月 30 日付）の規定による国際会議、展示会で消費

される物品の輸入  

・保証契約期間内に輸入する保証対象部品・付属品  など 

 

(2) 自動承認ライセンス形式（Licenciamento Automatico de Importação）の輸入  

輸入対象製品についてその商品が自動承認ライセンスか非自動承認ライセンス（L.I.を必要

とする）に属するかどうかは、対象製品の関税番号（3 グループ 8 桁：0000．00．00 の NCM

コード番号）を SISCOMEX の「輸入管理リスト（TratamentoAdministrativo）」と照合すること

によってわかる。自動承認に指定されているものは、事前の許可なしで船積みが可能で、ブラ

ジルの港または空港の税関に直接輸入申告することができる。 

(3) 非自動承認形式ライセンス形式（Licenciamento Não Automatico）の輸入： 

SISCOMEX の「輸入管理リスト」に列記された関税番号（NCM コード）製品で、これらは

すべて船積み前または後に輸入ライセンスを必要とするもの。輸入製品の種類によってはその

製品の担当機関が直接 SISCOMEX を通してライセンスを発給することができる。 

 

 輸入品に係る税金等 3）

ブ国の税金体系は非常に複雑で、連邦、州、市ごとにそれぞれ、連邦税、州税、市税が定めら

れ、各行政機関（連邦政府、州政府、市）が各種税金の課税制度を定めている。また税ではない

ものの、社会負担金も存在する。このため、日本からブ国に製品を輸入する場合、原則表 5.2

の各種諸税が課される。 
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表 5.2 輸入品に係る税金一覧 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：JETRO） 

・ 輸入税（II） 

 一般輸入関税に相当し、輸入品の CIF 価格に対して課税される。品目などにより課税率

が 0～35％と異なり、平均税率は 14％前後とされる。 

・ 工業製品税（IPI） 

 輸入工業製品の通関、製造施設および製造施設とみなされる場所からの工業製品の搬出

に対し課税される。輸入された工業製品の搬出も課税対象となる。税率は製品により異な

り IPI 税率表に基づく。税率は 0～60％など商品により異なる。IPI の税率は景気刺激策や国

内産業保護、国内市場への製品供給等の政策的な観点から頻繁に引き上げや引き下げが行

われる。 

・ 社会統合基金（PIS） 

 税率は商品により異なるが原則 1.65％。 

・ 社会保険融資納付金（COFINS） 

 税率は商品により異なるが原則 3.0％もしくは 7.6％。 

・ 商品流通サービス税（ICMS） 

 一種の付加価値税で、各州により徴収され、商品の輸入や流通取引に課せられる。一般

的に同一州内での取引に対する税率は 17％、18％、19％のいずれかが適用され、税率は州

によって異なる。18％が適用されるのはサンパウロ州、ミナスジェライス州、パラナ州。

19％が適用されるのはリオデジャネイロ州。その他の州の州内取引は 17％。 

 また、特定製品に対しては憲法の定める範囲で各州が上記と異なる税率を定めることが

認められている。例えば、サンパウロ州では工業機器に対しては、12％が課税される。 

 さらに、州間をまたがる輸入品の取引に対しても課税される（2012 年 4 月 26 日付け決議

13/2012 号により、2013 年 1 月 1 日以降の州間をまたがる輸入品の取引に対する税率は原則

として、一律に 4％に統一されている）。輸入部品と国産部品から作られた製品に関しては、

輸入部品の比率が 40％を超える場合には、全体が輸入製品として扱われる。また、国内で

生産される類似製品がない一部の輸入製品の州間取引については通常の 12％または 7％が

適用される。 

  

属性   税種 （括弧は略称） 

連邦税 

輸入税 (II) 

工業製品税 (IPI) 

社会統合基金 (PIS) 

社会保険融資納付金 (COFINS) 

州  税 商品流通サービス税 (ICMS) 
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5.2.2  超電導ケーブル 

 超電導直流および交流ケーブルの構成 1）

a) 直流超電導ケーブル 

① ケーブル構成 

直流超電導ケーブルシステムの仕様として、Belo Monte － Rio de Janeiro 直流送電シス

テムと同程度の仕様を考慮して、以下のとおりとした。電圧については、現状適用可能な

最大電圧としている。 

・送電容量：4,000MW 

・送電電圧：DC±250kV 

・送電電流：8,000A 

中性線については、通常運転時には、導体ケーブルに比べてほとんど電流が流れないこ

と、また異常時の片極運転においても、その頻度は少ないことから、現用のブラジルの直

流送電と同様に中性点接地方式（大地帰路）とする。 

② ケーブルタイプ 

適用する超電導ケーブルのタイプとして、1 導体ケーブルまたは同軸ケーブルを考える

ことができる。 

交流超電導の 1 導体ケーブルの場合、通電する大電流が交番磁界を発生し、その変動磁

界により、周囲の金属（特に断熱管）に渦電流が流れ、これが大きな損失となる。そのた

めに、交流超電導ケーブルの構成は、送電電流を流す導体層の外側に、絶縁体を介して、

超電導シールド層が設けられる。超電導シールド層の機能としては、導体層の電流と 180°

位相が異なる電流を誘導することにより、発生磁界をキャンセルして、断熱管等の渦電流

発生を防止している。また、交流超電導の三相同軸ケーブルの場合には、120°ずつ位相

がずれた電流が合成して、外界に対してゼロとなることにより、磁界をキャンセルしてい

る。 

これに対して、直流ケーブルの場合、磁界変動が少ないために、交流超電導ケーブルの

ような交番磁界のキャンセルの必要がなく、シールド層を設ける必要がない。 

直流超電導の同軸ケーブルの利点は、一本のケーブルで、N 相、P 相を構成できること

から、ケーブル一本で直流送電ができることである。一方で、ケーブル事故が発生すると

N 相、P 相とも使えなくなり、片極運転ができないデメリットがある。また、同軸ケーブ

ル２本並列に布設した場合には、通常２本のケーブルで送電しながら、片方のケーブルが

事故となっても、他方のケーブルの同軸を利用して、両極運転できるメリットがある。し

かしながら、超電導線材の使用量は多くなり、コスト的な問題が生じる。 

表 5.3 同軸ケーブルを適用したケーブル構成のメリットとデメリット 

ケーブル構成 メリット デメリット 

同軸ケーブル 

×1 条 

1 本のケーブル N 相、P 相を構成する

ため、コストを低減できる。 

ケーブル事故時に送電ができない。（片

極運転不可） 

同軸ケーブル 

×2 条 

超電導線材の使用量が多くなり、コス

トが増大する。 

1 条のケーブル事故時でも両極運転が

可能である。 

（出典：調査団作成） 
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 今回の検討では、1 導体ケーブルとして、一線事故時には片極運転とすることを前提とし

て、表 5.4 のとおり検討を行った。 

表 5.4 直流超電導ケーブルの適用 

仕様  
直流超電導ケーブル 

ケーブル種類   コルゲート管タイプ 直管タイプ 

線材   YBCO ← 

常時容量 ／回線 MVA 4000 ← 

公称電圧 kV 250 ← 

回線数 cct 1 ← 

ケーブル長さ km 2400 ← 

常時電流値 kA 8.00  ← 

超
電
導
ケ
ー
ブ
ル 

フォーマ外径 mm 20 ← 

層数(導体） 層 4 ← 

導体層外径 mm 25.8 ← 

絶縁厚 mm 18 ← 

絶縁外径 mm 60.8 ← 

断熱内管内径 mm 105 111 

断熱外管外径 mm 151 179 

仕上外径 mm 160 185 

断熱管侵入熱 kW/km-cct 1.8  1.0  

端末侵入熱 kW 0.93  0.93  

入口温度 K 68 68.  

出口温度 K 76.9 77.1 

入口圧力 Mpa 1.0 0.5 

出口圧力 Mpa 0.3 0.3  

冷却長 km 10 20  

液体窒素流量 L/min-pipe 78 84 

（出典：調査団作成） 

 

b) 交流 

 ブラジルに適用提案する交流超電導ケーブルのタイプとしては、適用個所としての候補

地を想定する必要がある。これまでの聴き取り調査を通して、 

1) 水力発電所における発電機母線－主変圧器間の主回路：22kV, 12kA, 100m 

2) 配電用変電所内主回路：69kV, 3kA, 200m 

3) 変電所間の連系線：69kV, 3kA, 1～5km 

4) 都市内送電(配電)線：35kV, 3kA, 10km 

5) 架空送電線： 220kV, 3kA, 100km 

を想定した。ただし、電圧、電流、送電長さについては、ブラジル側との協議により確定

する必要がある。 
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表 5.5 交流超電導ケーブルの適用 

仕様   No1 No2 No3 No4 No5 

用途   

 

水力発電

所におけ

る発電機

母線 

 

 

配電用変

電所内主

回路 

変電所間

の連系線 

都市内送

電 

架空送電

線 

ケーブル種類   単心 三相一括 Tri-Axial Tri-Axial 三相一括 

常時容量 ／回線 MVA 500 360 155 155 1200 

公称電圧 kV 24 69 30 30 220 

回線数 cct 1 1 1 1 1 

ケーブル長さ m 100 200 3000 10000 100000 

常時電流値 kA 12.0  3.0  3.0  3.0  3.1  

超
電
導
ケ
ー
ブ
ル 

フォーマ外径 mm 40 16 35 35 18 

線材本数 本 171 43 43 43 45 

導体層外径 mm 50.4 23.6 61.2 61.2 25.6 

絶縁外径 mm 60.4 35.6 70.6 70.6 75.6 

層 数 ( シ ー ル

ド） 層 4 2   1 

シールド外径 mm 65.2 38   76.8 

コア外径 mm 67.7 40.5 70.6 70.6 79.3 

三心撚り外径 mm   97.2       

断熱内管内径 mm 84 94 89 114 134 

断熱内管外径 mm 96 106 104 129 146 

断熱外管内径 mm 121 131 133 158 171 

断熱外管外径 mm 133 143 148 173 183 

仕上外径 mm 140 150 155 180 190 

交流損失 kW/km 1.9  0.3  0.4  0.4  0.3  

誘電損失 kW/km 0.0  0.0  0.0  0.0  0.4  

断熱管侵入熱 kW/km 1.5  1.5  1.5  1.5  1.5  

端末負荷 KW 0.6  0.6  0.61  0.61  0.6  

入口温度 K 70.0  70.0  68 68 68.0  

出口温度 K 75.7  76.3  76 76 76.8  

入口圧力 Mpa 0.3  0.3  1.0 0.9 1.0  

出口圧力 Mpa 0.3  0.3  0.3 0.3 0.3  

冷却長 km 0.1  0.2  3.0  10.0  10.0  

液体窒素流量 L/min-pipe 10 10 30 90 150 

（出典：調査団作成） 
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 超電導直流および交流ケーブルの容量 2）

送電容量、適用電圧および適用電流については、表 5.4、表 5.5 に記載したとおりである。 

 

 超電導直流および交流ケーブルの単長に関する検討 3）

工場製造においては、ケーブルの製造単長は、1km 程度となる。 

一方、輸送面においては、ブラジル国内の陸路を制約とすると、トレーラーによるドラム輸送

が長さを決める要素となる。この場合、ケーブルサイズ、ドラムサイズを考慮すると、500m が

ケーブル単長となる。 

 

 超電導直流および交流ケーブル間の接続部検討 4）

c) 中間接続部 

 500m を超える長さのケーブル亘長の場合には、輸送限界の長さのケーブルを現場で接続

する必要がある。そのために、中間接続部が必要となるが、中間接続部の種類としては、

液体窒素が流通する普通接続部と、液体窒素の入出が可能な液体窒素止め接続部がある。 

 
普通接続部 

 

液体窒素止め接続部 

図 5.3 中間接続部 

（出典：調査団作成） 

 

d) 終端接続部 

 終端接続部の構成を、図 5.4、図 5.5 に示す。 
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図 5.4 DCケーブル用終端接続部 

（出典：調査団作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5 ACケーブル（単心）用終端接続部 

（出典：調査団作成） 
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 超電導ケーブル運転に対する、冷却システムへの要求仕様 5）

超電導ケーブルの熱負荷については、表 5.4、および表 5.5 のとおりである。交流超電導ケー

ブルでは、ケーブルの交流損失と誘電損失、および外部からの侵入熱の合計がケーブルの熱負荷

となる。一方、直流超電導ケーブルでは、ケーブル自体の損失がほとんどなく、外部からの侵入

熱がほぼそのままケーブルの熱負荷となる。 

このケーブルの熱負荷にもとづき冷却システムの設計が行われる。 

 

 直流および交流超電導ケーブルの長期信頼性に関する評価 6）

a) 断熱構造の長期信頼性 

超電導ケーブルの断熱は真空断熱が適用されており、断熱性能は真空度に依存する。真

空度が低下すると、外部からの熱の侵入が大きくなり効率が低下するが、運転の継続は可

能である。真空度確保のため、現状では 1 年に 1 回程度の真空引きが必要と想定されるが、

これについては、ケーブルサイズおよびケーブル長さの設計に合わせて検討されるもので

ある。 

b) コルゲート管あるいは鋼管の劣化 

 劣化については、通常のケーブルと同様に 30 年の運転を考慮した設計としている。現状

のケーブルに適用されている構造と同様のものであり、現状のケーブルにおける実績と同

様の信頼性を有すると考えられるが、これについても、超電導ケーブルの詳細設計に合わ

せて検討されるものである。 

c) 接続部および端末部の劣化 

 前項と同様、通常のケーブルと同様に 30 年の運転を考慮した設計としている。 

 

 運転開始後のメンテナンスに関する検討 7）

a) 常時監視が必要な項目 

常時監視が必要な項目として以下のものが考えられる。超電導線材に異常がないか、冷

却装置による冷却が正常に実施されているかを監視するものである。 

・超電導ケーブル断熱層の真空度 

・ケーブル電圧 

・ケーブル電流 

・液体窒素入口、出口温度 

・液体窒素入口、出口圧力 

・液体窒素流量 

 

b) 日常的な点検が必要な項目 

日常的な点検が必要と考えられる項目は以下のとおりである。センサによる常時監視で

代替することも可能である。 

・真空ポンプ 

・UPS（ケーブルモニター用） 
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c) 定期点検項目および点検周期 

 定期点検が必要な項目は以下のとおりである。超電導ケーブルに特有のものではなく、

一般に使用される機器であるため、点検周期については、現状のブラジル電力セクターに

おける実績および超電導送電システムの信頼性を考慮して決定されるものである。 

・真空ポンプ（注油など） 

・ケーブル端末の碍子表面の洗浄 

 

5.2.3  冷却システム 

 冷却システムの構成と主要構成機器 1）

a) 冷却システムの構成 

冷却システムの基本構成を図 5.6 に示す。超電導ケーブルの冷却には液体窒素が使用さ

れ、この液体窒素を循環して流すことにより超電導ケーブルで発生する熱損失をとりさる。

従って冷却システムは液体窒素を循環するための循環ポンプ、液体窒素を冷却するための

冷凍機から構成される。液体窒素の比体積は温度により変化し、温度が 10K 程度変化する

と体積が 7％程度変化する。そのため、冷却システムにはリザーバタンクを設置し、体積変

動を吸収する。また、超電導ケーブルには高電圧が印加されるため、液体窒素部での部分

放電を防止するため、0.2MPa 程度の背圧を液体窒素にかけるが、リザーバタンクはこの背

圧調整にも使用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6 冷却システムの基本構成 

（出典：調査団作成） 

b) 主要構成機器 

① 冷凍機 

超電導ケーブルに必要な温度が得られる冷凍機としては、Gifford-McMahon（G-M）冷凍

機やパルチューブ冷凍機、スターリング冷凍機およびブレイトン・サイクル冷凍機がある。

このうち実用規模の超電導ケーブルの冷却にはブレイトン・サイクル冷凍機が適している

と言われている。ブレイトン・サイクル冷凍機は冷媒の圧縮・膨張を繰り返すことで冷却

を行う装置である。基本構成を図 5.7 に示す。 

圧縮機、膨張機にターボ圧縮機、ターボ膨張機を使用すると回転部の軸受部の無摺動化

が可能となり、長期連続使用が可能となり、シールのためのオイルが不要なのでオイルフ

リー化も行えるなどの特徴を有している。超電導送電ケーブルは液体窒素で冷却するので、

超電導ケーブル

リザーバー
タンク

循環ポンプ

冷凍機

F流量計
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冷凍機の冷媒には沸点が窒素（77K、大気圧）より低いヘリウム（4.2K、大気圧）やネオン

（27.1K、大気圧）が使用される。すでに冷却能力として 10kW クラスまで開発が行われて

いる。 

ターボ圧縮機の圧縮比は大きく取れないため、圧縮機は多段構成となる。下図では 3 段

構成とした。冷媒はターボ膨張機により膨張することで低温になり、この冷媒と液体窒素

を熱交換させることで液体窒素の熱を取り去る。冷媒は液体窒素から熱を奪い、加温され

る。また、ターボ圧縮機で圧縮されるごとに圧縮熱が発生する。これらの熱は一般的には

冷却水で冷やすことで取り去られる。ターボ圧縮機は常温空間で使用されるが、ターボ膨

張機は冷媒を液体窒素温度以下まで冷却する。液体窒素との熱交換に使用される熱交換器

も液体窒素温度以下で使用される。そのため、ターボ圧縮機や熱交換器は Cold Box と呼ば

れる断熱真空容器に収納されるのが一般的である。 

ターボ圧縮機とターボ膨張機を使用したブレイトン・サイクル冷凍機の冷却容量は最大

で 20kW 程度と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.7 ターボブレイトン・サイクル冷凍機 

（出典：調査団作成） 

② リザーバタンク 

液体窒素の密度は 77K で 808kg/m3、66K では 856kg/m3 であり、77K から 66K まで冷却

すると体積は 7%程度減少する。従って、液体窒素温度の変動による体積変化の影響は大き

く、これをリザーバタンクにより吸収する。リザーバタンクは液体窒素の絶縁耐性を向上

するための背圧調整にも使用される。 

 

③ 循環ポンプ 

循環ポンプは液体窒素を加圧して圧送するために使用される。液体窒素温度で使用され

るため、室温からの液体窒素への入熱を抑えるために真空断熱容器内に設置して使用する。 

④ 流量計 

流量計には質量流量を測定するコリオリ流量計や差圧式流量計などが使用されており、

コリオリ流量計を使用すれば質量流量を測定するため、温度変動による液体窒素の体積変

化の影響を受けることがない。差圧式流量計は差圧から流量を計測するため圧力変動の影

響を受けやすいが、小型で設置しやすいという特徴を有する。 



 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 
102 

c) 冷却ステーションの配置 

超電導ケーブルは極低温で使用されるため、ケーブル周囲の室温からの侵入熱と通電電

流の変化により発生する交流損失による熱が発生する。冷凍機はこれらの熱を取り去るた

めに使用され、この熱の発生量により、1 台の冷凍機で冷却できるケーブル長の限界が決ま

る。仮にケーブル単位長あたり 2W/m の熱が発生し、冷凍機容量を 20kW とすると 10km ま

で冷却できる。しかし、送電ケーブルの長さは数百 km から数千 km に及ぶため、多数の冷

凍機をある距離ごとにおいて使用することになる。 

冷却システムは冷却ステーションに設置される。冷却ステーションの配置例を図 5.8 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.8 冷却ステーションの配置 

（出典：調査団作成） 

d) 信頼性を考慮した冷却システムの構成 

 磁気軸受けを使用したターボ機器の寿命は長い。しかし、何らかの故障が発生しないと

いうことはない。循環ポンプも定期点検を行うことで長期間の仕様が可能だが、何らかの

故障で停止する可能性はゼロにできない。冷凍機、循環ポンプとも超電導ケーブルの使用

において必須の機器である。したがって、長期の信頼性という観点からは何らかの冗長性

を考慮する必要がある。ここでは冗長性の方法として 

i) 循環ポンプの 2 重化 

ii) ターボ圧縮機の 2 重化 

iii) ターボ膨張機の 2 重化 

を行った例を図 5.9 に示す。 

 

 

 

 

 

冷凍・循環系

冷凍・循環系

冷却ステーション

冷却ステーション

超電導ケーブル（正極側）

超電導ケーブル（負極側）

超電導ケーブル（正極側）

超電導ケーブル（負極側）

（ａ）冷凍・循環系を分割設置

（ｂ）冷凍・循環系を集中設置
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図 5.9 冗長性を考慮した冷却システム 

（出典：調査団作成） 

e) レイアウト 

 現地での設置工事を簡単にするためにコンテナーサイズでまとめた例を図 5.10 に示す。

コンテナー2 台で構成し、1 台は圧縮機、Cold Box、循環ポンプなどの機器を搭載し、もう

1 台には制御盤、空冷チラーユニットなどを配置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.10 冷却システムレイアウト 

（出典：調査団作成） 
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f) パイロットプラントで実証する課題 

① ブレイトン・サイクル冷凍機はすでに 10kW クラスまでの開発は終わっており、長距

離送電では 20kW 機が必要と考えられる。20kW 機の検討では、これまでの 10kW 機

で利用されてきたターボ機械を冗長性の観点も含めて 2 重化することにより 20kW 機

を実現する方法と単機で20kWが実現できるようターボ機械を大容量化する方法が考

えられる。大容量化を実現するにはターボ圧縮機の圧縮動力やターボ膨張機のエネル

ギー回収に高速・大容量モータが必要となる。回転数として数万～十数万 rpm、容量

として 20kW クラスであれば 200kW 程度のモータが要求されるが、他用途でこのよ

うなモータを必要とするものがないため、冷凍機用として開発することになる。その

ため、上記開発の実現に向けた課題の抽出が重要であり、パイロットプラントでの開

発と実証が重要である。 

 

② 冷凍機の冷媒の圧縮工程で発生する熱（圧縮熱）やターボ回転機のモータの発熱など

は冷却水クーラーを介して冷却水によって取り除かれる。この冷却水は循環使用が可

能だが、循環使用するためには吸熱し温度上昇した冷却水から熱を取り去る必要があ

る。そして冷却水を循環使用するための付帯設備の設計については設置環境への十分

な配慮が不可欠となる。一般には、冷却塔にて大気を利用し循環水の蒸発により冷却

する方法が多く採用されているが、蒸発分の補給に市水を使用している。しかし、設

置環境を考えると必ずしも市水が使用できるとは限らない。また冷却水が蒸発する部

分は冷却水と大気が接するため冷却水が汚れやすく、冷凍機に設置されている水冷ク

ーラーの性能が低下し冷凍機の故障を引き起こすことが懸念される。そのため、蒸発

式冷却塔に比べて冷却効率が多少落ち、設置寸法が大型になるが空冷方式の冷却塔も

含めて検討を行う必要がある。ただし、空冷式冷却塔の場合、大気との熱交換により

冷却水を冷やすため、同じ大気温度に対して蒸発式よりも冷却水温度が高くなる傾向

となる。冷却水温度の上昇はそのまま冷媒ガスの温度上昇につながるため冷凍能力へ

の影響も含めて検討する必要がある。 

 

③ 現在までに行われた実証では循環ポンプは入手可能なものを使用しているものが多

いが、長期信頼性については保証されていない。長距離送電では液体窒素を循環させ

るケーブル長がながくなり、高揚程が要求される。高揚程を実現するには、循環ポン

プに採用されている遠心式ポンプにおいてこれまでよりポンプの回転数を高くする

必要がる。この場合、これまでよりもポンプ軸受の寿命が短くなるなどの課題が考え

られるため、ポンプ軸受や内部構造などを工夫し、長距離の冷却が可能で、信頼性の

高い循環ポンプの開発が必要である。 

 

④ 超電導ケーブルを冷却するための液体窒素は、冷却システムおよび超電導ケーブルを

循環するが、圧力上昇などにより外部へ放出された場合は補給が必要となる。長距離

送電では森林地帯など液体窒素を容易に補給できない立地条件に冷却システムが設

置される場合も考えられるため、各冷却ステーション間で液体窒素を融通するシステ

ムなどの検討が必要となる。 
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⑤ 冷却システムも今までの実証では冷凍機 1 台で冷やすことができたが、長距離送電で

は複数の冷凍機を使用することになる。構成や運転方式など検討すべき課題の一つで

ある。また、長距離にわたってある間隔で冷却システムが配置される。給電方式やそ

の電源をどのように得るかも重要な課題と言える。さらに停電時の対応や冷凍機等の

機器故障時の対応、メンテナンスのありかたに関しても検討する必要がある。 

 

⑥ 現地での建設・設置を考慮した構成：現地での建設を容易にし、設置期間を短くでき、

設置スペースも少なくて済むように構成する必要がある。一方で、メンテナンス性も

高められるような機器レイアウトへの配慮も必要となる。例えば、構成機器の故障が

発生した場合の交換や修理などの対応が問題なくできることは、冷却システムの早期

復旧および安定的な運用には不可欠である。また設置場所の選定方法の検討も重要で

ある。河川の氾濫、落雷、豪雨、突風など自然災害による影響をできるだけ抑えるこ

とにより、システムの長期的な安定運用の実現には重要である。 

 

⑦ 受電方式：冷却システムは 10～20km 間隔で 2,000km にわたり設置される。この受電

方法に関して電力系統の信頼性の観点から検討する必要がある。一例としては直流超

電導ケーブルが送電する電力を発電する発電機より供給する方法が考えられる。この

場合は 2,000km にわたり供給することになるので、直流給電となる。また、発電機異

常時でも給電を可能とするために、異常時は送電線の負荷側からの給電を可能とする

ことで信頼性の向上を図ることができる。 

 

 

5.2.4  交直変換装置 

 交直変換器および周辺機器の構成およびレイアウト検討 1）

a) 交直変換器および周辺機器構成の検討条件（超電導直流ケーブルの適用を考慮した前提条件） 

長距離超電導直流送電は、超電導直流ケーブルの技術開発動向や適用の条件などが、シ

ステム構成の制約や設置コスト等に大きく影響を与えることから、システム構成検討にあ

たって超電導直流ケーブルの検討結果と協調をはかった検討が必要である。 

以下に、超電導直流ケーブルの適応を考慮した前提条件（検討条件）を示す。 

 

(1) 超電導直流ケーブルを考慮したシステム構成 

超電導直流ケーブルの構成を考慮した適用可能性のあるシステム構成を表 5.6 に示す。 
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表 5.6 直流送電システム構成（ケーブル構成考慮） 

No. 
超電導 

ケーブル構成 
帰路方式 構成図 

1 

2 導体ケーブル 

（2 条） 

大地帰路  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 

1 条同軸ケーブル 

（1 条） 

大地帰路  
 
 
 
 
 
 
 
 

3 

3 導体ケーブル 

（3 条） 

導体帰路  
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 
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(2) 超電導直流ケーブル関連 

超電導直流ケーブルの制約事項は下表とする。 

表 5.7 直電導直流ケーブルの制約事項 

No. 項目 仕様・制約事項 

1 
線材 ・Bi 線、Y 系線 

・160A/400@77K 幅が提供可能な仕様 

2 
最大直流電圧 ・DC250kV 

（交流 275kV 超電導直流ケーブルの実績を考慮） 

3 

冷却 

 

・サブクール液体窒素循環冷却 

・ポンプ吐出圧力：1MPa 

・冷凍機最大容量：20kW（1 ステーションあたり） 

（出典：調査団作成） 

また、送電容量を 4,000MW とした際の直流電圧、電流値は下表となる。 

表 5.8 直流電圧、直流電流値および線材本数（4,000MW） 

No. 直流電圧 直流電流 

1 ±150kV 13,333A 

2 ±200kV 10,000A 

3 ±250kV 8,000A 

（出典：調査団作成） 

 

b) 交直変換器および周辺機器構成の検討 

① 交直変換器（変換所）構成の選定 

直流送電システムの重要設備である交直変換所は、種々のニーズや条件、設置コスト等

を考慮して最適な構成を決定する必要があるが、a)項で整理した前提条件をベースに、以

下検討した。 

 

(1) 変換装置（変換方式）の選定 

直流送電設備に適用される変換装置には、主にロスが少なく大電力長距離プロジェクト

で採用されている他励式変換装置(LCC：Line Commutated Converter)と、比較的ロスは大き

く一般的には架空送電線への適用に課題があるが運用の制約が小さい自励式変換装置

(VSC：Voltage Sourced Converter)がある。 

表 5.9 に LCC と VSC の主要項目の比較結果を示す。VSC は現時点では大容量化が困難

でありコスト面、ロス面でも LCC が有利である。 

一方、VSC は現在、大容量化や低ロス化の開発途上でもあり、超電導直流送電が実現す

る時期には、コスト、ロス面においても VSC が有利または LCC と同等となっている可能

性も否定できないが、今回の検討では、LCC をベースに検討することとする。 
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表 5.9 変換装置の方式比較 

評価項目 LCC VSC 有利な方式 

電圧安定度 考慮事項多い 

（今回は問題なし） 

考慮事項少ない 

 

両者適用可 

架空送電線 適用可 

 

制約事項多い 

（今回はケーブル） 

両者適用可 

ケーブル送電線 

 

問題無 問題無 両者適用可 

大容量化 

 

可能 開発中 LCC 

コスト 

 

基準 高 LCC 

ロス 

 

小 大 LCC 

総合評価 LCC （現時点評価） 

（出典：調査団作成） 

 

(2) 適用可能な回路構成 

 単極構成と双極構成 

適用可能な回路構成としては下記の評価に示すように双極構成と単極構成があるが、信

頼度や大容量化が可能な面から双極構成とする。 

表 5.10 単極構成と双極構成の比較 

評価項目 双極構成 単極構成 有利な方式 

設備信頼度 高い 低い 双極構成 

設備稼働率 高い 低い 双極構成 

設備利用率 高い 低い 双極構成 

設備容量 大容量可 大容量困難 双極構成 

総合評価 双極構成 

（出典：調査団作成） 

 
 帰路方式 

適用可能な帰路方式としては、下記の評価に示すように導体帰路方式と大地帰路方式が

ある。変換所としては、接地電極が不要で接地電流に関する環境インパクトも無い導体帰

路方式が最適と判断される。 

ただし、導体帰路方式は超電導直流ケーブル数が大地帰路方式に比べて 1 本追加となる

ことから、全体コストが増加することになる。 

特に、架空送電に比較し、ケーブル送電では長距離になるほど全体コストに占める送電

線コストの割合が高くなることから、プロジェクトの実現性と検討対象（実プロジェクト）

である Belo Monte – Rio de Janeiro 間直流送電プロジェクト（常電導）では大地帰路方式が
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採用されていることから、大地帰路方式とする。 

表 5.11 帰路方式の比較 

評価項目 導体帰路方式 大地帰路方式 有利な方式 

環境対策 環境インパクト少ない 適切な接地電極が必要 導体帰路方式 

接地電極設備 不要 必要（両端） 導体帰路方式 

設備稼働率 高い 

(フレキシブルな運用可) 

低い 

 

導体帰路方式 

コスト 高い（ケーブル） 基準 大地帰路方式 

総合評価 大地帰路方式 

（出典：調査団作成） 

 
 最適な直流電圧・直流電流の選定 

通常、直流送電システムの最適な直流電圧は、必要とされる送電容量、ロス、変換器の

技術開発動向（最大電圧、最大電流）、運用条件（単極/双極）、経済性など種々要因をトー

タルで考慮して選定されるが、今回の長距離超電導直流送電では、超電導直流ケーブルの

制約が主要な要因となる。（最大直流電圧＝±250kV ： 表 5.12 参照） 

 

一方、今回の検討対象とした Belo Monte - Rio de Janeiro HVDC Project は、4,000MW と

大容量の直流送電となることから、最大直流電圧±250kV の制約事項を考慮して直流大電

流に対応した回路構成にする必要がある。 

また、最大直流電流は、主に変換器に適用可能な変換素子の容量で決定される。他励式

変換装置ではサイリスタ素子の最大電流に依存し、現状では直流 4,000A が最大である。

したがって、超電導直流ケーブルの最大直流電圧±250kV を考慮すると変換器回路は 2 並

列以上の構成が必要となる。 

以下、表 5.8 で整理した超電導直流ケーブルの直流電圧選定結果における、変換器から

みた評価結果を表 5.12 に示す。 

 

表 5.12 直流電圧別の構成比較 

No. 直流電圧 直流電流 変換器構成 評価 

1 DC±150kV 13,333A ・4,000A 以上となり変換器の 3 並列構成が必要。 

・回路構成が複雑となる。 

× 

2 DC±200kV 10,000A ・4,000A 以上となり変換器の 3 並列構成が必要。 

 

△ 

3 DC±250kV 8,000A ・4,000A 以上となり変換器の 2 並列構成が必要。 

・±200kV と回路構成は同じだが直流電流が低減で

き、直流回路(変換器周辺)でもメリットある。 

・超電導ケーブルの線材も低減できる。 

○ 

（出典：調査団作成） 
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以上より、直流電圧±250kV、直流電流 8,000A を選定する。 

なお、超電導ケーブル側での技術動向やコストの分析結果からも、DC±250kV との結

果が得られており、DC±250kV が最適電圧と考えられる。 

 

 
 交直変換所の周辺機器の構成検討 2）

c)  制御装置の構成 

 制御装置は、双極の直流送電システムの標準的な構成を適用できる。図 5.11 に標準構成

を示す。 

 図 5.11 の構成に加えて、プロジェクト特有の機能を付加することで制御装置は構成され、

超電導直流送電であることによる特殊性はない。 

 図 5.11 に示した制御装置それぞれの主な機能を表 5.13 に示す。 

 

表 5.13 制御装置（標準構成）の主な機能 

No. 制御装置 主な機能 

1 

 

Power Management 給電所からの電力指令値を受け、直流送電電力を変換器の

制御系に出力、監視する。 

2 

 

Operator Control 運転員による変換所全体の監視、主回路機器の制御を行な

う。 

3 

 

AC System Control 

 

交流系統の条件（送電線の回線数、発電所の運転状態）な

どを入力し、直流送電の運用制約等を演算することで、交

流システムと直流システムの協調制御を行う。 

4 

 

Bipolar Control 

 

Pole-1、Pole-2 のバランス制御など、双極全体での直流電

力を制御する。事故時のリカバリー制御なども行う。 

5 

 

Pole-1(2) Master Control 

 

極単位での起動停止制御や、直流電力を制御し、Converter 

Control に対して指令値を出力する。 

6 

 

Pole-1(2) Converter Control 

 

Master Control からの指令値に基づき、変変換器の制御を行

う。両端の変換所に設置される。 

7 

 

Valve Control 

 

変換器（サイリスタバルブ）のに対し制御パルスを出力す

る。 

8 Var Control 直流送電電力に合わせて、変換所全体の無効電力を制御す

る。 

9 Tele Communication 変換所間の制御用、監視用の情報伝送を行う。 

 

（出典：調査団作成） 
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d) 必要となる周辺機器および構成機器 

 直流送電システムにおいて最も重要な構成機器である変換器、制御装置以外の周辺機器

を表 5.14 に示す。 

 

表 5.14 直流送電システムの周辺機器 

No. 周辺機器 主な機能 

1 変換用変圧器 

 

交流回路と直流回路との絶縁をはかり、変換器構成、定格に応じた電

圧変換を行う。 

2 直流リアクトル 

 

変換器から出力された直流電圧、電流を平滑化する。また、異常発生

時の過電流や急変を抑制する。 

3 交流フィルタ 

 

変換器が発生する交流側に流れ込む高調波を吸収する。 

4 直流フィルタ 

 

変換器が発生する直流側に流れ込む高調波を吸収する。 

5 直流開閉装置 

 

直流主回路構成の切替を行う。 

6 直流計器用変成器 

 

主回路の直流電圧、電流を検出し制御・保護・計測に適切な電圧、電

流に変換する。 

7 その他 

 

その他、通常の交流変電所に設置される機器も必要 

（出典：調査団作成） 

 

 上記以外に、通常の交流変電所に設置される機器（交流開閉器、所内用変圧器、電源回

路）などが必要となる。 

 

 以上の検討結果から、直流連系設備の変換所機器に係る仕様案を表 5.15 にまとめた。 

各機器の仕様は今後、ブ国の機器規格、Grid Code 及び実際の系統で発生する現象の解析に基

づいて検討し，決定することになる。 

 また、図 5.12 に、4,000MW, ±250 kV 直流送電システムの主回路単線結線図案を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 
113 

表 5.15 超電導直流送電プロジェクト 変換所機器仕様案 

No. 要求事項 
要求仕様 

備考 
Belo Monte C/S Rio de Janeiro C/S 

1 変換器 変換方式 ・他励式 

（サイリスタバルブ） 

・同左  

  定格容量 

電圧・電流 

・1,000MW, 250kV-4,000A 

 極あたり 2 並列接続 

・同左  

  点弧方式 

 

・光直接点弧 

 または電気点弧 

・同左  

  結線方式 

 

・12 パルスブリッジ 

・2 Group/Pole 

・同左  

  絶縁・ 

冷却方式 

・屋内空気絶縁 

・純水循環水冷却 

・同左  

2 変換用 

変圧器 

定格容量・ 

定格電圧 

・1,200MVA 

・500kV/110kV 

・同左  

  結線方式・ 

％ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ 

・Y/Y/D 

・15% 

・同左  

要解析 

  タップ値 

 

（電圧変動幅等により決

定） 

・同左  

3 直流 

ﾘｱｸﾄﾙ 

定格電圧・ 

定格電流 

・DC 250kV-4,000A ・同左  

  ｲﾝﾀﾞｸﾀﾝｽ ・0.25H 

 

・同左 要解析 

4 

 

交流ﾌｨﾙﾀ 基本波容量 

 

・11th ：要定義  

・13th ：要定義 

・HP  ：要定義 

・11th ：要定義 

・13th ：要定義 

・HP  ：要定義 

 

5 直流ﾌｨﾙﾀ 定格電圧・ 

共振次数 

・不要 ・不要  

6 制御保護 

装置 

方式・構成 ・ディジタル，2 系列 ・同左  

  基本制御 

 

・APR 制御方式 

・REC 側 ACR 

・INV 側 AVR & AγR 

・同左  

（出典：調査団作成） 
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図 5.12 4,000MW 超電導直流送電 単線結線図 

（出典：調査団作成） 
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 交直変換器の電圧低減・大電流化の開発に関する検討と課題抽出 3）

a) サイリスタバルブの電流容量による変換器構成の検討 

 前述の「交直変換器（変換所）構成の選定」での検討結果より、今回の超電導直流送

電の定格電圧・電流は、DC±250kV、8,000A を選定した。 
 直流電圧±250kV は一般的に適用されている電圧レベルであり、±800kV の高電圧を

適用したプロジェクトもあることから技術課題はないが、直流電流は 4,000A 程度が現

在の技術レベルでは最大であるため、直流電流 8,000A の適用には課題がある。 
 直流電流の最大電流は、変換器を構成するサイリスタバルブの最大定格電流で制限さ

れ、特にその構成部品であるサイリスタ素子（スイッチングデバイス）の定格電流によ

って制限される。 
 したがって、直流電流 8,000A を適用するには、変換器の 2 並列構成が不可欠となる。 
 直流送電システムの構成は、直列構成が一般的であり、並列構成は一般的ではないが、

並列構成を適用しているプロジェクトも世界では例があり、技術的には可能であると考

える。（日本のプロジェクトでの適用事例はない。） 
 表 5.16 に直列構成と並列構成の比較を示す。 

 

表 5.16 直列構成と並列構成比較 
 構成概要 特徴 

直列構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・一般的な回路構成 
 
・送電容量の増加は直

流電圧を増加させ

ることで対応が可

能。 
 
・直流電流は 4,000A
程度が最大。 

並列構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（詳細は図 5.12 参照） 

・一般的ではないが、

適用例あり。 
 
・直流電流の増加が可

能。 
 
・並列回路の制御や運

用が複雑になる。 

（出典：調査団作成） 
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b) 変換器構成（並列回路）に伴う制御方法の検討 

 変換器構成が並列回路構成となる場合、その制御方法の確立も課題の一つとなる。 
 特に、直流送電容量は 4,000MW であり大容量となることから、直流送電システムに

発生する擾乱は交流系統にも影響を与えることになるため、起動/停止時、定常運転時だ

けでなく、故障発生時においても安定した制御が求められる。 
 

表 5.17 に、現状で考えられる制御方法の課題を示す。 
 

表 5.17 制御方法の課題 
No. 項目 課題 
1 
 
 

起動 
 
 

・起動時の並列回路の電圧、電流のバランス制御 
 
 

2 
 
 

追加起動 
個別停止 
 

・1 並列運転から 2 並列運転への追加起動および 2 並列運転

から 1 並列運転への個別停止制御 
 

3 
 
 

定常運転 
 
 

・並列回路間の出力一致制御 
・交流系統での擾乱（電圧変動など）発生時の安定化制御 
（製作誤差、制御誤差などを考慮する） 

4 
 
 

故障発生時の制御 
 
 

・変換器のみでなく、交流回路、送電線（ケーブル）などの

回路故障時の安定した停止方法 
・送電電力を確保するための健全極のリカバリー制御 

5 
 
 

停止 
 
 

・起動時の並列回路の電圧、電流のバランス制御 
 
 

（出典：調査団作成） 
 

 上記の課題については、従来の直列回路構成の制御方法をベースに具体的な制御回路

を確立する必要があるが、現状の技術で不可能なものではないと考えられる。 
 実際の詳細設計段階において、シミュレーションやシミュレータ試験によって十分な

検証を行うことが必要であると考えられる。 
 
 

c) 電流容量増加に伴う周辺機器の仕様検討 

 現在の直流送電の実績では 4,000A が最大電流であり、8,000A はその 2 倍となること

から、変換器の大電流対応（並列構成）の他、大電流が流れる周辺回路の大電流化の対

応が必要となる。 
 したがって、直流 8,000A 通電対応のための技術開発・製品開発が必要となるが、導

体の太線化や並列回路化などによる対応で可能と考える。（ただし、コストアップとな

る。） 
以下に、大電流化が必要と考えられる機器を示す。 
①直流母線 
②直流開閉器 
③直流変成器 
④直流ブッシング 
⑤接地極 
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 ブラジル国の環境を考慮した長期信頼性に関する評価 4）

a) サイリスタバルブの設置場所に求められる条件 

 サイリスタバルブは、そのスイッチングデバイスに半導体素子であるサイリスタ素子

を使用することから、バルブホールと呼ばれる空調管理した建屋内に設置される。 
 したがって、建屋内の空調管理方法や建築基準等はブ国の環境に合わせる必要がある

ものの、特有の環境を考慮する必要はない。 
 

b) 制御装置および周辺機器の設置に求められる条件 

 制御・保護装置は、空調管理した制御室に設置される。したがって、サイリスタバル

ブと同様、特有の環境を考慮する必要はない。また、周辺屋外機器においても、実績の

あるものであり、特有の環境を考慮する必要はない。 
 なお、直流送電システムにおいて最も重量物となる変換用変圧器の輸送方法、輸送制

限、輸送経路の確保については、詳細設計後、事前に確認が必要である。 
 
 

 運転開始後のメンテナンスに関する検討 5）

以下、日本国内で採用されている運転開始後のメンテナンスに関する項目を記載する。 
実プロジェクトでは、ブ国での運用方法や要求事項に合わせた最適なメンテナンス方法を

決定する必要がある。 
 

a)  常時監視が必要な項目 

 常時は、運転員が直流送電システムの運転状態や各機器の異常を監視する。 
 

b) 日常的に実施が必要な点検項目 

 日常的に実施が必要な点検項目はない。 
 

c) 定期点検項目と点検周期、定期的に交換が必要な機器、器具 

 表 5.18 に定期点検項目と点検周期、定期的に交換が必要な機器、器具を示す。 
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表 5.18 定期点検項目、交換部品および消耗品の一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

１．定期点検作業

設備分類 点検種別 点検周期[年] 点検項目

普通点検 3

・外観検査・清掃
・絶縁抵抗測定
・電源電圧測定
・電圧リップル測定
・制御保護回路回路動作試験
・ＬＤ電流波形測定
・ＦＶ/RV検出感度測定
・低電圧分担測定
・低電圧ターンオン試験
・素子故障検出確認試験
・差圧伝送器特性試験
・測温抵抗体絶縁抵抗測定
・測温抵抗体校正
・漏水検出動作試験

細密点検 6

・外観検査・清掃
・絶縁抵抗測定
・電源電圧測定
・電圧リップル測定
・制御保護回路動作試験
・ＬＤ電流波形測定
・ＬＤ光量測定
・ゲート制御機能試験
・限時継電器動作時間測定
・ＦＶ/RV検出感度測定
・低電圧分担測定
・低電圧ターンオン試験
・素子故障検出確認試験
・差圧伝送器特性試験
・測温抵抗体絶縁抵抗測定
・測温抵抗体校正
・漏水検出動作試験
・部品交換

普通点検 3

・外観検査・清掃
・絶縁抵抗測定
・電源電圧測定
・電圧リップル測定
・制御保護回路動作試験
・水位・水漏れ確認
・純粋導電率確認
・純粋回路出口側ストレーナ点検
・部品交換

細密点検 6

・外観検査・清掃
・絶縁抵抗測定
・電源電圧測定
・電圧リップル測定
・制御保護回路動作試験
・水位・水漏れ確認
・純粋導電率確認
・純粋回路出口側ストレーナ点検
・計器校正
・限時継電器動作時間測定
・部品交換
・熱交換器分解点検(12年ごと）

サイリスタバルブ本体
ＰＧ・ＬＥＣ盤/電圧検出盤

バルブ冷却装置
バルブ冷却監視盤
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設備分類 点検種別 点検周期[年] 点検項目

普通点検 3

・変圧器本体及び付属品の外観構造
　点検
　運転状態確認
　油漏れの有無
　異常音の有無
　発錆の有無
　結露の有無
・電気的特性点検
　絶縁油の耐電圧、水分測定
　油中ｶﾞｽ分析

細密点検
異常と判断された

時に適時
・本体内部点検

6年目点検 6

・シリンダ注油
・ドア、窓パッキン交換
・ＤＰシール部漏油確認
・防水コーティング状況確認、補修
・外部リンク機構ピン類点検

12年目点検 12

・6年目点検項目
・電磁弁、シリンダ解体点検
・ダッシュポット解体点検
・ＧＤ交換、・ガス圧力計交換、ヒータ交換
・Ｂｇ部、ＣＴ箱部再コーキング
・電磁接触器（８８リレー）交換
・電子品交換
・本体機器の全面再コーキング、再塗装
・機構部グリスアップ
・ブッシング超音波探傷検査

18年目点検 18

・6年目点検項目
・補助リレーなど電装品交換
・コイル交換
・補助開閉器交換

24年目点検 24
12年目点検項目

30年目点検 30
6年目点検項目

普通点検 3

・外観・構造点検
・絶縁抵抗試験
・電源電圧測定
・制御保護機能試験
　入出力特性、代表要素による試験
・総合動作試験
　保護連動試験、起動停止運転試験

細密点検 6

・外観・構造点検
・絶縁抵抗試験
・電源電圧測定
・直流回路試験（DI/O,ｼｰｹﾝｽ,
　ﾀｲﾏｰetc.）
・監視機能試験
・制御保護機能試験
・伝送回路試験
・制御保護機能試験
　入出力特性、ﾘﾚｰ動作復帰特性
・総合動作試験
　保護連動試験、起動停止運転試験

直流制御保護装置
交流保護装置

交流・直流開閉設備

変換用変圧器
連系用変圧器
直流リアクトル
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（出典：調査団作成）  

２．定期交換部品

設備分類 部品名称 交換周期[年] 備考

ヒューズ 3 普通点検時に交換
D/Dコンバータ 12 細密点検時に交換
電解コンデンサ 12 細密点検時に交換
スナバコンデンサ 24 細密点検時に交換
ＦＶ/ＲＶ基板 24 電圧検出盤更新時に交換
ＬＤ 24 ＰＧ・ＬＥＣ盤、電圧検出盤更新時に交換
制御基板 24 同上

イオン交換樹脂 3 普通点検時に交換
ヒューズ 3 同上
ポンプベアリング 6 細密点検時に交換
ファンベアリング 6 同上
計器類一式 12 同上
熱交換器分解ＯＨ 12 同上
継電器一式 15 同上

直流制御保護装置
交流保護装置 D/Dコンバータ 12 細密点検時に交換

ｺﾝｻﾍﾞｰﾀ用ｺﾞﾑ膜 15 細密点検時に交換
冷却ﾌｧﾝﾓｰﾀ用ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ 3 普通点検時に交換
送油ﾎﾟﾝﾌﾟ用ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ 10 細密点検時に交換
ｶﾞｽｹｯﾄ 15 細密点検時に交換
窓パッキン 6
機構部グリース 6
油フィルタ 6
計器類 12
ヒータ 12
電装品 18
内部グリース 24
メインレバーグリース 24

３．消耗品（※定期交換部品ではなく、状態を見ながら交換を行っていく部品。）

設備分類 部品名称 交換の目安[年] 備考

－ －
－ －
－ －

ポンプ 24
ファン 24

直流制御保護装置 － －
ﾋﾟﾄｰ継電器 10
ﾀﾞｲﾔﾙ温度計 10
放圧装置 10
*LTC切換開閉器 20年/20万回
*駆動装置 20年/80万回
*ﾀｯﾌﾟ選択器 20年/80万回
ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ 15
絶縁油 油中ｶﾞｽ分析による

冷却器 15
冷却ﾌｧﾝ 15
送油ﾎﾟﾝﾌﾟ 15
活線浄油機 20
活線浄油機ろ過材 1
吸湿呼吸器 15
ﾊﾞﾙﾌﾞ 15
ﾀﾞｲﾔﾙ油面計 10
ＧＣＢｱｰｸ接触子 30 ＡＣ_ＧＩＳ交流・直流開閉設備

サイリスタバルブ本体
ＰＧ・ＬＥＣ盤/電圧検出盤

サイリスタバルブ本体
ＰＧ・ＬＥＣ盤/電圧検出盤

バルブ冷却装置
バルブ冷却監視盤

変換用変圧器
連系用変圧器
直流リアクトル

変換用変圧器
連系用変圧器
直流リアクトル

（*は直流リアクトルには無い）

交流・直流開閉設備

バルブ冷却装置
バルブ冷却監視盤
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5.2.5  超電導ケーブルの現地施工・設置方法 

 ケーブルの輸送 1）

超電導ケーブルの輸送は、ケーブルドラムをトレーラーにより輸送する方法で行われる。

ブラジル国内の陸送では、ケーブルドラムの大きさを考慮する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 5.13 トレーラーによるケーブル（ドラム）輸送 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：調査団作成） 

図 5.14 布設用台車を用いたケーブル（ドラム）輸送 
 

 現地布設工事に関する検討 2）

a) ケーブル断熱管（コルゲート管／鋼管） 

ケーブル断熱管としては、フレキシブルなコルゲート管を用いたフレキシブル管と、

直管を現場接続して断熱管とするパイプラインが考えられる。フレキシブル管は、ケー

ブルが自由に曲がることより、ケーブル布設が容易である一方で、熱侵入が大きく、波

付形状であることから液体窒素の圧力損失が大きい。パイプライン形状は、駅多窒素の

圧力損失が小さい一方で、現地で配管の組み立てが必要で、かつケーブルコアを引き入

れる工事が必要になる。 
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図 5.15 ケーブル断熱管の構造 
（出典：調査団作成） 

 
b) 布設方式（ラック／トラフ収納／直接埋設） 

 超電導ケーブルは、ケーブルが絶縁体を持ち、熱侵入の少ない断熱管に収納されてい

ることから、電圧的にアース電位であり、温度的にも室温である。それ故に、布設は自

由に布設することが可能である。 
 布設の形態としては、①ケーブルラックに固定する方法、②トラフに収納する方法、

③地中に埋設する方法が可能である。敷設の形態は、ブラジル電力セクターで採用され

る方法と整合を取ることが望ましいが、超電導ケーブルは冷却の状態を監視する必要が

あることから、直接埋設は敷設方法として適していないと言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラック固定      トラフ収納           地中埋設  

図 5.16 直流超電導ケーブルの布設方法 
（出典：調査団作成） 

 
 また、アマゾンにおいては、ケーブル敷設において、長大な河川を横断する必要があ

る。敷設方法の一つとして、ケーブルに鉄線外そうをつけて、川底に敷設する方法が可

能と考えることができる。 鉄線外そうは、ケーブルを川底に沈めるため、川の流れに

よる張力の補強、船舶の錨による損傷防止の効果がある。 
 
 
 
 

Flexible cryostat Straight pipe cryostat 
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図 5.17 超電導直流ケーブルの河川横断の模式図 
（出典：調査団作成） 

 
 
5.2.6  ブラジルの送電系統への超電導ケーブルの適用についての経済効果 

  交流超電導ケーブルの適用ケース 1）

 Eletrobras、CEPEL との議論の中で、ブラジルの送電系統への交流超電導ケーブルの適用に

ついて検討を行った。図 5.18 に、基本的な電力系統図と電圧階級を記載した。ブラジルの場合、

138 kV 以上が送電会社の範疇であり、それ以下は配電会社の範疇となる。そのため、Eletrobras

グループの送電会社、発電会社の所管の中で、超電導ケーブルの適用箇所としては、①発電所内

部のバスライン、②230 kV から 138 kV の送電ライン、③変電所内のバスラインを検討した。（図 

5.18 に図示） 

 

 
 

図 5.18 Transmission network of general power system. The figure shows the place 
where HTS cables can be applied.  

（出典：調査団作成） 

 

 ケーススタディ 2）

a) 発電所－昇圧変圧器 

① 概要 
低電圧・大電流の発電機端子から昇圧変圧器までの比較的短距離線路は、低電圧、大電流の送

電が必要で、現在は気中絶縁方式の相分離母線（GIL）で接続している。GIL の場合、管路径が

 Iron Armer 
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大きく、またリジットであるため設置ルートが固定されるなど、設計・運用上の制約が大きい。

さらには電流が大きく負荷率が高いため常時の発熱量が大きく、通電損失面での課題に加え、管

路径が熱設計で制約を受けるなどの課題がある。このような箇所に超電導ケーブルを適用するこ

とで、布設ルートの制約がなくなり発電所設計の自由度が増すとともに、コンパクト化による建

設コストの削減、低損失化による常時発熱量の低減効果が見込める。 

 

② ケーブル仕様 
 発電所－昇圧変圧器の間の送電線（Bus line）に要求される仕様を、表 2-1 にまとめる。 

 

表 5.19 Specification of the bus-line (cable) connected between a power generator and a main 
transformer in a power plant. 

Items Specifications 

Cable Type Single core cable ×3 

Ratted Capacity  450 MVA 

Rated Voltage 22 kV 

Current 12 kA 

Fault Current 30 kA, 2 sec 

Cable diameter  Approx 150mm 

Cable length 100m 

（出典：調査団作成） 

 

③ ケーブルのコスト分析結果 
 従来技術として GIL の場合とのコスト比較を行った。従来技術とのイニシャルコスト比較結

果を図 5.19 に、従来技術との運転コストの比較結果を図 5.20 に示す。運転コストは、従来ケー

ブルはケーブル損失を、超電導ケーブルは電力の送電におけるロスがきわめて小さいので超電導

ケーブルを液体窒素温度以下に維持するための冷却システムの電力量から、電力単価（1kWh 0.15$）

をかけて導出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.19 Initial costs of bus-lines in a power generation.  
（出典：調査団作成） 
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図 5.20 operation costs of bus-lines in a power generation.         
The cost is estimated by electrical power consumption at 0.15 $/kWh 

 
（出典：調査団作成） 

 

b) 230 kV 地中送電線 

① 概要 
過去、発電所から需要地までの送電は、送電鉄塔を用いた架空送電線で行われてきた。架空送

電線は建設コストが安価な反面、強風や小型機の接触で切断されたり、銃による標的になるなど

送電停止のリスクがある、景観が悪くなる、建物の建設で制限が出る、電磁波の影響、right of way

による架空送電線下の用地確保などデメリットがあり、近年では都市部での架空送電線建設は困

難となり、また架空送電線の地中化が進められている。CV ケーブル（XLPE ケーブル）での代

替が検討されているが、架空送電線は送電容量が大きいために、回線数の増加が必要となる。一

方、超電導ケーブルは CV ケーブルと同等のケーブルサイズで CV ケーブルの３倍の容量の送電

が可能であることから、架空送電線の代替ケーブルとして期待されている。 

 

② ケーブル仕様 
 100km のケーブル長の 230kV 架空送電線の代替ケーブルとして要求される地中ケーブルの仕

様を、表 5.20 にまとめる。 

 

表 5.20 Specification of the underground cable for replacing an overhead line. 
Items Specifications 

Cable Type Single core cable 

Ratted Capacity  1500 MVA 

Rated Voltage 230 kV 

Current 3.5 kA 

Fault Current 60 kA, 0.6 sec 

Cable diameter  Approx 150mm 

Cable length 100 km 

（出典：調査団作成） 
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③ ケーブルのコスト分析結果 
 従来技術として CV ケーブルの場合とのコスト比較を行った。従来技術とのイニシャルコス

ト比較結果を図 5.21 に、従来技術との運転コストの比較結果を図 5.22 に示す。CV ケーブルは

1500 MVAの送電を一回線では流せないので、３回線建設としている。運転コストは、従来ケーブ

ルはケーブル損失を、超電導ケーブルは電力の送電におけるロスがきわめて小さいので超電導ケ

ーブルを液体窒素温度以下に維持するための冷却システムの電力量から、電力単価（1kWh 0.15$）

をかけて導出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.21 Initial costs of 230-kV underground cable. 
（出典：調査団作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  5.22 Operation costs of underground cable with 230 kV, 1,500 MVA.               
The costs are induced by electrical power consumptions at 0.15 $/kWh 

（出典：調査団作成） 

 

 

 

 

 

 

100km 

230 kV XLPE cable       230 kV HTS cable 

230 kV XLPE cable      230 kV HTS cable 
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c) 変電所内の連絡母線 

① 概要 
 ブラジルにおける送電会社の都市部近郊の変電所は、230kV／138kV 変電所が一般的である。

ＩＴ化、エアコンの普及、都市部の電化が進むにあたり都市部の電力需要は急激に増加しており、

これら変電所の設備増強が計画されている。しかし、都市部近郊の変電所は、周りを住宅地やオ

フィス街が立ち並び変電所の拡張はもとより、変電所内地下空間の新規管路布設がスペース的に

困難な状況である。そこで、変電所内の母線を超電導化することで、スペースを確保してトラン

スの増強など行ったり、地中管路径および本数縮小による工事費削減が期待できる。 

 

② ケーブル仕様 
 変電所内の連絡母線の仕様を、表 5.21 にまとめる。 

表 5.21 Specification of a bus-line in a substation. 
Items Specifications 

Cable Type Three core cable 

Ratted Capacity  300 MVA 

Rated Voltage 138 – 230 kV 

Current 3 kA 

Fault Current 30 kA, 2 sec 

Cable diameter  Approx. 130mm 

Cable length 200 m 

（出典：調査団作成） 

 

③ ケーブルのコスト分析結果 
 従来技術として CV ケーブルの場合とのコスト比較を行った。従来技術とのイニシャルコス

ト比較結果を図 5.23 に、従来技術との運転コストの比較結果を図 5.24 に示す。CV ケーブルは

1500 MVAの送電を一回線では流せないので、３回線建設としている。運転コストは、従来ケーブ

ルはケーブル損失を、超電導ケーブルは電力の送電におけるロスがきわめて小さいので超電導ケ

ーブルを液体窒素温度以下に維持するための冷却システムの電力量から、電力単価（1kWh 0.15$）

をかけて導出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.23 Initial costs of a bus-line for a substation. 
（出典：調査団作成） 



 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 

128 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.24 Operation costs of a bus line with 230 kV, 1,500 MVA.             
The costs are induced by electrical power consumptions at 0.15 $/kWh 

（出典：調査団作成） 

 

 経済性評価 3）

 前章までに、超電導ケーブルの導入効果を検討した。この結果、コスト的に最も効果があるの

は発電所内の連系線であり、次が架空送電線の代替えである。発電所ラインは、送電電流が大き

いために抵抗ゼロの超電導にとって効果が大きい。また、架空送電線も CV ケーブルでは３回線

必要なのに対して一回線で送電可能なことから、建設費などの削減効果が期待できる。一方で、

変電所内は距離も短いために冷却システムや付属品のコスト比率が大きく、コストメリットは小

さい。しかしながら、変電所内部はスペース等のコストに反映しないメリットがあるために、そ

の導入は限定的なものと予想される。 

 マーケットについては以下のように仮定した。 

①発電所への超電導母線の導入量： 

 ブラジルの Aneel の将来計画から発電量の増加量を発電機単機容量で割り、年間の発電機の

平均建設数を算出。発電機一機に、1 線路がつくことからそれよりマーケットを求めた。 

②新規地中送電線の導入量： 

  Aneel の将来計画より、送電線の建設計画（亘長）が出されている。現在、ブラジルの超高

圧送電線に対する地中化率が 1.5%であり、超電導ケーブルが 1%とると仮定してケーブル長

を求めた。 

これらの結果を、表 5.22 に示す。この結果、発電所母線で年間 67 M$、送電線で年間 40 M$と

なる。 

 

表 5.22 超電導ケーブルの市場予想 

No. Case Name 

Cable Specification 
 

Length Capacity Voltage 
Introduction amount Market 

Cost benefit 

Normal – HTS [km] [MVA] [kV] 

① 

Power Plant 

Power bus line from 

generator 

0.1～0.2 

no-Joint 

100 

(2.6kA) 
22 15 lines/y  67 M$/y 45 M$/y 

② 
High capacity 

transmission 
100  1500 230 90 km/y 40 M$/y 13 M$/y 

③ 

Connection line  

between transformer 

in substation 

0.2 1000 230 
 

Small 
 

（出典：調査団作成） 
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5.3  研究所レベルの検証設備・試験内容の提案 

5.3.1  ラボラトリ試験の目的 

Eletrobras とそのグループ送電会社は、超電導ケーブルの送電系統への導入検討に当たり、

リスクを最小化するために、超電導ケーブルの特性と品質を把握する必要がある。また、電

力会社は、実際に超電導ケーブルを導入する前に、メーカとの間で、超電導ケーブルに関す

る設計、製造、製品の妥当性を確認する必要がある。特に、超電導ケーブルは、現在、開発

と実証段階にあり、開発された超電導ケーブルの特性と品質を定量的に知ることが重要であ

り、そのために試験手法と評価手法について、先を見越して関連技術を習得しておくことが

重要である。 
ラボラトリ試験は、ケーブルサンプルを使って、ケーブルの要求性能を経済的に速く測定

するために実行される。その試験手法については、世界各国でいろいろと提案されており、

CIGRE を通して共通化していくことが日本、欧州、韓国、米国などで進められている。

Eletrobras の研究機関である CEPEL は、南アメリカの電力ケーブルと電力機器の開発、評価、

認証において南米で最も高度な研究所であり、ブラジルと南米の電力ネットワークのための

様々な新しいケーブルおよび新技術を開発している。CEPEL は、超電導ケーブルのブラジル

および南米での実用化においても、イニシアチブを取るべきであり、そのためにラボラトリ

試験の技術を得て、早期にサンプル評価をすることは、超電導ケーブルの特徴を認識するこ

とができ、さらに将来の導入時の検証、認証を行う機関としての地位を確立する上で重要で

ある。  
 
 

5.3.2  ラボラトリ試験の構成 

ラボラトリ試験は、超電導ケーブルを液体窒素温度に冷却した状態での通電試験と課電試

験からなる。通電試験は、ケーブルの臨界電流、交流損失、短絡・地絡特性を知るために実

施される。課電試験は、超電導ケーブルの電気特性を評価するもので、交流課電試験、イン

パルス課電試験、負荷サイクル試験により実施される。 
通電試験の構成（図 5.25）は、液体窒素を収納するオープンバス（開放容器）の中に、1m

から 5m までの長さの超電導ケーブルサンプルを浸漬して行われる。課電試験の構成（図 5.26）
は、超電導ケーブルアセンブリ（5m 長さの超電導ケーブル、断熱管、およびケーブル端末

から成る）と液体窒素の循環装置からなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.25 通電試験の構成（オープンバステスト） 
（出典：調査団作成） 
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図 5.26 課電試験の構成 
（出典：調査団作成） 

 
 

5.3.3  ラボラトリ試験の内容 

 直流臨界電流試験（DC critical current test） 1）

 超電導線、または超電導導体の臨界電流（Ic）は、1μV／cm の電界が発生する時の電

流値と定義されている。臨界電流試験は、オープンバスの中に貯められた液体窒素中に超電

導ケーブルを入れて冷却し、直流電流源から直流電流をケーブルに流して測定される。ケー

ブル電圧を測定する電圧タップはケーブルの両端に取り付けられる。電圧タップの間の電圧

は、電圧リードで取り出されてデジタル・ボルトメータで測定される。臨界電流は、測定さ

れた電圧が 1μV／cm と一致した電圧の電流と定義される。 
 

 交流損失測定試験（AC loss test） 2）

超電導ケーブルの AC 損失は、超電導線または超電導導体に交流電流を流した時の磁気的

なヒステリシスにより発生する。この交流損失は、超電導ケーブルシステムの冷却システム

を設計するうえで重要なパラメータであり、測定する必要がある。一方で、直流超電導ケー

ブルでは一定電流で運転されている場合には、交流損失は発生しない。電気的測定方法にお

いては、超電導ケーブルを、液体窒素で満たされた開放容器の中におき、AC 電源 (i.e. current 
transformer) を用いて交流電流をケーブルに流す。導体の両端の電圧タップで測定した導体

電圧は、ロックインアンプに入力して、電流との間の位相を求めて、電圧、電流、位相差か

ら交流損失を求める。 
 

 短絡試験（Short circuit test） 3）

短絡電流（事故電流）は定常電流の 10 倍以上の電流が流れるために、超電導ケーブルに

ダメージを与える可能性がある。超電導ケーブルはこの短絡電流に耐える必要がある。 
短絡試験は、液体窒素が満たされた開放容器の中に、2 本の超電導ケーブルを設置して、

ループを作って数＋kA の過電流を 1 秒程度流して行われる。超電導ケーブルには温度計を

取り付けて、温度上昇の測定およびその後の Ic 測定により超電導ケーブルの健全性が確認さ

れる。 
 

 交流耐電圧試験（AC voltage test） 4）

交流耐電圧試験は、ケーブルアセンブリ（ケーブルと端末）で行われ、運用最低圧力の液

LN2 pump Sub-cooler 

Exhaust pump 

LN2 tank 

Gas heater 

Gas separator 

Termination 

HTS cable in 
cryostat pipe 
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体窒素で冷却されている。課電中、液体窒素が蒸発、気泡が発生しないように、冷却システ

ムでサブクール状態に冷却・加圧されてケーブル内を循環している。交流トランスを用いて

ケーブルは交流電圧で課電され、電圧を超電導シールドと超電導導体の間で徐々に上昇させ、

2.5U0 で 30 分間保持する。試験において、絶縁破壊や閃絡が起きないことを確認する。 

 Uo = Operating voltage; IEC 60183 
 

 インパルス課電試験（Impulse voltage test） 5）

インパルス課電試験は、ケーブルアセンブリ（ケーブルと端末）で行われ、運用最低圧力

の液体窒素で冷却されている。課電中、液体窒素が蒸発、気泡が発生しないように、冷却シ

ステムでサブクール状態に冷却・加圧されてケーブル内を循環している。インパルス電圧発

生装置を、数百 V-p から 1kV-p 間隔で徐々に上げていき、所定の電圧（Line Impulse Wave 
Voltage）まで上昇させ、所定の電圧で正極で 10 回、負極で 10 回の課電を行い、絶縁破壊や

閃絡が起きないことを確認する。 
 

 負荷サイクル課電試験（Load cycle voltage test） 6）

負荷サイクル課電試験は、ケーブルアセンブリ（ケーブルと端末）で行われ、運用最低圧

力の液体窒素で冷却されている。試験中、液体窒素が蒸発、気泡が発生しないように、冷却

システムでサブクール状態に冷却・加圧されてケーブル内を循環している。ケーブルは、交

流トランスで 2.0U0 で課電され、導体層とシールド層に定格電流を８時間オン、１６時間オ

フで通電する。この通電サイクルを２０回行い、試験中、絶縁破壊や閃絡が起きないことを

確認する。 
 

5.3.4  ラボラトリ試験のための測定装置、測定設備 

ラボラトリ試験のために、表 5.23 の装置および設備を必要とする。 
 

表 5.23 ラボラトリ試験における測定装置・設備 
Term Specification 
LN2 Open bath   
DC current source 10V - 10 kA 
AC current source  6000A (90 kVA) 
AC phase condenser 100 kVA 
AC voltage transformer 180 kV-1,11 A / 600 kV 2 A 
Impulse Voltage equipment 4000 kV impulse 
Schering Bridge Hipotronics 
Digital multi(volt) meter Fluke multimeters 
Lock in amplifier Minipa MPC-303 DI / 0-30 V/3 A 
DC amplifier Stabilized Source MINIPA MPC-303DI 
Current transformer Measurement of AC current (Clump current probe) 
High current facility 100 kA / 3s (monophasic) 
Data recorder YOKOGAWA Mobile Corder MV100 
Oscilloscope View of impulse voltage wave, fault current wave, etc. 
PD measurement equipment   
Vacuum pump Turbo-vacuum pump device 
He leak detector  
LN2 circulation system  
Termination  

（注）ハイライト部分は、CEPELが所有していないため新規購入が必要となる設備 
（出典：調査団作成） 
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5.3.5  ラボラトリ試験の体制 

ラボラトリ試験は、CEPEL が独自に実施することとなっているが、ブ国内では初の試験で

あり、試験における日本製品の調達の可能性も高いこと、CEPEL からの要望もあることから、

日本から試験方法、試験装置、試験設備などにおける技術的支援を行うことが望ましい。そ

のための体制を図 5.27 に示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.27 ラボラトリ試験における体制 
（出典：調査団作成） 
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5.3.6  ラボラトリ試験のスケジュール 

CEPEL Adorianopolis 試験場を実施場所としたラボラトリ試験のスケジュールを、表 5.24
に示す。 

 

表 5.24 ラボラトリ試験のスケジュール 

Term 2017 2018 2019 2020 

1.Open bath test  
 

 
 

 
 

 
 

 1.1 Purchase of equipment  
 

 
 

 
 

 
 

 1.2 Fabrication of cable sample   
 

 
 

 
  

 1.3 Laboratory Test  
 

 
 

 
 

 
 

2.Cable assembly test  
 

 
 

 
 

 
 

 2.1 Purchase of equipment  
 

 
 

 
 

 
 

 2.2 Fabrication of cooling system  
 

 
 

 
 

 
 

 2.3 Fabrication of cable sample   
 

 
 

 
 

 
 

 2.4 Fabrication of termination   
 

 
 

 
 

 
 

 2.5 Laboratory Test  
 

 
 

 
 

 
 

（出典：調査団作成） 
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5.3.7  ラボラトリ試験の概略設計および予算 

ブラジル側で必要となるラボラトリ試験の概略設計および予算を、表 5.25 に示す。また、

日本から支援を行う場合の概略予算を、表 5.26 に示す。 

表 5.25 ラボラトリ試験における概略予算（ブラジル側） 

 
2017 2018 2019 2020 

Item Detail Cost 
(US$) Detail Cost 

(US$) Detail Cost 
(US$) Detail Cost 

(US$) 

Facility   156,000    334,000    210,000    0  
Equipment DC 

Current 
source 

95,000  Vacuum 
pump 19,000  Terminat

ions 210,000    

AC 
Current 
source 

48,000  He leak 
detector 29,000      

Clump 
current 
probe 

3,000  
LN2 

circulation 
system 

286,000      

Open 
bath 10,000        

Worker cost 3 person 150,000  3 person 150,000  3 person 150,000  3 person 150,000  

Consumable 
goods         

Cable sample 
2m cable 

sample x 2 
set 

14,000  
2m cable 

sample x 4 
set 

28,000  
5m cable 

sample x 1 
set 

27,000  
5m cable 

sample x 1 
set 

27,000  

Liquid Nitrogen   1,000    2,000    4,000    4,000  

Other parts   2,000    4,000    8,000    8,000  

Total   323,000    518,000    399,000    189,000  

（出典：調査団作成） 

表 5.26 ラボラトリ試験における概略予算（日本側が支援を行う場合） 
  2017 2018 2019 2020 

Item Detail Cost 
(US$) Detail Cost 

(US$) Detail Cost 
(US$) Detail Cost 

(US$) 

Facility   0    0    0    0  

Worker cost   135,000    47,500    87,500    0  

Consumable 
goods 

Use in 
Japan 8,000    0    0    0  

.Cable sample 
2m cable 
sample x 1 
set 

7,000              

.Liquid 
nitrogen   1,000              

Others   177,500    80,000    130,000    0  

 Invitation 
fee 1 time 7,500              

 Travel fee to 
BR 2 times 120,000  １ time 50,000  ２ times 100,000      

 Local 
support   50,000    30,000    30,000      

Total   143,000    47,500    87,500    0  

（出典：調査団作成） 
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5.4  パイロット事業の提案 

5.4.1  交流超電導送配電の実証候補地の選定 

交流超電導送電実証候補地について Eletrobras と協議を行った結果、Eletrobras グループの

送電会社である Chesf、Eletronorte、Furnas、Eletrosul の 4 社の送配電サービス地域から選定

される見通しとなった。 
選定に当たっては、Eletrobras・CEPEL とともに、各送電会社と個別に面談し、超電導送電

技術の特徴について紹介した上で、各送電会社のニーズおよび候補地に関して意見交換し、

それを基にパイロットプラントの概略設計を提案した。また、その結果については、テレビ

会議を通じて説明・協議を行い、候補地案として決定した。また、この結果は、Eletrobras
本社および MME、ANEEL にも情報共有を行った。 
以下に各社の特徴、ニーズ等を整理するとともに、各送電会社から示された実証候補地案

について記す。 
 
 各社の特徴 1）

a) Chesf 

Chesf は図 5.28 に示すブ国の北東部の送電を担当しており、配電は担当していない。

電圧階級は 69 kV～500 kV と幅広いが 230 kV の系統が全体の 75％を占めている。電圧

階級と恒長を表 5.27 に示す。架空送電が大半を占めており、地中送電はごくわずかで、

Camacari 変電所で XLPE ケーブルを使用している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.28 Chesf の担当する送電系統 
 
 

（出典：Chesf ホームページ） 
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表 5.27 Chesf における電圧階級と亘長 
電圧 亘長 
69kV 311km 

138kV 462.6km 
230kV 14,080.8km 
500kV 5,371.9km 

Total 20,226.3km 
（出典：Chesf ホームページより調査団作成） 

 
 
 

b) Eletronorte 

Eletronorte は図 5.29 に示すブ国北西部の送電を担当しており、配電は担当していない。

送電電圧は 230 kV と 500 kV であり、138 kV 以下はない。 
 

 
図 5.29 Eletronorte の担当する地域 

（出典：Eletronorte ホームページ） 

 

 

表 5.28 Eletronorte における電圧階級と亘長 
電圧 亘長 

230kV 6,428.7km 
500kV 3,243.3km 

Total 9,672.0km 
（出典：Eletronorte ホームページより調査団作成） 
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c) Eletrosul 

Eletorosul は、図 5.30 に示すとおり、ブ国南部の地域を担当している。 
Eletrosul は発電から送電まで行うと同時に、太陽光発電、洋上風力発電、バイオマス等

の発電も行うパイオニア的な存在であり、新技術導入に積極的である。風力に関しては

既に競争力があり、太陽光発電は収益の 0.5％を新しい研究開発に投資しなければなら

ないという法律を活用して行っている。なお、配電は担当していない。 

 
図 5.30 Eletrosul の担当する地域 

（出典：Eletrosul ホームページ） 

 

表 5.29 Eletrosul における電圧階級と亘長 
電圧 亘長 

34.5kV 26km 
69kV 73km 

132kV 12km 
138kV 1,911km 
230kV 5,260km 
525kV 3,587km 

Total 10,896km 

（出典：Eletrosul ホームページより調査団作成） 
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d) Furnas 

  Furnas は、図 5.31 に示すとおり、ブ国の広範囲の地域において、発電から送電ま

でを担当しており、17 カ所の水力発電所、2 カ所の火力発電所および約 24,000km の送

電線を有している。なお、配電は担当していない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 5.31 Furnas の担当する地域 
（出典：Furnas ホームページ） 

 

表 5.30 Furnas における電圧階級と亘長 
電圧 亘長 

138kV 2,773km 
230kV 2,780km 
345kV 6,622km 
500kV 5,112km 

DC600kV 3,997km 
750kV 2,698km 

Total 23,982km 

（出典：Furnas ホームページより調査団作成） 
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 各社が抱える課題等 2）

a) Chesf 

XLPE ケーブルを使用している Camacari 変電所では変電所間を 230 kV で連結する。

500 m くらいの距離を４回線で連結する。XLPE ケーブルは発熱があるため、ケーブル

同士を離して設置するが、この際、インダクタンスが大きくなり、ケーブルに流せる電

流が減少し、必要なケーブル数が増えるという課題がある。これを超電導ケーブルとす

ればコンパクトなシステムとして実現できる。 
Chesf では 230 kV が主要送電線であるため、解決したい問題は 230 kV に集中してい

る。例えば二つの母線を連結する必要があり、道路を横切るときに架空送電ではそのた

めのエリアが必要となるが、地中化できればこのエリアが不要となる。 
また、架空送電線から変電所に引き込む場合に、架空送電線を地中ケーブルとつなぎ 150 
m 程度先で 230 kV 母線につなぐようなニーズが多々あり、この際に、超電導のメリッ

トが発揮できる。 
以上から、Chesf ではパイロットプラントの電圧は 230 kV が望ましい。 

 
b) Eletronorte 

ブラジルでは短絡電流が 63 kA とかなり上がってきており、Eletronorte でも電気設備

の更新が必要となっている。超電導ケーブルを使用する場合はこの点を考慮する必要が

ある。 
ブラジリアの送電電圧は 230 kV で、サマンバイア－ブラジリア南間（長さ 20 km）で

は架空送電線 1 回線が地中化された。さらに 2 回線を地中化する計画があるが、インダ

クタンスの問題（漏洩磁場が大きくなる）が発生するという課題がある。超電導ケーブ

ルではこのような問題がなく、省スペースでの設置が可能であり、コスト的メリットが

あれば、将来的には十分応用可能である。 
また、現在不動産価格が上昇しており、架空送電を地中化することにより、架空送電

に必要な面積の有効活用が可能となり、非常に大きなメリットとなる。 
 

c) Eletrosul 

Eletrosul の見解としては、地中ケーブルである XLPE ケーブルは実用化されて 40 年近

く経ち完成された技術であり、環境への影響や送電損失などの面でこれ以上の技術進歩

は望めない。一方で、地下に埋設する超電導ケーブルについて、イニシャルコストはか

かるが、環境への影響や森林伐採の観点からも、確実にメリットがあるとのことであっ

た。 
ブラジルは森林が多いので架空送電線の敷地の保全が必要である。また、送電線の碍

子が発砲により壊されたりする問題なども発生しているが、超電導ケーブルによる地下

埋設であれば、これらの問題を解決できる。 
 

d) Furnas 

Furnas では、都市計画の中で架空送電線の地下への埋設を必要とする地域があれば、

超電導ケーブルによる送電のメリットはあるとの考えである。なお、Santa Cruz で地下

に埋設する計画があるものの、まだ先の話であり、至近のニーズはない模様である。 
 
 実証候補地 3）

Chesf、Eletronrte および Eletrosul から、以下のとおり候補地の提案があった。 
a) Chesf 

Chesf からの候補地の提案は、表 5.31 のとおり。 
この内、#1 の Fortaleza I－Fortaleza II は隣接する変電所間をつなぐものであり、現在

265MVA の容量を持つ送電線 3 回線でつないでいる。このうちの 1 回線をパイロットプ

ラントに置き換えようというものである。#2 は Bongi 変電所に引き込まれている３回線

（Açonorte、C1、C2）の送電線が現在架空線となっているが、これを超電導ケーブルで
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１本にまとめて地中化するという提案である。Chesf では、架空線に必要な土地や空間

を有効に活用したいと考えている。#3 の Sobradinho は、変電所内にパイロットプラント

を設置する提案と言える。 

表 5.31 Chesf からのパイロットプラント候補地の提案 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：調査団作成） 

 
b) Eletornorte 

 Eletronorte からは、パイロットプラントによる実証は現用の送電線と並列させ、超電

導ケーブルに問題が発生した際には現用の送電線に戻し、送電が停止することが無いよ

う万全の配慮を行う必要があるとのことで、下記の表 5.32 の提案があった。 
 

表 5.32 Eletronorte からのパイロットプラント候補地の提案 
 

 

 
 

（出典：調査団作成） 

 
c) Eletrosul 

 Eletrosul からは、パイロットプラントによる実証は、閉鎖された空間への導入が適当

ということで、変電所内へ設置する提案があった。Eletrosul では 60 箇所の変電所があり、

その中から選定することとし、電圧は 138 kV か 230 kV としたいとのことであった。 
 

 
5.4.2  交流超電導送配電の実証設備の仕様とコスト 

 交流超電導ケーブルを電力供給システムに適用するためには、送電線路建設、運用、保守

を含めたトータルシステムとしての総合的な信頼性を確立することが要求される。そのため

には、実系統に連系した実負荷での実証試験は不可欠であり、交流超電導ケーブルシステム

の運用性、安全性、信頼性の知見を得るためのパイロットプラント試験が必要である。また、

超電導ケーブルを既存電力ネットワークに導入することを考えると、既存電力ネットワーク

との整合が取れることを証明することも必要であり、超電導ケーブルシステムを構成する各

構成機器（ケーブル、終端接続部、中間接続部、冷却システム、運転・監視システム、保護・

遮断システム等）をすべてパイロットプラントに組み込み、高温超電導ケーブルの固有の事

象に対する既存電力ネットワークへの影響や波及効果を知ることも、次の実系統導入や実用

化へのステップとなる。これらを考慮し、交流超電導送配電のパイロットプラントの仕様を、

各候補地に対して検討してシステムの概略設計と、概算コストを以下のとおり導出した。 
 

Facility Location Voltage Power Current Length

kV MVA A m

Substation Barra do Peixe 138 200 837 70



 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 

141 

 共通設備仕様 1）

a) トータルシステム 

 超電導ケーブルシステムのパイロットプラントは、図 5.32 に示すように、超電導ケ

ーブル本体、中間接続部、終端接続部、冷却システム、モニターシステム、制御システ

ム（運転・監視システム）、電気設備（遮断機、開閉器）などから構成される。また、

それ以外に、既存線路から超電導ケーブルへの連結線、そのためのタワーや絶縁支柱、

超電導ケーブルの布設のためのトラフや管路、それらへの固定金具、運転のためのコン

トロールルーム（建屋）、また安全のための酸素計や人立入監視などの安全設備など多

くの設備が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.32 超電導ケーブルのシステム構成図 

（出典：調査団作成） 

 

b) 超電導ケーブル 

超電導ケーブルの構造上の種類（コアの形態）としては、一つのコアが断熱管に収納

された単心ケーブル、3 相のコアを一つの断熱管に入れた 3 相一括ケーブル、3 相の超

電導層を一つのフォーマ上に形成した三相同軸ケーブルがある。適用電圧が高くなると、

超電導ケーブルのコアの絶縁厚さが厚くなり、コアの太さが太くなることから、冷却に

必要な断熱管の収納できるコア数が決まってくる。表 5.33 には、3 種類のケーブルの構

造図を示し、適用される電圧および容量を記す。 
 

表 5.33 超電導ケーブル開発におけるケーブル構成 

種類 単心ケーブル 三相一括ケーブル 三相同軸ケーブル 

電圧 138 kV – 275 kV 50 – 138 kV 10 - 50 kV 

容量  1.5 GW 500 MVA 300 MVA 

構成       

 

外径 150 mm at 275 kV 140 mm at 66 kV 150 mm at 10 kV 

（出典：調査団作成） 
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c) 中間接続部、終端接続部 

中間接続部は長尺のケーブルシステムには必要不可欠なものであり、通常はケーブル

同士をマンホール内にて接続して送電線路が形成される。中間接続は、実系統導入を考

慮してマンホールで行うことを想定した構成・工程とする必要がある。その一例として、

中間接続部の施工は、①フォーマを従来ケーブルと同様に接続し、②超電導導体は半田

を用いて電気的な接続を行う、③電気絶縁層として補強紙を巻き付け、④超電導シール

ドは導体と同様に半田を用いて接続する、⑤銅シールド層は編組銅線を用いて接続を行

い、⑥保護層を巻き付ける、⑦ケーブルコアを接続した後に断熱管と連接して窒素槽及

び真空槽を組み立てる構造としている。 
終端接続部は、超電導ケーブルと実系統とを接続する箇所であり、熱的には液体窒素

温度部と常温部との接続部でもある。ケーブル端末は、超電導ケーブルのコアを段剥ぎ

してシールド層、導体層を露出するように端末処理を行い、端末内の銅導体にそれぞれ

接続している。高圧となる導体層を、碍子を通して室温まで引き出すために、電気的な

絶縁破壊を起こさないように、導体外側には電界緩和のためのストレスリリーフコーン

が、また、碍子内部においては電界ストレス緩和機能をもたせたコンデンサーコーンが

用いられている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.33 超電導ケーブル中間接続部 構造図 

（出典：調査団作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.34 超電導ケーブル終端接続部 構造図 

（出典：調査団作成） 

 

超電導ケーブル 導体接続部 

補強絶縁 

接続部内管 

接続部外管 

Cu lead  

Vacuum vessel  

LN2 vessel  

Bushing 

Cu lead for shield  

HTS cable  

Shield electrode 

Stress cone  Cable electrode 

Porcelain insulator 
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d) 冷却システム 

 冷却システムは冷凍機、循環ポンプ、リザーバタンクから構成されるが、パイロット・

プラント用の冷却システム用冷凍機には、kW 級の冷凍能力があるブレイトン冷凍機を

候補とする。ブレイトン冷凍機は、冷媒に対して「断熱圧縮・等圧冷却・断熱膨張・等

圧加熱」の過程（ブレイトンサイクル）をターボ圧縮機とターボ膨張機で実現すること

で、効率的に寒冷温を発生させるもので、この寒冷温と熱交換器により液体窒素を極低

温まで冷却する。（図 5.35） 
 また、冷却システムのサイズ（床面積）としては、図 5.36 に示すようにコンテナー

に収納可能なサイズであり、冷却システムを収納する建屋を必要としない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.35 5kW ブレイトン冷凍機 

（出典：調査団作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.36 冷凍システムの床面積 

（出典：調査団作成） 
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 各パイロットプラントの個別仕様とコスト 2）

Eletrobras およびその傘下の送電会社との会議において、Chesf, Eletrosul, Eletronorte の３社

から、パイロットプラントの候補地の提案があった。それぞれの候補地の位置について、図 
5.37 に示す。また、各パイロットプラントの概略仕様およびコストの検討結果を以下に示す。 

 
 

 

図 5.37 パイロットプラント候補地の位置 

（出典：調査団作成） 
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a) Chesf 

Chesf から提示のあった候補地の情報（表 5.34）を基に検討し、Chesf と協議・確認し

た結果を、Sheet5.4.2-1～Sheet5.4.2-4 に示す。 
 

表 5.34 パイロット・プラントの検討結果（Chesf） 

State 
City  

Facility Line Voltage 
kV 

Power 
MVA 

Current 
A 

Length 
m 

Result 
Sheet 

Ceará 
Fortaleza 

Substation 
(City area) 

Fortaleza I  
– Fortaleza Ⅱ 

230 265 665 150 5.4.2-1 

Ceará 
Fortaleza 

Substation 
(City area) 

Fortaleza I  
– Fortaleza Ⅱ 

230 800 1600 150 5.4.2-2 

Pernambuco 
Recife 

Transmission 
(City area) 

Bongi  
– Açonorte 

230 400 800 1500 5.4.2-3 

Pernambuco 
Recife 

Transmission 
(City area) 

Joairam 
– Bongi 

230 800 1,600 1500 5.4.2-3 

Bahia 
Sobradinho 

Substation 
(City area) 

Sobradinho 
 – Bahia 

230 265 665 550 5.4.2-4 

（出典：調査団作成） 

 

b) Eletronotre 

 Eletronotre から提示のあった候補地の情報（表 5.35）を基に検討し、Eletronorte と協

議・確認した結果を、Sheet5.4.2-5～Sheet5.4.2-6 に示す。各シートは、Barra do Peixe の
変電所内の 138kV のラインに対して、単心ケーブル３本の例と、三相一括ケーブルの例

を示したものである。なお、Eletronorte の候補地については、適用できるケーブル長が

70m と短いことから、超電導ケーブル導入のメリットや効果が確認しづらいとの懸念も

あり、候補地としての適否について検討中である。 
 

表 5.35 パイロット・プラントの検討結果（Eletronorte） 
State  
City 

Facility 
  

Line 
  

Voltage 
kV 

Power 
MVA 

Current 
A 

Length 
m 

Result 
Sheet 

Mato Grosso  
Ribeirãozinho  

Substation 
(City area) Barra do Peixe 138 200 837 70 5.4.2-5 

5.4.2-6 
（出典：調査団作成） 

 

c) Eletrosul 

 Eletrosul から提示のあった候補地の情報（表 5.36）を基に検討し、Eletrosul と協議・

確認した結果を、Sheet5.4.2-7～Sheet5.4.2-10 に示す。なお、Eletrosul との議論の中で、

Biguaçu と Londrina については、変電所の拡張計画があり、超電導ケーブルの実証試験

に割り当てるスペースが確保できないことが判明したことから、候補地の優先順位とし

ては、Palhoça、Dourados の順番とすることとなった。 

 

表 5.36 パイロット・プラントの検討結果（Eletrosul） 

State 
City name 

Facility 
  

Line 
  

Voltage 
kV 

Power 
MVA 

Current 
A 

Length 
m 

Result 
Sheet 

Mato Grosso do Sul  
Dourados 

Substation 
(City area) Dourados 230 400 1000 350 5.4.2-7 

Santa Catarina  
Caminho Novo 

Substation 
(City area) Palhoça 230 400 1000 260 5.4.2-8 

Santa Catarina  
Bairro 

Substation 
(City area) Biguaçu 230 400 1000 150 5.4.2-9 

Parana  
Londrina 

Substation 
(City area) Londrina 230 400 1000 200 5.4.2-10 

（出典：調査団作成） 
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 各パイロットプラント候補のコスト検討結果 3）

コスト検討は、以下の条件で行った。 
【初期コスト】 

- コスト計算の前提として、購買を目的としたものではなく、今後の FS のために参考と

すべく概算値を示した。 

- ケーブルコストは、現在の超電導線の市場価格を反映しているために、高価となってい

る。超電導線の量産が始まってきていることから、将来的には、より安価になることが

期待される。 

- 冷却システムとしては、クローズド・サイクルであるターボブレイトン冷凍システムを

適用している。この方式は、運転期間中、液体窒素の補充を必要としない。 

- 電力保護システムは、遮断器と開閉器から構成される。これら機器は商業化されており、

一般の変電所で使われているものである。  

- 土木費は、サイトの整地、道路等の建設、建屋の建設費である。冷凍機は、コンテナー

に収納されていることから、建屋を必要としない。建屋は、制御システムと運転員のた

めに用意されるが、現地の資材コストや土壌等に大きく依存するために、コスト試算に

は計上していない。  

- 布設費は、布設方法に依存する。直接埋設方式が安く、管路収納が高くなる。布設方法

が決定していないので、コスト試算には計上していない。 

【運転コスト】 

- 運転コストは、冷凍機と制御盤の電気代のみを考慮して、0.15$/kWh と想定した。また、

冷凍機は 24 時間、365 日の運転で計算している。運転員のコスト、冷凍機等のメンテ

ナンスコストは含まれていない。 

 

Chesf, Eletronorte, Eletrosul のそれぞれのパイロットプラント候補に対するコストの検討結

果を、表 5.37～表 5.39 に示す。なお、今回の検討においては、土木費および布設費に係る

コストは含んでいない。これらのコストは、現地事情や設計条件により大きく変動するもの

であり、これらの詳細については、次の段階のフィージビリティスタディの中で、各電力会

社と議論を進めていく必要があると考えている。 
また、パイロットプラントのシステム設計においては、冷却システムのユーティリティー

の供給や各電力会社の設備設置時のルール、ブラジル国内の各種規制など、更に具体的な検

討を要するものもあり、今後実施が想定されるフィージビリティスタディの中で、議論を進

めて完成度を高める必要があると考えている。 
 

表 5.37 パイロット・プラントのイニシャル・コスト＋運転コスト(Chesf) 

 Fortaleza I – Fortaleza I I Bongi Sobradinho  

– Bahia 1cct 400MW 3cct 800MW  ->Açonorte  C1 –C2 
Voltage [kV] 230 230 230 230 230 
Length [m] 150 150 1500 1500 550 
Initial cost [k-US$] 
HTS cable 1,140 1,350 11,400 12,800 4,200 
Intermediate joint   600 600 200 
Termination sets 900 900 900 900 900 
Cooling System 8,000 8,000 14,000 14,000 10,000 
Protection system 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 
Civil work      
Installation      
Total (Equipment) 13 M-US$ 13 M-US$ 29 M-US$ 31 M-US$ 16 M-US$ 
Operation cost [k-US$/year] 
Electrical charge 125 138 419 419 149 

（出典：調査団作成） 
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表 5.38 パイロット・プラントのイニシャル・コスト＋運転コスト(Eletronorte) 

 Barra do Peixe 
(Single core) 

Barra do Peixe 
(Three core) 

Voltage [kV] 138 138 
Length [m] 70 70 
Initial cost [US$] 
HTS cable 520 520 
Intermediate joint   
Termination sets 900 600 
Cooling System 5,000 5,000 
Protection system 2,500 2,500 
Civil work   
Installation   
Total (Equipment) 9 M-US$ 9 M-US$ 
Operation cost [k-US$/year] 
Electrical charge 57 51 

（出典：調査団作成） 

 

 

表 5.39 パイロット・プラントのイニシャル・コスト＋運転コスト(Eletrosul) 

 Dourados Biguaçu Palhoça Londrina 

Voltage [kV] 230 230 230 230 
Length [m] 350 150 260 200 
Initial cost [US$] 
HTS cable 2669  1144  1983  1525  
Termination sets 900  900  900  900  
Cooling System 8000  8000  8000  8000  
Control system 2500  2500  2500  2500  
Civil work     
Installation     
Total (Equipment) 14 M-US$ 13 M-US$ 13 M-US$ 13 M-US$ 
Operation cost [US$] 
Electrical charge 138 125 131 128 

（出典：調査団作成） 

 

 

 各パイロットプラント候補の評価検討 4）

パイロットプラントの目的から考えた場合、次の実用化に繋げるためには、超電導ケーブルの

メリットが顕在化する長さと容量、運転における多様な影響を検証できる規模が必要である。そ

のためには、長さとして300ｍ以上であり、容量としても300ＭＷと考える。その点で、Eletronorte

の 70m のラインは、短すぎるとの判断が Eletronoute や Eletorbras,CEPEL との会議において

も出た結果、候補地から落ちている。 

今回、提案された候補地は、すべて各州の大都市の中または近隣であることから、アクセスの

容易さや、労働力や工事資材の調達などの懸念はほとんどない。また、工事におけるインフラ（道

路、水道、電気）もすでに確保されているところであり、パイロットプラント実施のための制約

はない。 

各候補地の内容においては、変電所内の母線への適用と、架空送電線(airline)への置き換えの

２種類の候補があげられている。超電導ケーブルの系統への影響を考えた場合、変電所母線は、

両端を変圧器や保護装置で送配電系統への直接の接続がないことや、距離が短いことによりケー

ブルの電気的特性（インピーダンスやリアクタンス）の変化量も小さいために、全体の系統への

影響も小さい。一方、長距離の架空送電線代替えの場合には、ケーブルの電気特性の変化量も大
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きく、その影響は十分検討する必要がある。特に、超電導ケーブルの導入による潮流変化（電気

の流れやすさの変化）は、既存の老朽設備の短絡電流や短時間過電圧によるダメージも懸念され

る点であり、導入する電力会社と共同で系統解析を実施する必要がある。 

パイロットプラントの実施における周囲環境への影響については、変電所内での実施において

は、現時点での検討では導入する電力会社の責任範疇であるために、政府関係との規制面での問

題もなく、また周囲住民に対する環境アセスメントの必要性もない。一方、架空送電線代替えの

場合には、超電導ケーブルは地中送電と同様に、電磁波や電界の問題や景観の問題など環境負荷

軽減のために影響は少ないものの、公衆環境に敷設されるものであることから、工事許可の取得、

新規送電線ということで監督官庁への十分な説明も必要となる。また、長距離線路では各送電線

より敷設スペースが減るものの、途中に冷却システムを設置する場合には、そのための用地取得

の必要性もあり、官庁認可や用地取得、周辺社会への説明など対応する時間（数年）を有する必

要がある。 

超電導ケーブル、冷却システムの技術適用性については、以下のとおりである。超電導ケーブ

ルにおいては、230 kV のケーブル設計は、設置場所が特殊環境でないために、日本の技術を適

用することで完了している。ただし、230 kV は未だ実系統での実証の実績がないために、十分

な R&D プロジェクトでの実系統導入を想定した確認が必要である。冷却システムについては、

架空送電線代替えのラインでは、不具合による長期間の冷却停止、それに続く送電停止は社会へ

の影響（暴動、略奪、殺人など）が大きいために、現状の信頼性の確保に加えて、事故時の早期

復旧についてのハード面、ソフト面での体制の構築および訓練が必要となる。変電所内設備にお

いては、スペース的、コスト的にも２重３重の安全対策が取りやすい点はある。 

これらの点より、早期に実施するのであれば、Chesf の Sobradinho 変電所や Eletrosul の

Dourados が良く、十分な準備時間が取れれば Chesf の Bongi の架空送電線への適用が良いと考

えられる。特に、後者は 1,500m と世界最長のケーブル亘長となり、実現すれば世界一のパイロ

ットプラント実証となる。 

 

 

 

5.4.3  パイロットプラントの実施体制 

 

パイロットプラントの実施体制としては、Eletrobras が全体の調整を行い、パイロットプラ

ントを実施するサイトの送電会社が、CEPEL と JICA の技術支援を受けて実施し、資材調達、

工事、運転を行う。 
このパイロットプラントプロジェクトは、ブラジル政府機関から日本政府への要請に基づ

き、日本との協力事業として、実施に必要な資金協力と技術支援を受けつつ行われる。 

 

表 5.40 パイロットプラントの実施体制 

Organizer Eletrobras 

Procurement Transmission company/companies 
Financial support JICA 

Funding Eletrobras 
Operation Transmission company/companies 
Technical support CEPEL, JICA 

（出典：調査団作成） 
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1. General Information 
Company name Chesf 

City name Fortaleza – Ceará 

Substation name Fortaleza I 

Fortaleza II 

Location 3°49'49.6"S 38°32'32.8"W 

Line Interconnection Fortaleza I and Fortaleza II 

Specification of a pilot plant line  (O4Z4) 

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 265 MVA 

 Current  665 A (Night time), 331 A (Day time) 

 Length 150 m 

 Altitude 20 m 

2. Layout of Superconducting cable 

 

 

3. Objective of introducing HTS cable. ( Potential need ) 
1) Interconnection in the high voltage substation 
2) Capacity up the existing substation 
3) Space & cost saving for the construction of transmission lines 
  

4. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 101 mm 

O.D. Cooling pipe 147 mm 

 O.D. Cable 153 mm 

 Weight 14.1 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 1.94 kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 25 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 73 K 

Pressure at inlet 0.93 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 4.5 kW 

Max flow rate 50 l/min 

Pump head pressure 0.53 MPa 

LN2 storage (Total) 8.13 m3 

 Cable 0.41 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

6. Cooling system design 

Item Specification Type 

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 0.9 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 50 l/min 0.6MPa 2 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

(a) Initial cost 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 150m×3 1,140 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation cost (0.15$/kW) 

Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refergirater power (COP 0.08) 88 kW 
125 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

Single core cable 

Diagram

 

Configuration of HTS cable system 

 

Diagram of system                             Termination 

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Fortaleza I Fortaleza II 

Convention line 

Design sheet of pilot plant  

( Sheet 5.4.2-1 ) 
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1. General Information 
Company name Chesf 

City name Fortaleza – Ceará 

Substation name Fortaleza I 

Fortaleza II 

Location 3°49'49.6"S 38°32'32.8"W 

Line Interconnection Fortaleza I and Fortaleza II 

Specification of a pilot plant line  (O4Z4) 

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 800 MVA 

 Current  665 A (Night time), 331 A (Day time) x 3 

 Length 150 m 

 Altitude 20 m 

2. Layout of Superconducting cable 

 

 

 

one HTS cable replaces to 3 XLPE cables 

 

3. Objective of introducing HTS cable. ( Potential need ) 
1) Interconnection in the high voltage substation 
2) Capacity up the existing substation 
3) Space & cost saving for the construction of transmission lines 
  

4. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 2000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 103 mm 

O.D. Cooling pipe 149 mm 

 O.D. Cable 155 mm 

 Weight 14.1 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 1.94 kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 25 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 75 K 

Pressure at inlet 0.93 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 5.7 kW 

Max flow rate 50 l/min 

Pump head pressure 0.39 MPa 

LN2 storage (Total) 8.13 m3 

 Cable 0.41 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

6. Cooling system design 

Item Specification Type 

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 0.9 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 50 l/min 0.6MPa 2 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

(a) Initial cost 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 150m×3 1,350 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation cost (0.15$/kW) 

Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refrigerator power (COP 0.08) 85 kW 
138 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

Single core cable 

Configuration of HTS cable system 

 

Diagram of system                             Termination 

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Fortaleza I Fortaleza II 

Convention line 

Diagram

 

HTS cable 

Design sheet of pilot plant 

( Sheet5.4.2-2 ) 
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1. General Information 
Company name Chesf 

City name Recife – Pernambuco 

Substation  

name 

From Bongi Joairam 

To Açonorte Bongi C1 – C2 

Location 8°03'49.5"S 34°55'42.6"W 

Line Airlines between substations 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 400 MVA 800 MVA 

 Current  800 A 1,600 A 

 Length 1500 m 1500m 

 Altitude 20 m 20 m 

2. Layout of Superconducting cable 

 
 

 

 

 

 

 

 

3. Merit of introducing HTS cable. ( Potential need ) 
1) Substitution of the air-lines 
2) Low loss 
3) Space & cost saving for the construction of transmission lines 
4) Environmental friendly (No leakage field of electro-magnetic wave) 

4. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 105 mm 

O.D. Cooling pipe 151 mm 

 O.D. Cable 157 mm 

 Weight 14.1 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 1.94 kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 25 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 77 K 

Pressure at inlet 0.73 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 15.2 kW 

Max flow rate 75 l/min 

Pump head pressure 0.33 MPa 

LN2 storage (Total) 36.7 m3 

 Cable 5.08 m3/phase 

 Return pipe 14.5 m3 

 Termination 1.15 m3/set 
LN2 flow in HTS cable system 

 

6. Cooling system desig 

Item Specification  

Refrigerator 5 kW X 4 sets Brayton 

Reservoir tank 4 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 75 l/min 0.4MPa 2 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

(a) Initial cost (400 MVA) 

Item Quantity Cost (k-US$) 

  400MW 800MW 

HTS cable 1500m×3 11,400 12,800 

Intermediate joint 9 sets 600 600 

Termination sets 6 sets 900 900 

Cooling System 1 unit 14,000 14,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 2,500 

Civil work (Installation, Control house) 1 unit   

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit   

(b) Operation cost (0.15$/kW) 
400 MVA 
Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refrigerator power (COP 0.08) 310 kW 
420 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 
800 MVA 
Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refrigerator power (COP 0.08) 440 kW 
590 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

 

Diagram of system 

 

Configuration of HTS cable system 

 

Single core cable 

HTS cable Termination 
Circuit breaker 

Dis-connecter 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Açonorte 
Joairam Bongi 

Return pipe 

Excited air-line 

1.5km 

Design sheet of pilot plant  

( Sheet 5.4.2-3 ) 
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1. General Information 
Company name Chesf 

City name Sobradinho – Bahia 

Substation name Sobradinho 

Location 9°26'11.7"S 40°49'36.0"W 

Line Interconnection Coletora Casa Nova – 

Sobradinho C1 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 265 MVA 

 Current  665 A  

 Length 550 m 

 Altitude 100 m 

2. Layout of Superconducting cable 

  
3. Objective of introducing HTS cable. ( Potential need ) 
1) Interconnection in the high voltage substation 
2) Capacity up the existing substation 
3) Space & cost saving for the construction of transmission lines 
  

4. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 105 mm 

O.D. Cooling pipe 151 mm 

 O.D. Cable 157 mm 

 Weight 14.1 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 1.94 kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 25 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 75 K 

Pressure at inlet 0.98 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 6.8 kW 

Max flow rate 50 l/min 

Pump head pressure 0.58 MPa 

LN2 storage (Total) 12.51 m3 

 Cable 1.86 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

6. Cooling system design 

Item Specification  

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 1.3 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 50 l/min 0.6MPa 2 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

(a) Initial 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 550m×3 4,200 

Intermediate joint 3 sets 200 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation 

Item Quantity Cost (k-US$) 

Refrigerator power (COP 0.08) 110 kW 
150 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

Single core cable 

Diagram

 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Configuration of HTS cable system 

 

 

 

Diagram of system                             Termination 

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

Sobradinho Bahia 

Design sheet of pilot plant 

( Sheet 5.4.2-4 ) 
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1. General Information 

Company name Eletronorte 

City name Ribeirãozinho – Mato Grosso 

Substation name Barra do Peixe 

Location 16°29'41.0"S 52°36'56.4"W 

Line interconnect of existent slide bars 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 138 kV 

 Power 200 MVA  (AT4 + AT5) 

 Current  837 A  

 Length 70 m 

 Altitude 400 m 

2. Layout of Superconducting cable 

 

 

 

 

 

 

3. Merit of introducing HTS cable. ( Potential need ) 
1) High capacity line 
2) Space & cost saving for the construction 

4. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 190 kV 

Impulse voltage 650 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 40 kA 

Duration of accident 2 sec 

Cable dimension  

 O.D. Former 24 mm 

 O.D. HTS conductor 28.3 mm 

 O.D. Insulation 56.3 mm 

 O.D. HTS shield layer 57.5 mm 

 O.D. Cable core 62.9 mm 

 I.D. Cooling pipe 74 mm 

O.D. Cooling pipe 120 mm 

 O.D. Cable 126 mm 

 Weight 9.7 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 1.69 kW/km-phase 

Heat load in termination 0.4 kW/set 

Flow rate 10 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 75 K 

Pressure at inlet 0.49 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 2.8 kW 

Max flow rate 20 l/min 

Pump head pressure 0.09 MPa 

LN2 storage (Total) 2.8 m3 

 Cable 0.13 m3/phase 

 Termination 0.39 m3/piece 

LN2 flow in HTS cable system  

 

6. Cooling system desig 

Item Specification  

Refrigerator 5 kW X 1 sets Brayton 

Reservoir tank 0.3 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 20 l/min 0.1MPa 1 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

(a) Initial 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 70m×3 520 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 
 (Refrigerator, Pump, Cryostat pipe) 

1 unit 5,000 

Control system 1 unit 2,500 

Civil work for installation site 1 unit  

Installation 1 unit  

(2) Operation 

Item Quantity Cost (k-US$) 

Refrigerator power (COP 0.08) 34 kW 
57 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

 

Diagram of system 

 

Single core cable 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

  

Configuration of HTS cable system 

 

Diagram of system                             Termination 

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

Design sheet of pilot plant-single core version 

( Sheet 5.4.2-5 ) 





 

 

ブラジル国 ブラジルにおける超電導送電等高効率送電技術導入検討のための情報収集・確認調査 

 

 

 
154 

1. General Information 
Company name Eletronorte 

City name Ribeirãozinho – Mato Grosso 

Substation name Barra do Peixe 

Location 16°29'41.0"S 52°36'56.4"W 

Line interconnect of existent slide bars 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 138 kV 

 Power 200 MVA  (AT4 + AT5) 

 Current  837 A  

 Length 70 m 

Altitude 400 m 

2. Layout of Superconducting cable 

 

 

 

 

 

3. Merit of introducing HTS cable. ( Potential need ) 
1) High capacity line 
2) Space & cost saving for the construction 

4. HTS Cable design 

Cable Type Three core  

AC voltage test 190 kV 

Impulse voltage 650 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 40 kA 

Duration of accident  

Cable dimension  

 O.D. Former 20 mm 

 O.D. HTS conductor 24.3 mm 

 O.D. Insulation 52.3 mm 

 O.D. HTS shield layer 53.5 mm 

 O.D. Cable core 57.9 mm 

 I.D. Cooling pipe 146 mm 

O.D. Cooling pipe 192 mm 

 O.D. Cable 198 mm 

 Weight 18.1 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 2.0 kW/km 

Heat load in termination 1.0 kW/set 

Flow rate 20 L/min 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 74 K 

Pressure at inlet 0.4 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 2.0 kW 

Max flow rate 20 l/min 

Pump head pressure 0.01 MPa 

LN2 storage (Total) 2.6 m3 

 Cable 0.72 m3 

 Return pipe 0.35 m3 

 Termination 0.79 m3/piece 

LN2 flow in HTS cable system  

 

6. Cooling system design 

Item Specification  

Refrigerator 5 kW X 1 sets Brayton 

Reservoir tank 0.3 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 20 l/min 0.1MPa 1 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

9. Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 70m 520 

Termination sets 2 sets 600 

Cooling System 1 unit 5,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation cost (0.15$/kW) 

Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refrigerator power (COP 0.08) 29 kW 
51 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

 
  

P

CE

P

CE

BB

Termination
HTS cable Joint

Diagram of system 

 

Three core cable 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

  

Existed bus line is separated with a disconnecter and a circuit breaker. 

A HTS cable system is connected with separate bus line. In case of 

trouble of the HTS cable, the disconnecter and the circuit breaker are 

installed at the both ends of the HTS cable. 

Configuration of HTS cable system 

 

Diagram of system                           

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

HTS cable (3 core) 

Return pipe 

Termination 

Cooling system 

Ver 1: 2016.11.16 

Ver 2: 2016.11.24 

Design sheet of pilot plant-three core version 

( Sheet 5.4.2-6 ) 
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1. General Information 

Company name Eletrosul 

City name Dourados – Mato Grosso do Sul 

Substation name Dourados 

Location 22°16'01.9"S 54°59'37.0"W 

Line Interconnection in Substation 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 400 MVA 

 Current  1000 A 

Cable length 350 m 

 Altitude 400 m 

2. Layout of Substation 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. Layout of superconducting cable system 

 

 

 

 

 

 

4. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 105 mm 

O.D. Cooling pipe 131 mm 

 O.D. Cable 157 mm 

 Weight 14.3 kg/m 

5. Cooling system design 

Heat load in cable 1.96kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 20 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 75 K 

Pressure at inlet 0.71 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 5.7 kW 

Max flow rate 40 l/min 

Pump head pressure 0.31 MPa 

LN2 storage (Total) 10.30 m3 

 Cable 1.12 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

6. Cooling system design 

Item Specification Type 

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 1.1 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 40 l/min 0.4MPa 2 sets 

7. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. Cost estimation 

(a) Initial cost 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 350m×3 2,670 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation cost (0.15$/kW) 

Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refergirater power (COP 0.08) 95 kW 
138 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

Single core cable 

Existed bus line is separated with a disconnecter and a circuit breaker. 

A HTS cable system is connected with separate bus line. In case of 

trouble of the HTS cable, the disconnecter and the circuit breaker are 

installed at the both ends of the HTS cable. 

Configuration of HTS cable system 

 

Diagram of system                       

 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

Cable length = 350 m 

70 m 

150 m 

Design sheet of pilot plant 

( Sheet 5.4.2-7 ) 
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1. General Information 

Company name Eletrosul 

City name Caminho Novo - Santa Catarina 

Substation name Palhoça 

Location 27°38'32.4"S 48°41'28.6"W 

Line Interconnection in Substation 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 400 MVA 

 Current  1000 A 

HTS cable length  260 m 

Altitude  32 m 

2. Layout of Substation 

 

 
 

 
3. HTS Cable design 
Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 105 mm 

O.D. Cooling pipe 131 mm 

 O.D. Cable 157 mm 

 Weight 14.3 kg/m 

4. Cooling system design 

Heat load in cable 1.96 kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 20 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 75 K 

Pressure at inlet 0.63 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 5.1 kW 

Max flow rate 40 l/min 

Pump head pressure 0.23 MPa 

LN2 storage (Total) 9.43 m3 

 Cable 0.84 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

 

5. Cooling system design 

Item Specification Type 

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 0.9 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 40 l/min 0.4MPa 2 sets 

6. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. Cost estimation 

(a) Initial cost 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 260m×3 2,000 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation cost (0.15$/kW) 

Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refergirater power (COP 0.08) 90 kW 131 

Single core cable 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Existed bus line is separated with a disconnecter and a circuit breaker. 

A HTS cable system is connected with separate bus line. In case of 

trouble of the HTS cable, the disconnecter and the circuit breaker are 

installed at the both ends of the HTS cable. 

Configuration of HTS cable system 

                       

 

 

 

 

Diagram of system                       

 

Cable length 260 m 

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

Design sheet of pilot plant 

( Sheet 5.4.2-8 ) 
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The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

 

 
1. General Information 

Company name Eletrosul 

City name Bairro - Santa Catarina 

Substation name Biguaçu 

Location 27°29'04.0"S 48°44'02.4"W 

Line Interconnection in Substation 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 400 MVA 

 Current  1000 A 

HTS cable length  150 m 

2. Layout of Substation 
 

3. HTS Cable design 

Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 105 mm 

O.D. Cooling pipe 131 mm 

 O.D. Cable 157 mm 

 Weight 14.3 kg/m 

4. Cooling system design 

Heat load in cable 1.96kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 20 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 74 K 

Pressure at inlet 0.53 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 4.5 kW 

Max flow rate 40 l/min 

Pump head pressure 0.13 MPa 

LN2 storage (Total) 8.37 m3 

 Cable 0.41 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

5. Cooling system design 

Item Specification Type 

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 0.9 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 40 l/min 0.4MPa 2 sets 

6. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. Cost estimation 

(a) Initial 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 350m×3 1,150 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation 

Item Quantity Cost (k-US$) 

Refergirater power (COP 0.08) 85 kW 
125 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

Existed bus line is separated with a disconnecter and a circuit breaker. 

A HTS cable system is connected with separate bus line. In case of 

trouble of the HTS cable, the disconnecter and the circuit breaker are 

installed at the both ends of the HTS cable. 

Configuration of HTS cable system 

 

Diagram of system                             

 

Single core cable 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Cable length = 150 m 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

Ver 1: 2016.11.17 

Ver 2: 2016.11.22 
JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Ver 1: 2016.11.17 

Ver 2: 2016.11.22 

Design sheet of pilot plant 

( Sheet 5.4.2-9 ) 
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1. General Information 

Company name Eletrosul 

City name Londrina - Parana 

Substation name Londrina 

Location 23°27'46.86"S 51° 8'21.57"W 

Line Interconnection in Substation 

Specification of a pilot plant line  

 Nominal voltage 230 kV 

 Power 400 MVA 

 Current  1000 A 

HTS cable length  200 m 

Altitude  455 m 

2. Layout of Substation 

 

3. HTS Cable design 
Cable Type Single core  

AC voltage test 318 kV 

Impulse voltage 1050 kV 

Nominal current 1000 A 

Fault current (Max) 63 kA 

Duration of accident 0.6 s 

Cable dimension  

 O.D. Former 30.8 mm 

 O.D. HTS conductor 35.1 mm 

 O.D. Insulation 81.1 mm 

 O.D. HTS shield layer 82.3 mm 

 O.D. Cable core 89.5 mm 

 I.D. Cooling pipe 105 mm 

O.D. Cooling pipe 131 mm 

 O.D. Cable 157 mm 

 Weight 14.3 kg/m 

4. Cooling system design 

Heat load in cable 1.96kW/km-phase 

Heat load in termination 0.6 kW/set 

Flow rate 20 L/min-cable 

Temperature of inlet 70 K 

Temperature of outlet 75 K 

Pressure at inlet 0.58 MPa 

Pressure at outlet 0.4 MPa 

Total heat capacity 4.8 kW 

Max flow rate 40 l/min 

Pump head pressure 0.18 MPa 

LN2 storage (Total) 9.43 m3 

 Cable 0.84 m3/phase 

 Return pipe ----- 

 Termination 1.15 m3/set 

LN2 flow in HTS cable system  

 

5. Cooling system design 

Item Specification Type 

Refrigerator 5 kW X 2 sets Brayton 

Reservoir tank 1 m3 LN2, 1 set 

Circulation pump 40 l/min 0.4MPa 2 sets 

6. Power equipment for HTS cable system 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. Cost estimation 

(a) Initial cost 

Item Quantity Cost (k-US$) 

HTS cable 200m×3 1,550 

Termination sets 6 sets 900 

Cooling System 1 unit 8,000 

Control system + Protection system 1 unit 2,500 

Civil work (Installation site, Control house) 1 unit  

Installation (directly embed, trough, conduit) 1 unit  

(2) Operation cost (0.15$/kW) 

Item Quantity Cost (k-US$/y) 

Refergirater power (COP 0.08) 88 kW 
128 

The other power (Control panel, chiller) 10 kW 

Single core cable 

JICA survey tem 

2016/11/04 Ver-1 

Existed bus line is separated with a disconnecter and a circuit breaker. 

A HTS cable system is connected with separate bus line. In case of 

trouble of the HTS cable, the disconnecter and the circuit breaker are 

installed at the both ends of the HTS cable. 

Configuration of HTS cable system 

                      

Diagram of system  

 

 

 

 

HTS cable Termination Circuit breaker Dis-connecter 

Convention line 

Cable length 200 m 

Ver 1: 2016.11.17 

Ver 2: 2016.11.22 

Design sheet of pilot plant 

( Sheet 5.4.2-10 ) 
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5.4.4  交流超電導送配電の実証設備導入に伴う規制面の確認 

ブ国では、CONAMA 決議 NO.237 により、環境ライセンスが必要な事業が決められている。

その事業の一つとして、電力の送電がある。ブ国では、まだ超電導の技術は採用されていな

いが、送電の範疇として環境ライセンスが必要となると考えられる。環境ライセンスは、次

の三つのフェーズでの取得が必要であることが確認できている。 

［事前許可 LP: Licença Prévia 事業計画段階の環境ライセンス］ 

 ・事業者は、事業の目的や実施場所、また、適用する技術とその効果、更には、考えられ

るリスクとそれへの対応策等を記載した検討書を作成・提出する必要がある。 

これに対して、修正が加えられることもあるが、最終的に、事前許可が得られれば、次

の設置許可の段階に行く。 

［設置許可 LI: Licença de Instalação 事業建設段階の環境ライセンス］ 

 ・ブ国では、工事の実施中、全うしなければいけない項目として、環境や人命にダメージ

を与えない様に色々な基準が定められている。具体的には、森林や植生を伐採する必要

がある場合や、考古学調査場所を通過する場合には、それらを管理する部署の許可が必

要となる。また、先住民への影響や、景観への影響にも配慮が必要であり、更には、空

港施設を通過してはいけない、航路を妨害してはいけない、鉱物の埋蔵場所を避けない

といけない等、様々な基準があり、これらを管理する部署それぞれの許可が必要となる。

なお、これらの項目については、全て環境省が把握しており、事業の推進に当たって確

認しておく必要がある。 

［オペレーションライセンス LO: Licença de Operação 事業施設運用段階の環境ライセンス］ 

 ・上記の様な条件が全て満たされて、工事が開始し完了すれば、オペレーションライセン

スが必要となる。なお、通常、設置許可までに、12～18 ヶ月程度掛かる。 

 

以上の環境ライセンスの申請は、州の境界を超えるものや先住民の部落を通過するもので

あれば、IBAMA への提出が必要であるが、州内の工事のみであれば、州の環境関係機関に

提出することになる。 

また、ブ国では、送電は環境ライセンスが必要だが、配電ではライセンスが必要ない。24kV

以下が配電であり、その上の階級のサブトランスミッションについても環境ライセンスは必

要ない。更に上のトランスミッション（230kV 以上）となると環境ライセンスが必要となる。

また、電柱や地下に埋設する様な施設は、配電と見なしている。 

なお、ANEEL によると、超電導技術は新技術であることから、パイロットプラントの実

施場所が正式に決まった段階で、送電分野の規制に対して、どの様なインパクトを与えるの

か等について、検討する必要があるとのことであった。 

一方、電力ネットワークへの採用という観点からは、ブ国では、EPE に実用化された技術

として受け入れられる必要がある。この様な新しい技術は、事業者が EPE にプレゼンをして、

それに基づき実験的な施設を設け、その実験施設で成功すれば、全国に展開できることにな

る。 
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5.5  情報発信（セミナー） 

5.5.1  セミナー概要 

 日本における超電導送電技術の開発などについて紹介するとともに、その技術のブラジル

への適用に関して、これまで調査してきた結果を報告し、各関係機関から広く意見を伺うこ

とを目的に、2016 年 5 月 19（木）、Eletrobras の研究機関である CEPEL にて、セミナーを開

催した。概要は、以下のとおり。 

(1) 開催日時 2016 年 5 月 19 日(木) 9:30～17:00 

(2) 場所   CEPEL 内 講堂 

(3) 出席者  110 名（添付 5.5.1-8 参照） 

・Eletrobras、CEPEL、Eletrobras 傘下の送電会社、配電会社の他、MME、EPE、ONS などの

政府関係機関および CIGRE や大学からの参加もあった。 

(4) 挨拶・講演・質疑応答概要（プログラムは表 5.41 参照） 

【挨拶】 

 ・JICA 小林氏 

ANEEL によると、将来的には電力が不足する。また、発電、送電、配電設備の増設や

近代化が必要であると言われている。その様な背景のもと、Eletrobras および CEPEL とと

もに、日本の超電導技術がブラジルに展開できないかという検討を進めている。日本の超

電導技術は実用化に近い段階となっており、ブラジルへの展開は、ブラジルの送電や配電

分野において、大きなメリットがあるものと考えている。 

・Eletrobras Guenka 氏 

これまでの JICA 調査団とブラジル側の検討で、超電導送電の実験用設備に関する議

論はほぼ完了した。今後は、その応用として、送電および配電を対象に、実用化に向け

た検討を行っていきたいと考えている。超電導は、新しい技術であり、挑戦的な課題で

ある。しかしながら、ロスを減らす等、収益の改善に繋がる技術だと考えている。 

・CEPEL Ary 氏 

CEPEL では、既に、超電導の線材や、超電導の試験に必要な設備も一部有している。

また、この超電導技術を、電流の制限に使えないかという検討も行っている。この様に、

超電導技術に携わっていたことから、ブラジルへの超電導の適用に関する検討に協力す

ることとなった。CEPEL では、超電導送電のパイロットプロジェクトを行う前段階と

して、5m 程度の超電導ケーブルを使って色々な試験を行うことで、超電導送電技術の

評価を行うための知識・ノウハウを蓄積したいと考えている。 

 

【講演】 

 ・Energy Sector in Brazil and the Role of Transmission Lines（添付 5.5.1-1 参照） 

発表者：Cristiano Augusto Trein (MME) 

 ・High Voltage Transmission Underground Lines in Brazil（添付 5.5.1-2 参照） 

  発表者：Carla Damasceno Peixoto (Comitê de Estudos B1 do CIGRÉ-Brasil ) 
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 ・R&D of Applied Superconductivity at CEPEL（添付 5.5.1-3 参照） 

  発表者：Alexander Polasek (CEPEL) 

 ・JICA Project of Introducing the Superconducting Technology in Brazil（添付 5.5.1-4 参照） 

  発表者：Koki Watanabe (YONDEN) 

 ・R&D of Superconducting Cable in Japan（添付 5.5.1-5 参照） 

発表者：Keiichi Yamamoto (MAYEKAWA) 

 ・Benefits of Superconducting Power Lines and the Roadmap for the Practical Use 

（添付 5.5.1-6 参照） 

  発表者：Shinichi Mukoyama (FURUKAWA) 

 ・Laboratory Facilities (Adrianopolis Laboratories) （添付 5.5.1-7 参照） 

  発表者：Flávio Bittencourt Barbosa (CEPEL) 

 

【質疑応答（概要）】 

  各発表者からの講演後の質疑応答では、 

  a. 30 年ほど前の超電導の発見から、現在に至っても実用化に至っていない技術的な背景 

  b. 超電導送電においても通常の送電線と同様に分岐して送電することの可否 

  c. 超電導ケーブルを冷却するための窒素について、既に病院等へ供給しているネットワ

ークを活用することの可否 

d. 超電導ケーブルを繋ぎなしで送電できる長さ 

e. 超電導ケーブルの温度のモニタリング方法 

f. 超電導ケーブルを曲げる際の最低半径 

  g. 超電導ケーブルと通常の電力設備の接続方法 

など、電力設備を建設・運用する立場などから、多くの質問があった。なお、これらに対

する調査団および CEPEL からの回答は、以下のとおり。 

a. その当時は、見本程度のものの発見・開発であり実用化に至らなかったが、現在は、

関連する技術も進んでおり、色々な材料も開発され、5 年ほど前には、超電導の線

材が商業化された。このため、今後 10 年での実用化というのは、かなり実現性が

高い。 

b. 超電導送電においても、極力、熱の侵入が無い様な設計にする必要があるものの、分

岐用の端末を作ることで、送電線から分岐して送電することができる。 

  c. 超電導送電の冷却に使う窒素として、病院等へ供給しているネットワークからの窒素

を活用することもできる。日本でも、この様なシステムについて提案したことがある。 

  d. ケーブルをドラムに巻いて輸送する関係で長さが制限される。その長さは 500m であ

る。 

  e. 光ファイバーの温度センサーを使用する。 

  f. 現用ケーブルと同じ 25D (D はケーブル直径) はクリアする。ケーブルのサイズにも

よるが、2m 位で曲げることが可能である。 
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以上の他、都市部で超電導送電を適用する場合は、敷地の面積も小さくて済む。これは、

トータルコストの検討において考慮すべき点であるという超電導送電のメリットに係る意

見もあった。 

表 5.41 セミナープログラム 

Horário / Time Tema / Presentation Title Palestrante / Speaker 

9:00-9:30 Recepção/ Reception  

9:30-10:00 Abertura/ Opening Remarks 

Chiaki Kobayashi ( J I C A )  

Luis Yoshihiro Guenka (Eletrobras) 

D i re tor ia  do  CEPEL  

10:00-10:20 

O Setor Energético no Brasil e o Papel 

das Linhas de Transmissão 

Energy Sector in Brazil and the Role of 

Transmission Lines 

 

 

 

Cristiano Augusto Trein (MME) 

10:20-10:40 

Linhas de Transmissão Subterrâneas em 

Alta Tensão no Brasil 

High Voltage Transmission Underground 

Lines in Brazil 

 

Carla Damasceno Peixoto 

(Comitê de Estudos B1 do CIGRÉ-Brasil ) 

10:40-11:00 

P&D em Superconduvidade Aplicada no 

CEPEL 

R&D of Applied Superconductivity at CEPEL 

 

Alexander Polasek (CEPEL) 

11:00-11:20 Coffee-break  

11:20-11:40 
JICA Project of Introducing the 

Superconducting Technology in Brazil 
Koki Watanabe (YONDEN) 

11:40-12:20 R&D of Superconducting Cable in Japan Keiichi Yamamoto (MAYEKAWA) 

12:20-13:00 
Benefits of Superconducting Power Lines 

and the Roadmap for the Practical Use 
Shinichi Mukoyama (FURUKAWA) 

13:00-13:20 

Laboratório George Zabludowski 

(CEPEL – Adrianópolis) 

Laboratory Facilities 

(Adrianopolis Laboratory) 

Flávio Bittencourt Barbosa (CEPEL) 

13:30-15:00 Almoço  

15:00-17:00 Discussão / Discussion 
Coordenador / Coordinator 

Luis Yoshihiro Guenka (Eletrobras) 
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(5) セミナー風景 
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(6) まとめ 

  今回のセミナーを通じて、ブラジルにおける電力事情・課題や、超電導送電に係る基礎的な

技術内容、また、日本での超電導送電の開発状況などについて、理解して頂くことができた。 

これにより、今後、Eletrobras 傘下の送電会社に検討を進めて頂きたいと考えている、超電

導送電パイロットプラントの候補地検討のための素地作りができた。 
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添付 5.5.1-1 
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5.5.2  展示会の概要 

 はじめに 1）

2016 年 5 月 19 日（木）の CEPEL で開催された超電導ケーブルのセミナーにおいて、CEPEL

のロビーの一部を借りて、古河電工、前川製作所、Furukawa Industrial S.A.（FISA ブラジル 

クルチバ）、JICA が、超電導および電力関係の商品や技術の展示・ＰＲを行った。セミナー

への参加者はおよそ１１０名であり。Eletrobras、その傘下の電力会社に加えて、民間送電会

社、配電会社、CIGRE メンバー、大学、MME からも参加があった。セミナー会場からすぐ

出たところに展示会会場を設置したことで、セミナー参加者のほとんどが、コーヒーブレー

クや昼食時に立ち寄り、盛況な展示会となった。 

 展示会実施の背景 2）

ブラジルにおいては、高温超電導や超電導ケーブルはごく一部の研究者の研究対象であり、

電力技術者のほとんどは身近で超電導を見たことのないとの CEPEL からの示唆を受け、展

示や超電導の実験を行うことで、超電導および超電導ケーブルの理解を深めることを目的と

した。展示会は、超電導ケーブルのパイロットプラントや実導入で必要とされる技術の詳細

紹介と、超電導線や超電導ケーブルのサンプルを見てもらうことで、日本の技術の高さを認

知してもらう機会となった。超電導と液体窒素を用いたユニークなデモンストレーション

（抵抗ゼロ実験、超電導浮上実験）は、超電導に関心のない人に対して、超電導現象を身近

で直接目で見ることで、超電導は難しいものという先入観を除き、興味を持ってもらうこと

を意図した。 

 展示品内容 3）

展示内容については、表 5.42 の通り。 

表 5.42 超電導セミナーの展示会の展示品目 

古河電工 ・超電導ケーブルサンプル 

・275kV XLPE ケーブルサンプル 

・高温超電導線材（REBCO 線材） 

・金属系超電導線（NbTi, Nb3Sn） 

・ポスター（超電導線、ケーブル、フライホイール） 

・カタログ（超電導線、超電導技術） 

・デモンストレーション 

 (1) 抵抗ゼロ実験 

 (2) 磁石の浮上実験 

前川製作所 ・ポスター（冷凍機:Bryton NeO） 

・カタログ（冷凍機:Bryton NeO） 

FISA ・OPGW 各種 

・ポスター（SMART GRID） 

JICA ・カタログ 
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 展示会風景 4）
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 結果 5）

展示会には、セミナー参加者に加えて、CEPEL 研究者も立ち寄り、賑わいをみせた。展示

としては、セミナーで説明した高温超電導や超電導ケーブル、および冷却システムについて

資料やサンプルを用いてブラジルの電力関係者に詳細に説明した。日本の超電導ケーブル技

術やその可能性・方向性をアピールすることで、ブラジルで実施するパイロットプラントや

超電導ケーブルの実用化への理解を深めることができ、Eletrobras 傘下の電力会社とのパイロ

ットプラント候補地検討の直接会話につなげることに役だった。 

液体窒素と超電導材料を用いたデモは、各回ともに常にたくさんの人が集まり、抵抗ゼロ

や超電導のマイスナー効果（浮上）など直接見ることで、超電導に関する関心を高める効果

があった。セミナーと展示会を通して、ブラジルの電力関係者に対して、日本企業や JICA

のプレゼンスを高めることができた。 

今回の展示会は、CEPEL の研究部門に加えて広報部門のサポートがあって成功裏に開催で

きたが、これより CEPEL と JICA チームとでより強い関係構築ができた。 

また、Eletrobras より、参加者の好奇心を予想以上に促すことができたセミナーであり、ブ

ースの人気も高かった。セミナー準備では CEPEL の組織力の高さをアピールできたとのコ

メントがあった。 
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5.6  今後の展開 

本調査は、超電導ケーブルの実用化を目指した長期プロジェクトを提案するものであ

り、2017 年 2 月に今回の基礎調査を終え、今後も段階的に以下の手順にて検討を進めて

いく必要がある。 
 

第一段階：Eletrobras が関連する送電会社と共同し、超電導技術の提示を目的としたパ

イロットプラント（単数あるいは複数）の実施候補地を選定。並行して、CEPEL が超

電導技術のラボ実験を目的とした R&D プロジェクトを 2017 年から開始する。このプ

ロジェクトの実施にあたっては、Eletrobras の送電会社のうち少なくとも 1 社が参加し、

かつ国家電力庁（ANEEL）の認定を受ける必要がある。 
 

第二段階：第一段階で選定されたパイロットプラントの実施候補地に対し FS 調査を実

施する。調査実施にあたっては、JICA による資金及び技術的な協力が必要である。 
そのために、JICA に将来的な資金協力要請を行う前提条件として、Eletrobras 若しくは

然るべきブラジル政府機関が、ブラジル予算企画省が管理する外国資金支援審議会

（COFIEX）に対し審査を申請する必要がある。この審査を通過すれば、ブラジル政府

から日本国政府への資金協力要請が暫定的に承認を受けたことになる。しかしながら、

この暫定的な承認は資金協力の実施を担保するものではなく、資金協力の可否は、FS
調査及び R&D プロジェクトの結果に基づいて決定される。 

 
第三段階：FS 調査及び Laboratory test（ANEEL R&D プロジェクト）の結果が承認

されれば、最適地として選定された実施候補地でのパイロットプラント実施が認可を

受ける。パイロットプラントの実施に際して、Eletrobras は、自身若しくは然るべき

ブラジル政府機関を通じて、前項記載の暫定的に承認を受けた JICA による資金協力の

必要性を再通知する必要がある。日本国政府及び JICA は、この要請に基づき、資金協

力の実施可否を決定する。 

 
図 5.38 図式化した今後の展開 

（出典：調査団作成） 
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